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第１クォーター定期試験時間割発表 ５月２４日（月）

第１クォーター定期試験期間

　

第３クォーター定期試験時間割発表 １１月８日（月）

第３クォーター定期試験期間

校　　　　時 時　　　　間
１　　　校　　　時   ８時５０分　～　１０時２０分
２　　　校　　　時 １０時３０分　～　１２時００分
３　　　校　　　時 １２時５０分　～　１４時２０分
４　　　校　　　時 １４時３０分　～　１６時００分
５　　　校　　　時 １６時１０分　～　１７時４０分
６　　　校　　　時 １８時００分　～　１９時３０分
７　　　校　　　時 １９時４０分　～　２１時１０分

第４クォーター，後期末定期試験期間 ２月２日（水）～８日（火）

追試験日 ２月１４日（月）～１８日（金）

卒業式 ３月２５日（金）

追試験日 １２月２日（木）～８日（水）

冬季休業 １２月２５日（土）～１月５日（水）

第４クォーター，後期末定期試験時間割発表 １月１９日（水）

１１月１６日（火），１９日（金），２２日（月），２４日（水），２５日（木）

第２クォーター，前期末定期試験期間 ８月２日（月）～６日（金）

追試験日 ８月１９日（木）～８月２５日（水）

夏季休業 ８月７日（日）～９月２７日（月）

―　後　期　―
授業開始 ９月２８日（火）

履修登録期間 ９月２０日（月）～１０月１１日（月）

第２クォーター，前期末定期試験時間割発表 ７月２０日（火）

２年次オリエンテーション ４月１日（木）

入学式 ４月２日（金）

新入生オリエンテーション ４月２日（金）・・・夜間主コース    ４月５日（月）・・・昼間コース

新入生研修 ４月１０日（土）

６月３日（木）～９日（水）

追試験日 ６月１４日（月）～１８日（金）

２０２１年度経済学部 行事予定表

―　前　期　―
授業開始 ４月８日（木）

履修登録期間 ３月２２日（月）～４月２１日（水）



前期: 1Q:4月8日～6月9日 後期: 3Q:9月28日～11月25日

2Q:6月10日～8月6日 4Q:11月26日～2月8日

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

2021年 28 29 30 31 1 2 3 ９月 26 27 28 29 30 1 2

４月 4 5 6 7 8 9 10 10月 3 4 5 6 7 8 9

11 12 13 14 15 16 17 10 11 12 13 14 15 16

18 19 20 21 22 23 24 17 18 19 20 21 22 23

25 26 27 28 29 30 1 24 25 26 27 28 29 30

５月 2 3 4 5 6 7 8 31 1 2 3 4 5 6

9 10 11 12 13 14 15 11月 7 8 9 10 11 12 13

16 17 18 19 20 21 22 14 15 16 17 18 19 20

23 24 25 26 27 28 29 21 22 23 24 25 26 27

30 31 1 2 3 4 5 28 29 30 1 2 3 4

６月 6 7 8 9 10 11 12 12月 5 6 7 8 9 10 11

13 14 15 16 17 18 19 12 13 14 15 16 17 18

20 21 22 23 24 25 26 19 20 21 22 23 24 25

27 28 29 30 1 2 3 26 27 28 29 30 31 1

７月 4 5 6 7 8 9 10 2022年 2 3 4 5 6 7 8

11 12 13 14 15 16 17 １月 9 10 11 12 13 14 15

18 19 20 21 22 23 24 16 17 18 19 20 21 22

25 26 27 28 29 30 31 23 24 25 26 27 28 29

８月 1 2 3 4 5 6 7 30 31 1 2 3 4 5

8 9 10 11 12 13 14 ２月 6 7 8 9 10 11 12

15 16 17 18 19 20 21 13 14 15 16 17 18 19

22 23 24 25 26 27 28  20 21 22 23 24 25 26

29 30 31 1 2 3 4 27 28 1 2 3 4 5

９月 5 6 7 8 9 10 11 ３月 6 7 8 9 10 11 12

12 13 14 15 16 17 18 13 14 15 16 17 18 19

19 20 21 22 23 24 25 20 21 22 23 24 25 26

26 27 28 29 30  27 28 29 30 31

････ 入学式

 ････ ････ ４月１日（木）

････ ４月２日（金）

････ ４月５日（月）

････ ４月10日（土）

････ 祝祭日・休日

････ 休業日等（11/18学校推薦型選抜Ⅰ、1/14大学入学共通テスト準備、1/20臨時休業日、1/25外国人留学生選抜、

　　　　　　1/28総合型選抜Ⅱ）

････ 授業日（前期：４月８日(木）から授業開始）

（後期：９月２８日（火）から授業開始）

････ 授業、補講又は定期試験日

････ 追試験期間　※６/１４－６/１８、１２/２－１２/８は通常の授業も実施。

････ 予備日（原則として当該曜日開講科目の限り利用可能）

新入生研修

2021年度　経済学部　学事カレンダー

オリエンテーション ２年次生（昼間・夜間主コース）

新入生(夜間主コース)

新入生(昼間コース)



⽬⽬        次次  
  

○ 履修全般について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
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○ ⻑崎⼤学のＩＣＴ環境について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 
○ ネットワークを安全に利⽤するために・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 
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○ 授業料免除・奨学⾦制度について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 
○ 福利厚⽣施設の利⽤について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３６ 

１. 体育館 ２. グラウンド ３. テニスコート ４. 扶揺会館 ５. 課外活動共⽤施設  
○ 経済学部の就職⽀援等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４４ 
○ 学⽣の表彰について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４７ 
○ 学務係が取り扱う業務について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４８ 
  １. 教務関係 ２. 厚⽣補導関係 ３. 学⽣への通知並びに連絡について ４. 諸⼿続きについて 
○ 図書館利⽤案内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５１ 
○ 経済学部配置略図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５５ 

 教員研究室及び演習室配置図    ・⽚淵地区配置図  
 
[規則集] 
○ ⻑崎⼤学学則・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６１ 
○ ⻑崎⼤学経済学部規程・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ７４ 
○ 考査及びその成績に関する内規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９４ 
○ 早期卒業に関する内規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９５ 
○ 国際ビジネス(plus)プログラムに関する内規 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９６ 
○ 外国の⼤学において履修した単位を認定する⼿続きに関するガイドライン・・・・・・ ９８ 
○ ビジネス実践⼒育成プログラムに関する内規・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１００ 
○ 全学的休講措置の申合せ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０１ 
○ ⻑崎⼤学⽚淵地区構内における交通規制に関する規程・・・・・・・・・・・・・・・１０３ 
○ ⻑崎⼤学における学⽣の懲戒に関する指針・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０６ 
○ 学⽣の交通事故に関する懲戒ガイドライン・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１２ 
  ⻑崎⾼等商業学校校歌 



  

履履修修全全般般ににつついいてて  
 
長崎大学の教育課程は，長崎大学全体で行われる教教養養教教育育と各学部の専専門門教教育育が組み合わされ，体系的

に編成されています。経済学部昼間コースにおいては，初年次セミナーを除く教養教育科目を，１～２年

次前期に文教キャンパスで履修し，初年次セミナーと専門教育科目を，１年次前期から片淵キャンパス（経

済学部）で履修します。 

 

履修上の重要な注意点は学学生生便便覧覧（本冊子）に掲載されています。また，各年度に開講される授業の詳

しい内容は学務情報システム（ＮＵ-Ｗebシステム）のシシララババススに掲載されます。原則として入学年次の学

生便覧に記載されている規則が卒業時まで適用されますので，入学時に配付された学生便覧やその他の資

料は卒業時まで大切に保管しておいてください。 

 
 この学生便覧（本冊子）では，経済学部の専門教育を中心に説明します。教養教育については，教養教

育の学生便覧に説明されています。取扱いが異なる部分がありますので，混同しないように注意して下さ

い。 
 
 

専門教育科目の履修方法 

 

１１  学学期期，，授授業業時時間間等等  

（１）学期は，前期と後期の２学期制（前期１５週＋定期試験期間，後期１５週＋定期試験期間）です。 
（２）各学期（セメスター）が，前半・後半（クォーター）に分けられ，それぞれにおいて試験を含めて

８週で開講される科目があります。前期前半を第１クォーター，前期後半を第２クォーター，後期

前半を第３クォーター，後期後半を第４クォーターと呼びます。 
（３）授業は１校時あたり９０分間で，月曜日から金曜日までの次の時間帯に行われます。 
 

校 時 時 間 

Ⅰ 校 時  ８時５０分 ～ １０時２０分 

Ⅱ 校 時 １０時３０分 ～ １２時００分 

Ⅲ 校 時 １２時５０分 ～ １４時２０分 

Ⅳ 校 時 １４時３０分 ～ １６時００分 

Ⅴ 校 時 １６時１０分 ～ １７時４０分 
 
２２  単単位位制制  
（１）大学は，学習の修了を単位の認定によって行います。大学を卒業するには，一定の年限内に，定め

られている一定数以上の単位を修得する必要があります。 
（２）専門教育の授業は，前期又は後期のうち 8 週で完了する科目（クォーター科目），前期又は後期の

半年間で完了する科目（セメスター科目），１年間の通年で完了する科目（通年科目。一部の演習科

目が該当します）があります。単位は，１授業科目について，授業に一定時数出席し，かつ考査に合

格すると１単位，２単位もしくは４単位が修得できます。 
（３）１単位とは，教室内外（授業と自宅等の学習）の学習を合わせた標準 45 時間の学習を要する内容

をもって構成されています。授業の実施形態により教室内で行う授業時間数と自宅等の学習を行う時

間数が，次のように定められています。 
 

① 講義・演習…………教室内での授業 15 時間 ＋ 自宅等での学習 30 時間 
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② 実習…………………教室内での授業 30 時間 ＋ 自宅等での学習 15 時間 
③ 教員免許状取得のための特別指定科目…………… 教室内での授業 45 時間 

１校時の授業時間は 90 分ですが，単位の計算をする場合には，この 90 分をもって２時間と計算しま

す。なお，集中講義等を除き１授業科目について毎週１回又は毎週２回の授業が行われます。さらに，

単位修得には，定期試験やレポートなどの考査に合格することが必要です。中間試験や小テストが実施

される科目もあります。 

単位制の観点から，毎毎回回のの授授業業にに必必ずず出出席席しし，，自自宅宅等等ででのの学学習習にによよりり予予習習復復習習をを継継続続すするるここととがが大大切切

です。 
 
３３  修修得得すすべべきき単単位位数数（（[[規規則則集集]]  をを参参照照）） 
（１）卒業するには，学部規程別表第１に示された最低修得単位数以上の単位を修得しなければなりませ

ん。 

（２）専門教育の授業科目は，学部規程の別表第３により修得しなければなりません。 

（３）国際ビジネス（plus）プログラムについては，学部規程および「国際ビジネス(plus)プログラムに

関する内規」に定められています。 

（４）ビシネス実践力育成プログラムについては，学部規程および「ビジネス実践力育成プログラムに関

する内規」に定められています。 

（５）教員免許状の取得方法については，別ページにある「教育職員免許状の取得について」に詳細を説

明しています。 

 

４４  履履修修科科目目のの登登録録のの上上限限  

計画的な学修を行ってもらうために，履修登録単位数に制限を設けています。この目的は，年間に履

修登録できる単位数を制限することで，自主的に学習する時間を増やし，教育効果を高めることにあり

ます。この制度を十分活用して，自宅等での予習復習を充実させ授業に臨んでください。 
（１）履修科目の登録単位数は，一学年あたり，教養教育科目及び専門教育科目を合わせて，第１年次か

ら第４年次まで４８単位までと定められています。ただし，学部規程別表第３や別表第５，第６，第

７の授業科目名の直後に☆マークのついている科目及び集中講義により開講される科目（臨時に開設

される科目に限る。）は，履修登録の上限単位数には算入しません。 
（２）学部規程の定めるところにより，所定の単位を優れた成績をもって修得したと認められた学生につ

いては，（１）に定められた単位数を超えて履修科目の登録を行うことができます。詳細は，本冊子

の「経済学部の昼間コース履修体系について」に説明されています。 
 

５５  履履修修手手続続 
（１）授業時間割 

   当該年度に開講される授業科目は，各学期始めに授業時間割によって発表します。ただし，集中講

義を開講する場合には，掲示等で通知します。 

（２）履修登録 

   履修しようとする授業科目は，学務情報システム（NU-Web システム）に登録しなければなりませ

ん。通年科目（専門ゼミ及び卒研ゼミ），前期セメスター科目，第１・第２クォーター科目は前期の履

修登録期間内に，後期セメスター科目，第３・第４クォーター科目は後期の履修登録期間内に履修登

録を行わなければなりません。履修登録が行われていない科目は，単位認定の対象とはなりませんの

で，確実に履修登録を行って下さい。 

   集中講義については，掲示等により示される履修登録期間中に履修登録しなければなりません。集

中講義は毎年度必ず開講されるとは限りませんので注意してください。 

   １週間に２回授業がある科目（例えば，月－Ⅰ・火－Ⅱと分かれて授業がある科目）は，２回とも

履修登録しなければなりません。なお，同一時間に２授業科目以上を履修登録することはできません。 

履履修修登登録録をを間間違違ええなないいよよううにに注注意意ししててくくだだささいい。。ままたた，，一一度度登登録録をを終終ええたた後後にに，，登登録録内内容容にに誤誤りりがが

なないいかかをを履履修修登登録録期期間間内内にに必必ずず確確認認ししててくくだだささいい。。履履修修登登録録期期間間をを過過ぎぎるるとと原原則則ととししてて登登録録内内容容のの変変

更更ははででききまませせんん。。  
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６６  教教室室  

  授業時間割，シラバス，掲示等に示された教室で授業が行われます。本冊子の後にある教室配置図で

確かめておきましょう。ただし，学期途中に別の教室を使って授業が行われることがあります。また，

学期末の考査を行う教室が普段使用している教室と異なることもあります。教室の変更は教員からの説

明や掲示等で連絡されます。 
 
７７  受受講講時時のの心心得得  

  １回目の講義時にその科目の内容や授業方針についての説明が行われます。その方針をよく理解した

上で，日々の予習復習を怠ることなく，授業に臨みましょう。疑問点や不明な点は早めに教員に質問し

ましょう。考査及び成績については，別ページに説明してありますので参照してください。 
  講義中に板書やスライドをスマートフォン等で撮影する場合は，教員の許可を得てから行ないましょ

う。また，周囲の学生に迷惑がかからないように配慮しましょう。 
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履修上の大切な注意点 

 
１１  ＬＬＡＡＣＣＳＳ  

主体的学習促進支援システム（LACS: Learning Assessment & Communication System）は，学生

の主体的な学びを確立するために長崎大学で構築した教育支援システムです。様々な授業でLACS を活

用して，授業の連絡，資料提示，課題レポートの受付，オンラインテスト等を行います。また，１年次

前期から学修ポートフォリオの作成も始まります。LACS を利用するには自分の長大 ID が必要です。

LACS の利用方法についての問い合わせは ICT 基盤センターで受け付けています。 
 
２２  出出席席管管理理シシスステテムム  

長崎大学では，IC カード（学生証）を利用した出席管理システムを導入しています。授業の出席確認

は，講義室等に設置された IC カードリーダーに学生証をかざすことによって行います。IC カードリー

ダーが設置されていない演習室や，授業担当教員が直接出席確認を行う場合もあります。その場合は，

授業担当教員の指示に従って下さい。 
なお，出欠情報は出席管理システム（https://attend.nagasaki-u.ac.jp/）から確認できます。出席管理

システムにログインするには自分の長大 ID が必要です。 
 
３３  ナナンンババリリンンググ・・シシスステテムム 

長崎大学ナンバリング・システムとは，長崎大学で開講されているすべての授業科目（教養教育科目・

学部専門科目・大学院専門科目等）に対し，授業内容・レベル等に応じて特定の記号やナンバーを付与

し，教育課程表などに記載することにより，体系的な教育プログラムの実現を目指す方法のことです。

ナンバリング・システムの詳細な説明や，経済学部で開講されている科目については，経済学部ホーム

ページを参照してください。 
 
４４  欠欠席席届届 

病気，忌引，災害等のやむを得ない理由により授業を欠席した場合，原則として理由発生から２週間

以内に所要の証明書を添えて欠席届を学務係に提出してください。担当教員の承認があれば欠席時数に

ついて考慮される場合があります。 

病気の場合････････････診断書等 

忌引の場合････････････会葬御礼のカード等 

その他の場合･･････････証明書等 

  
５５  台台風風，，積積雪雪そそのの他他不不測測のの事事態態にに対対すするる休休講講措措置置  

本学では，台風及び積雪等による学生の事故の発生を防止するため，台風等の際の授業・定期試験の

休講等の措置について，[規則集]「全学的休講措置の申合せ」を定めています。 
台風等に際しては，同申合せにより措置されますので，申合せの内容を十分理解のうえ，各自の判断

により事故等がないよう留意してください。 
 
６６  掲掲示示おおよよびび連連絡絡 
  大学が学生に対して行う告示，通知，連絡は掲示板や電子メール（大学が配布する bb 学生番号

@ms.nagasaki-u.ac.jp）、NU-Web 掲示板、LACS 内での連絡機能を通じて行われます。授業や考査等

の教務事項，授業料免除・奨学生の募集・課外活動等の学生生活事項及び呼び出し連絡等はすべて掲示

板、電子メール、NU-Web 掲示板により通知されますので，一日に一度は掲示板等を見るよう心掛けて

ください。掲示を見なかったために重大な結果になっても大学は一切責任を負うことができません。 
  掲示板は，学部においては経済学部学務係前やピロティ等に設置してあります。文教キャンパスにも

教養教育用掲示板（教養教育事務室前）や学生支援センター前に掲示板があります。 
なお，掲示版で，学部のホームページを見るようにとか，NU-Web の特定ページや LACS の特定ペ

ージを見るように指示されることもあります。授業によってはLACS 内での連絡機能だけで連絡を行う

こともありますので注意しましょう。 
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その他 

 
１１  授授業業アアンンケケーートト  

授業アンケートは，授業内容や方法について学生の皆さんから評価を受け，その結果を授業改善に活

かしていくこと，および，皆さんが大学での自らの学修成果を把握することによって自覚的な学習活動

を促すことを目的としています。 
評価項目は，全学共通で設けられた項目に加えて，各授業科目の内容にあわせた項目が設定されてい

ます。学生の皆さんには，シラバスに記載されている各授業の目標やねらいが実際の授業において達成

されたか，教材や授業方法が適切なものであったか，といった点について評価してもらいます。授業を

真剣に受けるとともに，大学教育の改善という大きな視点から評価できるよう，率直に，真摯な態度で

アンケートに回答してください。 
なお，授業アンケートは NU-Web で実施しますが，担当する教員に皆さんの氏名などの情報が知ら

れることはありません。学期末の時期に実施され，各授業の集計結果は NU-Web 上に、各部局毎の集

計結果は大学教育イノベーションセンターのホームページで回答者の情報を秘匿化して公開されます。 
 
２２  学学修修ポポーートトフフォォリリオオ  

学修ポートフォリオとは，在学中の学修を主体的に計画し，学習活動や課外活動などの状況を整理・

省察し，必要に応じて軌道修正を行っていくための記録のことです。入学時に自分の学修目標を明確に

し，また学期ごとに学修成果を記録することにより自分の成長を確認します。その記録を基に定期的に

メンター（指導教員）からコメントをもらい，必要に応じて，面談により状況確認・助言・指導が行わ

れます。 
  原則，専門ゼミに着手するまでは初年次セミナーの担当教員が，専門ゼミ着手後は専門ゼミの担当教

員がメンターとなります。 
 
３３  自自主主学学習習ののたためめのの教教室室利利用用  

授業等で使用していない演習室を自主学習に利用することができます。また，本館３階に，自由に利

用できる自習室があります。下記の注意事項を守り，演習の授業前後の学習やグループ学習などに積極

的に利用してください。 
１）演習室の使用可能時間は，原則として８：５０から２１：１０までの授業等で利用しない時間帯で

す。 

２）演習室を使用する場合は，学務係に申し出る必要があります。事前に学務係の使用簿に記入し，鍵

を預かり，使用後は施錠し学務係へ返却して下さい。なお，２１：１５以降は，本館玄関横の収納箱

に返却してください。 

３）演習室の使用後は，戸締まり等を確実に行ってください。 

４）自習室の使用可能時間は，原則として８：５０から２１：００までです。 

 

４４  必必携携パパソソココンンササポポーートト窓窓口口 
長崎大学では，ノートパソコン必携となっています。様々な授業でパソコンが活用されますので，常

にパソコンを持参するようにしてください。 
必携パソコンのトラブルや利用方法に関する相談は ICT 基盤センターで受け付けています。ICT 基盤

センターでは，故障等やむをえない理由でパソコンを持参できなかった学生に対して，一時的にパソコ

ンの貸し出しも行っています。詳しくは ICT 基盤センターのホームページを参照してください。 
 

５５  電電話話照照会会 
学生の皆さんが，大学にいろいろな事柄を電話で照会してきますが，間違いのもとになりますので，

内容によっては応じられないこともあります。 
  また，電話での伝言及び学生呼び出し等の依頼にも応じられませんので，各関係者に周知しておいて

ください。ただし，緊急の場合はこの限りではありません。 
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経経済済学学部部のの昼昼間間ココーースス履履修修体体系系ににつついいてて  

 
ここでは，経済学部の専門教育科目の履修に関する事項を中心に説明します。教養教育科目に関する事

項は，教養教育の学生便覧に説明されています。 

 

１．教育理念 

経済学部の教育理念及び各コースの教育理念は以下のようになっています。これらの教育理念は経済

学部が長年掲げてきた「実践的エコノミストの育成」という教育理念を現代の時代環境の中で明確にし

たものです。 

 

経済学部の教育理念 

「グローバルな視野を持って現代の経済・経営の諸課題を解決できる実践的エコノミストの育成」 
 
各コースの教育理念 

経済と政策コース 
経済学の専門知識とその応用能力を基に，現代の日本や地域が抱える諸課題を，

国内及び海外との関係も踏まえ相対的に捉えて解決できる人材を育成します。 

グローバル経済コース 
グローバル社会において，経済学・経営学の基礎知識と高度な英語運用能力を

有し，多様な文化を理解して国際的な課題を解決できる人材を育成します。 

ファイナンスコース 

経済学・経営学の基礎知識とともに，金融に関する専門知識を有して，国境の

ない資本移動，資金の調達・運用にかかわる活動に関連する課題を理解し，解

決できる人材を育成します。 

経営と会計コース 
経営学・会計学の専門知識に基づいて，現実の企業が抱える多様な課題を適切

に判断し，状況に応じた解決ができる人材を育成します。 

 

  また，地球規模の課題解決に挑戦する「志」であるGSR (Global Social Responsibility) マインドを持

った人材を育成するためのグローバル人材育成プログラム「国国際際ビビジジネネスス（（pplluuss））ププロロググララムム」、現代

の不確実なビジネス環境の中で価値を創造するために必要な実践力を有する人材を育成する「ビビジジネネスス

実実践践力力育育成成ププロロググララムム」」を設置しています。 

 

２．履修体系 

経済学部では，上の教育理念に従って，基礎から応用へ体系的な学習ができるようにカリキュラムが

構築されています。次頁以降で説明するように 
学部導入科目⇒ 学部共通科目 ⇒ コース科目 

 という基礎から応用への科目体系に並行し 
    国際ビジネス（plus）プログラム, ビジネス実践力育成プログラム 

 その他科目（キャリア教育科目等） 
 がおかれ，更に，教職科目も設置されています。 

教職科目以外の全体を俯瞰した図が履修体系(A)と履修体系(B)です。履修体系(A)は国国際際ビビジジネネススププロロ

ググララムムとビビジジネネスス実実践践力力育育成成ププロロググララムムを含む図であり，履修体系(B)は一般の早早期期卒卒業業や，早期卒業後

大学院に進学する国国際際ビビジジネネススpplluussププロロググララムムを含む図です。  

  尚，学生便覧やシラバスに掲載されている授業科目の標標準準履履修修年年次次とはこの体系の中で履修が好まし

い時期を示すものです。 
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履修体系(A) 

 

3・4
年次 

 
 
 
 
 
 

 

経 

済 

と 

政 

策 

コ 

｜ 

ス 

 

 

グ 

ロ 

｜ 

バ 

ル 

経 

済 

コ 

｜ 

ス 

 

 

フ 

ァ 

イ 

ナ 

ン 

ス 

コ 

｜ 

ス 

 

 

 

経 

営 

と 

会 

計 

コ 

｜ 

ス 

 

 

 

 
Advanced Academic Writing(2) 
海外留学(3 か月～１年間)(単位取得) 
海外インターンシップ / 企業研修 ☆(2) 
Global Business Communication Ⅲ(2) 
Global Business Communication Ⅱ(2) 
 

 
プロジェクト演習☆

(4) 

 
インターンシップ

☆(2) 
Special Topics in 
Global Ecnomy 
(2) 
 
 
キャリアデザイン

☆(2) 
 
 
 
 
短期海外研修Ⅱ 
☆(2) 
 
 
 
 
 
短期海外研修Ⅰ 
☆(2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
経済数学入門演習

☆(1) 
 

2年次 
後期 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
Economics Subjects in English(ESE) (2) 
Global Business Communication I(2) 
 

 
ビジネスリサーチ(2) 

2年次 
前期 

 
学部共通科目 

 

統計学(4) 
経営学(2) 
経済数学(2) 

 
短期語学研修 ☆(2)〔長崎にて〕 
留学生との共修ゼミ☆(2) 
Academic Presentation & Discussion  
☆(2) 
Intermediate Academic Reading and 
Writing ☆(2) 
 

 
プロジェクト・リテ

ラシー(2) 
 
基礎ゼミ☆(2) 

1年次 
後期 

 
ミクロ経済学Ⅰ(4) 
マクロ経済学Ⅰ(4) 
簿記(4)  

  
GSR 短期海外研修 ☆(2) 
Introduction to Academic Reading ☆(2) 
Introduction to Academic Writing ☆(2) 
 

 

1年次 
前期 

 

学部導入科目 

 
経済概論 
経営概論 
金融概論 
国際関係概論 

(GSR 論) 
法学概論 
経済数学入門 

(各 2) 

  

年次 
 
区分 

学部導入科目・学部

共通科目 
コース科目・演習 

国際ビジネスプログラム（注１） ビジネス実践力育成

プログラム（注２） 
その他 

基礎          応用 
 
2 年進級時にコースに所属する。4 年以上在学し卒業する。 
☆ 上限単位数に算入しない科目    ( ) 内の数字は単位数 
（注１）1 年次前期の（plus）プログラム説明会後，1 年次前期に（plus）プログラム参加者決定。2 年次以降でも参加可能。 

詳細は[規則集]「国際ビジネス（plus）プログラムに関する内規」を参照してください。 
（注２）これらの科目以外にプログラム参加者が受講すべき科目があります。1 年次後期にプログラム説明会参加者募集及び，参加者決定を

行ないます。詳細は[規則集]「ビジネス実践力育成プログラムに関する内規」を参照してください。 
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履修体系(B)〔早期卒業 大学院進学〕 
 

3 年次 

 
 
 
 
 
 

 

経 

済 

と 

政 

策 

コ 

｜ 

ス 

 

 

 

 

グ 

ロ 

｜ 

バ 

ル 

経

済 

コ 

｜ 

ス 

 

 

フ 

ァ 

イ 

ナ 

ン 

ス 

コ 

｜ 

ス 

 

 

 

経 

営 

と 

会 

計 

コ 

｜ 

ス 

 

 

 

 
Advanced Academic Writing(2) 
海外留学(3 か月～半年間)(単位取得) 
海外インターンシップ / 企業研修 ☆(2) 
Global Business Communication Ⅲ(2) 
Global Business Communication Ⅱ(2) 

 
インターンシップ

☆(2) 
Special Topics in 
Global Ecnomy 
(2) 
キャリアデザイン

☆(2) 
 
 
短期海外研修Ⅱ 
☆(2) 
 
 
短期海外研修Ⅰ 
☆(2) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
経済数学入門演習

☆(1) 

2 年次 
後期 

 Economics Subjects in English(ESE)  
(2) 
Global Business Communication I(2) 

2 年次 
前期 

 
学部共通科目 

統計学(4) 
経営学(2) 
経済数学(2) 

短期語学研修 ☆(2)〔長崎にて〕 
留学生との共修ゼミ☆(2) 
Academic Presentation & Discussion ☆
(2) 
Intermediate Academic Reading and 
Writing ☆(2) 

1 年次

後期 

ミクロ経済学Ⅰ(4) 
マクロ経済学Ⅰ(4) 
簿記(4)  

 GSR 短期海外研修 ☆(2) 
Introduction to Academic Reading ☆(2) 
Introduction to Academic Writing ☆(2) 

 

1 年次

前期 

学部導入科目 

経済概論 
経営概論 
金融概論 
国際関係概論(GSR 
論) 
法学概論 
経済数学入門(各2) 

 

年次 
 
区分 

学部導入科目・学部共

通科目 
コース科目・演習 

国際ビジネスplusプログラム（注） その他 

基礎          応用 
 
2 年進級時にコースに所属する。3 年終了時または 4 年前期終了時に卒業する。大学院に早めに進学できる。 
☆ 上限単位数に算入しない科目    ( ) 内の数字は単位数 
（注）1 年次前期の（plus）プログラム説明会後，1 年次前期に（plus）プログラム参加者決定。3 年次進級前に plus プロ

グラム参加申請をする。詳細は[規則集]「国際ビジネス（plus）プログラムに関する内規」を参照してください。 
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履修体系(A)（または履修体系(B)）にそって学習することで，４年間（または３年間）を通じて幅広

い基礎・専門知識と分析力を備え，卒業後直面するであろう現実の社会・経済問題を解決する能力を身

に付けることができるでしょう。以下，履修体系中の専門教育の各科目区分を説明します。[規則集]学
部規程の別表第１，別表第３，別表第６，別表第７を参照してください。経済学部ホームページのカリ

キュラム・マップ，カリキュラム・ツリー，科目カタログも参照してください。 

 
（１）学部導入科目（最低修得単位数：8単位）  

経済概論・経営概論・金融概論・国際関係概論（GSR論）・法学概論・経済数学入門 
         （全て１年次標準履修 6科目） 

学部専門教育への導入を行う科目であり，経済学部で学ぶことのできる学問分野の概要を知ることを

目的に設置されています。これから学ぶ専門的内容がどのような経済現象を理解・説明するためにどの

ように役に立つのか，その道しるべを提供する授業科目です。1科目2単位で，すべてを修得すると12単
位になります。将来，特定の分野を研究するようになるかもしれませんが，そのためには幅広い視野が

大切です。なるべく多くの科目を履修するようにしましょう。 
なお，最低修得単位数8単位を超えて修得した単位は，自由専門科目の単位として最低修得単位数に

含めることができます。 
 

（２）学部共通科目（最低修得単位数：16単位）  
簿記(4)・ミクロ経済学Ⅰ(4)・マクロ経済学Ⅰ(4)      （１年次標準履修 3科目） 
経営学(2)・経済数学(2)・統計学(4)         （２年次標準履修 3科目） 

学部における専門教育の基礎となる授業科目です。学部導入科目が幅広い経済活動を理解するための

道しるべを提供するとすれば，学部共通科目は，幅広い経済活動を分析するための学問的基礎を学ぶた

めの科目ということになります。より専門的な研究を進めるためには避けて通れないばかりでなく，こ

このレベルまで何度も戻って勉強しなおす必要のある大切な科目です。すべてを修得すると20単位にな

ります。学部導入科目同様，幅広い研究の視野を確保するためにも，なるべく多くの科目を履修するこ

とが望ましいでしょう。 
 
（３）コース科目（最低修得単位数：36単位） 

それぞれのコースの専門的知識を深めるために体系的に配置された授業科目です。 [規則集]学部規程

別表第３に書かれているように，コースごとにコース科目のテーマがあり，また，テーマ内の科目にも

適切な履修順序があります。履修上の前提となる知識や科目に関しては各科目のシラバスに記載されて

います。 
なお，コースごとに，配置されている科目が異なるので履修の際には注意してください。 
コース科目は，学部導入科目から学部共通科目まで体系的に蓄積された学問的基礎を前提とした専門

的な講義内容となっていますので，それまでのテキストや講義ノートを脇に置きながら予習・復習を心

がけてください。また，各科目の詳細についてはシラバスを参照してください。 
 

（４）演習（最低修得単位数：8単位） 
経済学部の教育理念「グローバルな視野を持って現代の経済・経営の諸課題を解決できる実践的エコ

ノミストの育成」を実現するために，学生同士，また，学生と教員が討議し，専門領域の学びを深め，

問題発見とその解決能力を育成するための少人数教育です。 
1 年次教養教育科目の「初年次セミナー」に続き，専門教育科目に「基礎ゼミ(2)」「専門ゼミ(4)」「卒

研ゼミ(4)」の 3 科目があります。更に，国際ビジネス（plus）プログラム参加者向けに，「GSR 短期

海外研修☆(2)」「留学生との共修ゼミ☆(2)」の 2 科目があります。また，ビジネス実践力育成プログラ

ム参加者向けに，プログラム参加者が受講する「基礎ゼミ(2)」，「専門ゼミ(4)」，「プロジェクト演習(4)」
の３科目があります。これらの演習科目の必修選択の別，開講時期，履修方法等については「昼間コー
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スの演習について」を参照してください。 
経済学部における学修の総まとめと言える「卒研ゼミ」に向けて，各ゼミは以下のような役割を持っ

ています： 
 
基礎ゼミ… 専門ゼミに積極的に参画し，活発な討議を経て専門知識に関する深い理解を果たすことが

できるようになるための準備として，相互コミュニケーション能力と論理的思考能力の涵

養を中心とし，主体的で積極的な学修姿勢を身に付けさせるための少人数教育。 
「留学生との共修ゼミ」に参加する学生は「基礎ゼミ」を履修できません。 

専門ゼミ… 学生同士また学生と教員との討議を通じ，専門領域を深く学修するための少人数教育。 
卒研ゼミ… 卒業研究の一連のプロセスを通して問題発見とその解決能力を育成するための少人数教育

であり，経済学部の学修の最終成果物として卒業論文を提出します。早期卒業予定者や国

際ビジネス plus プログラム参加者は専門ゼミと並行履修しなければなりません。 
 
  「GSR短期海外研修」「留学生との共修ゼミ」「プロジェクト演習」については，それぞれのシラバ

スを参照してください。 
 

また，「専門ゼミ」及び「卒研ゼミ」については，後述の「６．ゼミの決定」を参照してください。 
なお，演習の最低修得単位数（8単位）を超えて修得した演習の単位は，自由専門科目の単位として

最低修得単位数に含まれます。 
 
（５）自由専門科目（最低修得単位数：26単位） 
  各履修コースの専門領域の科目とともに総合的な学修に資する授業科目のことで，卒業判定時には，

次のいずれかを満たす単位はすべて自由専門科目の単位となります。 
 
①  所属コースの科目表（別表第 3）で「自由専門科目」に区分されている科目を修得して得た単位 
②  所属コースの科目表（別表第 3）で「学部導入科目」「学部共通科目」「コース科目」「演習」に区分

されている科目であって最低修得単位数を超えて修得した単位 
③  他コース（夜間主コースを除く）の専門教育科目であって所属コースに設置されていない授業科目

を修得して得た単位 
④  国際ビジネス（plus）プログラム科目（別表第 6）またはビジネス実践力育成プログラム科目(別表

第 7)のうち，所属コースの「コース科目」に区分されていない科目を修得して得た単位 
⑤ 他学部他大学等で修得した単位のうち本学部により「自由専門科目」の単位として認定された単位 

 
これらの関係を図に示すと次頁の囲み内のようになります： 
 

（６）国際ビジネス（plus）プログラム科目 

  多様な文化的背景や価値観を有する当事者間でしばしば利害が対立する地球規模の課題の解決に挑戦

する「志」，すなわちGSR (Global Social Responsibility) マインドを持ち，経済学・経営学・会計学の

基盤的知識を活用して，当事者間で合意可能な解決策を導出し，それを実行しうる人材の育成を目的と

したプログラムが「国際ビジネス（plus）プログラム」です。 
学部規程別表第６に掲げる科目（これらを「国際ビジネス（plus）プログラム科目」と言います。）を

履修しつつ海外留学（留学先大学の少なくとも1学期間を滞在する留学）を行い本学部に4年以上在学す

る国際ビジネスプログラムと，学部規程第23条第2項に基づき本学部を3年間または3年半で早期卒業す

る国際ビジネスplusプログラムがあり，両プログラムをまとめて，国際ビジネス（plus）プログラムと

言います（学部規程第21条と「国際ビジネス（plus）プログラムに関する内規」を参照してください）。 
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 別表第 3（所属コース）  成績表（卒業判定時） 
学部導入科目 

専門教育

科目 

学部導入科目 
学部共通科目 学部共通科目 
コース科目 コース科目 
演   習 演         習 
自由専門科目 自由専門科目 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  国際ビジネス（plus）プログラム参加希望者は，１年次前期に行われる説明会に参加し，所定の期間

に所定の様式で参加希望申請をし，選考後，国際ビジネス（plus）プログラム参加者となります。 
  国際ビジネス（plus）プログラム科目は，コース科目，演習科目（卒業判定時には自由専門科目に区

分される），自由専門科目からなっており，どの区分に属するかは所属コースごとに異なりますので，

ご注意ください。 
  尚，国際ビジネス（plus）プログラム参加者でなくても，一部の国際ビジネス（plus）プログラム科

目を履修できる場合があります。 
 

（７）ビジネス実践力育成プログラム科目 

不確実な経営環境の中で，複雑な課題の真因を発見し，創造的な解決策を立案し実行するビジネスの

現場で必要な「実践力」を育成することを目的としたプログラムが「ビジネス実践力育成プログラム」

です。ここで，実践力とは，経済学や経営学等の「専門知識」を個別の課題に対して論理的に適用する

「知識活用力」，傾聴やファシリテーションなど協働する力のもととなる「コミュニケーション力」を指

し，これらを実践的に涵養します。学部規則別表第7に掲げる科目を履修することによって修得します。 
 
（８）教職科目 

  本学部においては，高等学校教諭一種免許状（商業）を取得することができます。 
  そのためには，１年入学時の4月初頭に行われる教職説明会に出席し，説明を受けたのち，説明会で

配布される「教職課程受講申込書」で受講申請をしなくてはなりません。 
  申請後，履修していく必要のある科目が教職科目です。 

詳細については，学部規程第22条第1項と「教育職員免許状の取得について」を参照してください。 
 

所属コースの「学部導入科目」「学部共通科目」

「コース科目」「演習」の最低修得単位数を超

えて修得した単位 

所属コースにない専

門教育科目を修得し

て得た単位 

（他のコース） （他学部・他大学等） 

他学部・他大学等で修得した単位の

うち本学部により「自由専門科目」

の単位として認定された単位 

国際ビジネス（plus） 
プログラム科目（別表第 6） 

（別表第 6）のうち，所属コース

の「コース科目」に区分されてい

ない科目を修得して得た単位 

（別表第 7）のうち，所属コース

の「コース科目」に区分されて

いない科目を修得して得た単位 

ビジネス実践力育成 
プログラム科目（別表第７） 
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（９）臨時開設科目 

  学部規程別表第３には記載されていないが，教育上必要であるとして臨時に開設される授業科目があ

ります。そのような科目を臨時開設科目と言います。臨時開設科目に関する情報は学務係前の掲示板や

経済学部ホームページ等に随時掲載されますので，見落とすことがないよう常日頃から掲示やお知らせ

に注意しましょう。 
 
（10）集中講義 

  通常の授業科目は１クォーター，１学期間または１年間（「通年」と言います。）開講されますが，

短期間集中的に開講され単位の出る授業科目があります。このような授業科目を集中講義と言います。

集中講義は履修登録方法・履修登録期間も通常の授業科目とは異なります。集中講義に関する情報は学

務係前の掲示板や経済学部ホームページ等に随時掲載されますので，見落とすことがないよう常日頃か

ら掲示やお知らせに注意しましょう。 
 
３．単位の認定 

講義には毎回出席してください。授業に出席し，かつ試験等により実施される考査に合格すると，そ

の授業科目の単位が認定されます。考査の方法は科目及び担当教員によって異なり，各科目の成績評価

の方法等はシラバスや担当教員の説明により周知されます。ただし「卒研ゼミ」は，卒業論文により成

績評価及び単位の認定が行われます。考査については，「考査及び成績について」を参照してください。 
成績の評価基準等は次のようになっています： 

 
判定 成績評価 標語 成績評価基準 

合格 

100～90 点 AA A 以上に優れている 

89～80 点 A 
授業科目の到達目標以上に高度な内容を身に付けてお

り，授業で身に付けるべき内容を十分に習得している 
79～70 点 B C 以上に優れているが A に満たない場合 

69～60 点 C 
授業科目の到達目標を満たしており，授業で身に付ける

べき最低限の内容を習得している 

不合格 

59 点以下 D 授業科目の到達目標を満たしていない 

欠席 K 

受講要件(注)は満たしているが、成績評価 100 点満点のう

ち，合計で 40 点を超える得点を配分された評価項目（試

験・レポート・その他）を受けない・提出しない等のた

め，成績評価を行っても 60 点に達しない場合 

失格 S 
出席回数など当該授業科目において指定された受講要

件(注)を満たさない場合 
（注）当該授業科目を受講するための要件として科目責任者が課す条件のこと。例えば，教養教育科

目では，規定の出席回数の 3 分の 2 以上出席することが要件となっており，これを満たさない場

合は受講したものとみなさない。 
 
科目によっては，「合」「否」のみを判定するもの，また，合格したことを「認」と表示するものも

ありますので，注意しましょう。 
 
４．履修上限単位数 

  計画的な履修を行うため，１年間に履修登録できる授業科目単位数には次のような制限があります： 
      第１年次～第４年次 48単位 
  通常，１年間の上限単位数の半分を１学期に履修登録します。 

ただし，学部規程別表第３や別表第５，別表第６，別表第７で授業科目名の直後に☆マークのついて
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いる科目は，この上限単位数の制限を受けない科目です。

また，1年間に40単位以上を修得し，かつ，次の計算方式によるグレード・ポイント・アベレージ(「GPA」

という。)が2.8以上である場合には，翌年度の履修上限が解除されます。 

（評価AAの  （評価Aの    （評価Bの   （評価Cの （評価D・欠席・失格 
単位数×4）＋  単位数×3）＋  単位数×2）＋ 単位数×1）＋ の単位数×0） 

GPA  =
１年間の履修登録単位総数

なお，「合」「否」や「認」という評語の科目はGPA計算には含まれません。 

５．所属コースの決定 

昼間コースには４つのコースを設けています。コースの所属は１年次後期に決定されます。コースに

関する説明会が開催され，それぞれのコースの概要について資料を用意して詳しく説明されます。

コースへの配属は，１年次前期の成績と，本人の希望によって決定されます。

成績は次の式でGPAが算出され，得点の高い人から希望のコースに所属コースが決まります。 

（評価AAの  （評価Aの    （評価B・認の  （評価Cの （評価D・欠席・失格 
単位数×4）＋  単位数×3）＋  単位数×2）＋ 単位数×1）＋ の単位数×0） 

GPA  =
履修登録単位総数

なお，「合」や「否」という評語の科目は，このGPA計算には含まれません。

６．ゼミの決定（「昼間コースの演習について」のページも参照してください）

 授業科目は主体的な学習によってこそ学習内容が身に付くものですが，演習，中でも「専門ゼミ」「卒

研ゼミ」はより積極的主体的な学習が必要とされる科目です。

「専門ゼミ」「卒研ゼミ」はそれぞれ通年（1年間）4単位の必修科目であり，３年次及び４年次が標

準履修年次となります。ただし，一般早期卒業予定者や国際ビジネスplusプログラム参加者は，両ゼミ

を３年次に並行して履修します。

ゼミの所属決定は２年次後期（通例12月）に行われます。 
例年10月頃にゼミの募集要項（演習指針）が配付され説明会が開催されます。その後，ゼミ見学・個

別相談の期間があり，この期間に演習指針に書かれたゼミを実際に見学し，ゼミで取組む内容について

ゼミ担当教員に相談することができます。これらの事前調査の後，自分の所属希望ゼミを所定の様式で

提出します。ゼミの決定までには，更に，教員による面接が行われたり，事前に課されたレポート等の

提出を求められることがあります。ゼミの選択に際しては，さまざまな情報を集めるとともに，自分の

学問的興味や将来の進路との関係についてしっかり考えるという主体的積極的な姿勢が大切です。

原則として「専門ゼミ」「卒研ゼミ」は同一教員のもとで学習と研究を進め，最終的に卒業論文を書

かなくてはなりません（早期卒業予定者や国際ビジネス（plus）プログラム参加者は指導体制が異なる

場合があります）。自分の興味のあるテーマに取り組むことが卒業論文を書き上げるための必要条件と

なるのは自明でしょうが，大学生活を締めくくり，また自らの過ごした大学時代の証として長く手元に

残るのも卒業論文です。大学生活の集大成としてどのようなテーマに取り組むのか，少しずつ自分の中

で準備を始めておきましょう。卒業論文の作成・提出方法等については「卒業論文について」を参照し

てください。

７．留学により修得した単位の認定 

外国の大学又は短期大学において授業科目を履修し単位を修得した場合，本学部が定めた条件を満た
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し，その学修が教育上有益であると認められれば，その単位を本学部において修得した単位として認定

することがあります。認定を希望する場合は，[規則集]「外国の大学において修得した単位を認定する

手続きに関するガイドライン」に定められた手続きに従ってください。なお，不明点は必ず学務係に問

い合わせて下さい。 
 
８．卒業の認定 

本学部に４年（編入学の場合２年。）以上在学し，教養教育科目及び専門教育科目の最低修得単位数

（合計126単位。学部規程の別表第１及び別表第３を参照。）をすべて修得すると，学部教授会の議を

経て，卒業が認定されます。本学部の卒業者には「学士（経済学）」の学位が授与されます。 
 
９．早期卒業 

  順調に優秀な成績で履修を進めている人が，在学期間3年以上4年未満で早期に卒業できる制度が早期

卒業制度です。この制度を利用すると，国内外の大学院に早めに進学すること等が可能になり，時間と

学費の節約ができます。2年次前期末に修得単位64単位以上で積算GPA3.2以上，2年次後期末に86単位

以上で積算GPA 3.2以上，卒業判定時に最低修得単位数を満たし積算GPA3.2以上であることが早期卒業

の要件です。早期卒業を希望する場合は，上に書いた時期ごとに早期卒業仮予定者，早期卒業予定者と

なり，最終的に早期卒業対象者となって早期卒業が認定されます。学位は「学士（経済学）」です。詳

細は[規則集]「早期卒業に関する内規」を参照してください。 
  なお，国際ビジネス（plus）プログラム参加者で，早期卒業・大学院進学を目指す国際ビジネスplus
プログラム参加者には，積算GPAとして3.0以上が適用されます。 

 

 

大学では自分の取り組むべき課題を自ら設定し，自ら努力してそれを解決することになります。その第

一歩が履修すべき科目の選択です。１・２年次は必修あるいは必修に近い授業科目が多いのですが，履修

上限単位数内で自由に選択できる科目も残されています。大学でどのようなことを身に付けたいのか，あ

るいはどのようなことを知りたいのか，明らかにしたいのか，という自分の内から生まれる知的好奇心に

耳を傾け，一日も早く大学生活の中で自分の進みたい道を見つけるようにしましょう。 
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昼昼間間ココーーススのの演演習習ににつついいてて  
１．演習の体系 

昼間コースの演習は以下のように体系化されています。 

開講時期 演習名称 

科目区分と単位数 

備考 
教養教育科目 

専門教育科目 

必修 選択 

４年次 卒研ゼミ  注）  ４  卒業論文指導 

３年次 

プロジェクト演習   ４ 
ビジネス実践力育成プログラム参加者が

受講できる。 

専門ゼミ  注）  ４  
専門領域の学習   

ゼミ履修要件あり。 

２年次前期 

留学生との共修ゼミ   ２ 
国際ビジネス（plus）プログラム参加学生

が優先される。 

基礎ゼミ   ２ 
論理的思考能力の涵養を中心とし，積極的

な学習姿勢を身に付けさせる。 

１年次後期 GSR短期海外研修   ２ 
国際ビジネス（plus）プログラム参加学生

が優先される。 

１年次前期 初年次セミナー １（必修）   

高校教育から大学教育への転換。教養モジ

ュール科目等の学習に必要な素養を身に

付ける。 

注）早期卒業予定者や，国際ビジネスplusプログラム参加学生は専門ゼミと並行して3年次での履修 
 

また，大学4年間のスケジュールとの関係は下表のようになります。 

学

年 
学期 履修指導等 

通常の 

演習 

国際ビジネス（plus）

プログラム 

ビジネス実践力 

育成プログラム 

４ 
後期  

卒研ゼミ 注） 
  

前期  

３ 
後期 

〔就職指導〕 専⾨ゼミ 注） 
海外留学（留学先大学

1学期間以上） 

プロジェクト演習 

専門ゼミ 前期 

２ 
後期 10月 演習説明会    

前期 4月 ２年次オリエンテーション 基礎ゼミ 留学生との共修ゼミ 基礎ゼミ 

１ 

後期 

   ビジネス実践力育成 

プログラム参加申請 

 ビジネス実践力育成 

   プログラム説明会 

10月  コース希望提出・所属コース 

決定 

 

GSR短期海外研修 

 

 

 

 

前期 

国際ビジネス（plus）プログラ

ム参加者選抜 

国際ビジネス（plus）プログラ 

ム説明会 

コース説明会 

4⽉ 新⼊⽣オリエンテーション 

（教養教育・専⾨教育・教職） 

初年次 

セミナー 

  

注）早期卒業予定者や，国際ビジネスplusプログラム参加学生は専門ゼミと並行して3年次での履修 

ゼミ履修要

件クリア 

コース所属

開始 

国際ビジネス

plusプログラム

では早期卒業 

大学院進学 
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演習に関する説明会を，２年次後期（例年10月）に実施しますので，２年次生及び未履修者は必ず出席して

ください。演習についての詳細は，演習説明会で配付される演習指針により説明します。なお，GSR短期海外

研修・基礎ゼミ・留学生との共修ゼミについては１年次後期に別途通知等をします。 

 

２．履修要件：経済学部規程第18条 

(1) 専門ゼミを履修するためには，次の各号に掲げる単位数を修得していなければなりません。 

       1) 教養教育科目の修得単位数が２２単位以上（外国語科目６単位以上を含む） 

       2) 専門教育科目の修得単位数が２６単位以上 

(2) 卒研ゼミを履修するためには，専門ゼミの単位を修得していなければなりません。 

 

３．履修方法 

(1) GSR短期海外研修・基礎ゼミ・留学生との共修ゼミは，それぞれ指定された時期に履修するものであり，履

修手続き方法等を掲示等にて通知しますので，受講希望者はそれぞれについて申し込む必要があります。履

修するためには掲示で指定された履修登録期間に改めて履修登録をしなければなりません。 

(2) 専門ゼミの募集は，２年次後期の演習説明会での履修手続等の説明後に行います。ただし，この募集の結果

による所属決定は，あくまでも仮決定です。２年次の３月末に，上記２の履修要件を満たしていることが確

定した後，３年次の４月初めに掲示により正式決定を通知しますので，改めて履修登録をしなければなりま

せん。（専門ゼミ履修要件は，入学年度毎に異なるので注意すること｡） 

(3) 専門ゼミ及び卒研ゼミは，原則として同一教員の指導の下に履修しなければなりません。 

(4) 卒研ゼミの単位認定は，第４年次の指定された期間に提出された卒業論文によって行います。 

(5) 履修登録取消や辞退の場合は，新たに履修手続を行い，専門ゼミ及び卒研ゼミを原則として同一教員の指導

の下に履修しなければなりません。 

(6) やむを得ない事情により，同一指導教員について履修することができない場合は，指導教員の変更を認める

ことがあります。（指導教員の転出，休職，長期出張等及び教育上特に必要と認められる場合） 

(7) 休学・留学中の学生で専門ゼミ履修要件を満たしている者については，下記により手続きをしてください。 

・10月にWeb上で公開される演習指針を参考に，応募用紙の電子ファイルを学務係に請求し，締切期日ま

でに学務係に送付すること。なお，締切期限（日本時間）までに送付されなければ，受理されません。 
・二次募集以降においては，学務係に上記の請求がなければ，従来通り定員に空きがあるゼミの中から2月

～3月頃に選択してもらうことになります。                      
(8) 早期卒業予定者に対しては，[規則集]「早期卒業に関する内規」の第7条に基づき，(2)～(7)に関して別途

指示があります。掲示等によく注意してください。 

(9) 国際ビジネス（plus）プログラム参加者に対しては，[規則集]「国際ビジネス（plus）プログラムに関する

内規」の第12条に基づき，(2)～(7)に関して別途指示があります。掲示等によく注意してください。 

(10)ビジネス実践力育成プログラム参加者に対しては、１年後期のプログラム説明会において（1）～（7）に関

して別途指示があります。掲示等によく注意してください。 

 

４．演習室使用上の注意等 
(1) 演習は，４月初めに割り当てられた演習室で行われます。 

(2) 演習室を使用する場合は，事前に学務係の使用簿に記入し，鍵を預かり，使用後は施錠し学務係へ鍵を返却

して下さい。 

(3) 演習室の使用時間は，原則として14時30分～17時40分までとし，時間外等に使用するときは学務係に申

し出てください。 
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(4) 演習終了後は，戸締まり等を確実に行ってください。 

(5) 演習に関わる報告書等の作成のため，印刷機を本館２階の多目的室に備えています。使用方法については学

務係前の掲示等で確認してください。 
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演習題目 職名 教員名

財政学/地方財政論 教授 赤石  孝次

競争法（独占禁止法）研究 准教授 井畑　陽平

人的資源管理 准教授 宇都宮　譲

保険論 准教授 大角　道子

財務会計 教授 岡田  裕正

管理会計論 准教授 小野  哲

証券投資理論 准教授 神薗  健次

経済政策およびマクロ経済分析 准教授 工藤　健

統計学 准教授 式見　拓仙

金融論 教授 式見  雅代

公共経済学 教授 宍倉　学

制度会計 教授 徐　陽

社会言語学 講師 白水　桂子

コンピュータセキュリティ 講師 鈴木  斉

マーケティング 助教 高橋　史早

ファイナンスの理論と実証 准教授 千野　厚

マネジメントの実践 准教授 津留崎 和義

世界経済論 准教授 成田  真樹子

イノベーション実践研究 教授 西村  宣彦

経営学 教授 林　　 徹

企業情報開示 准教授 林川　万理水

北部九州経済圏の課題についての研究 教授 深浦　厚之

労働経済学 教授 福澤  勝彦

国際関係論 准教授 藤田  泰昌

ミクロ経済学 准教授 松木　佑介

意思決定論 教授 丸山  幸宏

日本経済史 准教授 南森  茂太

民法（財産法） 教授 村山  洋介

地域経済論 准教授 山口  純哉

ミクロ経済学 准教授 吉沢　裕典

演習題目及び担当教員一覧
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卒卒業業論論文文ににつついいてて  

 

１．（提出期日） 卒業論文は４年次後期１月下旬の所定の期間に提出してください。ただし，４年を超えた

在学者で，９月卒業希望者は，８月下旬から９月上旬の所定の期間に提出することができます。 

２．（提出時間) 所定の期間の９時から１７時までとします。締切後は，一切受け付けません。 

３．（提出場所) 学務係窓口 

４．（作成要領） 

① 演習指導教員から１２月上旬（９月卒業の場合は，７月下旬）に，関係書類等（卒業論文提出票，製本

カバー，表紙，論文要旨記載用紙，Ａ４用紙，『卒業論文の提出について』）を受け取ってください。（表紙，

論文要旨，目次と論文本体のテンプレートは，経済学部ホームページから随時ダウンロードできます。表

紙と論文要旨のテンプレートは指定です。） 

② パソコン，ワープロの場合，Ａ４用紙を配布しますが，自分で用意しても構いません。 

  また，手書きの場合，ボールペン（鉛筆は不可）を用い，所定の原稿用紙で作成してください。 

③ 卒業論文は，表紙，論文要旨，目次，論文本体（付録(注)，参考文献を含む）よりなり，論文本体にペー

ジ番号を付してください。付録（注），参考文献以外の論文本体の論述枚数は次に定める通りです。ただし，

論述枚数には，図表，脚注を含めます。     (注)付録は論文構成上必要なときにつけてください。 

(1)日本語論文の場合 

   パソコン，ワープロで書くとき，Ａ４用紙（縦に横書きとし，縦３０行，横全角４０文字，本文の 

フォントは10.5ポイントを標準とする）で１４枚超（最低文字数１６,８００字程度）とします。 

手書きの場合，所定の原稿用紙（１枚４００字のＡ４判縦に横書き）４２枚超とします。 

(2)英語論文の場合 

   パソコン，ワープロで執筆し，Ａ４用紙（縦に横書きとし，縦３０行，横半角８０文字，本文のフォ

ントは10.5ポイントを標準とする）で１０枚超（最低語数４,０００words程度）とします。 

(3)英語以外の外国語で提出する場合は，３年次末までに指導教員等に相談してください。 

④ 表紙に卒業年，卒業回数，論題，所属コース，学生番号，氏名及び指導教員名を記入してください。 

⑤ 論文要旨の文字数は８００字程度とします（英文の場合は，２００words程度）。 

⑥ 表紙，論文要旨，目次，論文本体の順に揃え，製本カバーで綴じたものが卒業論文となります。 

５．（提出要領） 

① 学務係への提出の前に，論文要旨の電子ファイルを指導教員に提出し，あわせて「卒業論文提出票」に

指導教員から押印をもらって下さい（押印は論文提出の形式要件にすぎず，単位認定を意味するものでは

ありません）。 

② 学務係窓口にて，本人が学生証を提示の上，卒業論文と卒業論文提出票を提出してください。 

③ 作成要領・提出要領等について，不明な点があれば指導教員の指示を受けてください。 

６．（特例措置） 卒業論文は原則的に一人で１篇の執筆を行いますが，演習指導教員の許可があれば，同一

卒研ゼミの４名までを限度として複数人で共同執筆することができます。ただし，一人あたりの論述枚数

に変更はなく（４③のとおり），目次に執筆分担を明記した上で，各人が共同執筆論文と論文要旨を学務係

に提出します。共同研究が適しており，成績評価を各人ごとに分離して行え，完成が見込めるときに，演

習指導教員の許可が下ります。成績評価は分担箇所それぞれに対して行われ，各個人ごとに評価されます。 

 この特例措置は，国際ビジネス（plus）プログラム参加者には適用されません。 
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              考考査査及及びび成成績績ににつついいてて  

 
 ここでは，専門教育科目を中心に説明します。教養教育科目については，教養教育の学生便覧に説明され

ています。取扱いが異なる部分がありますので，混同しないように注意してください。 

 
１．考査 
 ① 考査は，試験，論文，報告書（レポート）その他の方法により行われます。 

 ② 試験は，当該授業科目の授業がすべて終了したのち各学期末や各クォーター末に期日を定めて行うも

の（定期試験），各学期の中間に期日を定めて行うもの（中間試験）のほか，授業科目によっては随時に

試験が行われることがあります。 

 
２．定期試験・中間試験 
 ① 定期試験及び中間試験は，経済学部規程及び「考査及びその成績に関する内規」に則って行います。 

 ② 定期試験及び中間試験は，学期ごとに行う期日を定め公示します。ただし，授業科目によっては試験

期間外に行うこともあります。 

 ③ 試験時間割は，試験期間の約２週間前に発表します。 

 ④ 授業は全回出席することが原則であり，授業に出席した回数がその学期の授業担当教員の定める回数

を下回る授業科目は受験を認められないことがあります。また，その学期の始めに履修登録を行ってい

ない授業科目は原則として受験を認められません。 

 

３．定期試験（中間試験・追試験を含む）受験上の心得 
 ① 試験は，履修登録を行った授業科目に限り受験できます。 

   履修科目登録を行っていない授業科目を受講し，試験を受けても成績評価の対象にはなりません。 

 ② 試験時間は，原則として，６０分または８０分となっています。 

 ③ 試験開始１０分前には試験室へ入室し，指定された座席に着席してください。 

 ④ 試験中は，「学生証」を必ず携帯し机の右上（指示された場所）に置いてください。 

   「学生証」の紛失等で手元にない者は,事前に学生支援センター（文教キャンパス）ヘ写真（縦３ｃｍ

×横２．４ｃｍ）を提出し，交付を受けてください。なお,試験当日「学生証」を忘れた者は,試験開始

前に学務係に申し出て,「仮学生証」の交付を受ける必要があります。 

⑤ 試験室には，許可された物品のみ携行してください。携帯電話を始めとする通信機器の電源は必ず切

って，カバンなどにしまってください。机の上には，学生証，試験時に必要な筆記具及び使用を許可さ

れた物のみを置き，机の中棚には一切物を入れてはいけません。その他のもの（筆記具入れを含む）は

カバンなどにしまってください。 

 ⑥ 遅刻した者は原則として試験開始後２０分までは入室を認めます。ただし，試験時間は延長しません。

試験開始後２０分経過したときは，理由のいかんにかかわらず受験を許可しません。 

 ⑦ 退室は，試験監督者から特別の指示がある場合を除き，試験開始後３０分から認めます。 

 ⑧ 答案用紙は持ち帰ってはいけません。答案用紙は必ず各自が監督者に提出しなければなりません。 

⑨ 試験室においてはすべて監督者の指示に従ってください。 

 

４．追試験 
   病気その他やむを得ない理由により定期試験や中間試験を受けることができない，又は受けることが

できなかった者に対しては追試験を行います。追試験を受けようとする者は，追試験期間開始日の２日

前までに（または別途指定する日までに）医師の診断書又は証明書等を添えて追試験願を提出し，学部

長の許可を受けなければなりません。 
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５．再試験 

  再試験（考査の結果，不合格となった者に対して再評価のため行われる試験）は行いません。 

  

６．考査成績の発表 

 ① 考査成績は，学務情報システム（NU-Webシステム）で確認できます。前期，後期それぞれに成績

公開日を掲示板等でお知らせしますので，各自で速やかに成績結果を確認してください。不明な点が

ある場合は，ただちに学務係へ問い合わせてください。 

② 成績の評価基準等は次のようになっています： 

 

判定 成績評価 標語 成績評価基準 

合格 

100～90点 AA A以上に優れている 

89～80点 A 
授業科目の到達目標以上に高度な内容を身に付けており，

授業で身に付けるべき内容を十分に習得している 
79～70点 B C以上に優れているがAに満たない場合 

69～60点 C 
授業科目の到達目標を満たしており，授業で身に付けるべ

き最低限の内容を習得している 

不合格 

59点以下 D 授業科目の到達目標を満たしていない 

欠席 K 

受講要件(注)は満たしているが、成績評価100点満点のうち，

合計で 40 点を超える得点を配分された評価項目（試験・

レポート・その他）を受けない・提出しない等のため，成

績評価を行っても60点に達しない場合 

失格 S 
出席回数など当該授業科目において指定された受講要件(注)

を満たさない場合 
（注）当該授業科目を受講するための要件として科目責任者が課す条件のこと。例えば，教養教育科目

では，規定の出席回数の3分の2以上出席することが要件となっており，これを満たさない場合は

受講したものとみなさない。 

 

科目によっては，「合」「否」のみを判定するもの，また，合格したことを「認」と表示するものもあ

ります 

 ③ 成績結果に疑義がある場合には，前期，後期それぞれに掲示板等にて別途お知らせする期間内にお

いて，成績結果に対する異議申立てを行うことができます。異議申立てを行うときは，「成績評価に関

する異議申立書」を提出しなければなりません。 

  ④ 合格となった授業科目（単位を認定された授業科目）は，再履修できません。 

 

７．不正行為に関する処置 
考査において不正行為を行った者には「長崎大学経済学部の考査に係る学生の不正行為の取扱いに関す

る申合せ」（この便覧には掲載していません）に基づき必要な処置が行われます。 
不正行為の事実が認定された場合は，この申合せに定めるとおり，その期に履修した専門教育科目及び

特別指定科目（教養教育として開講されたものを除く）のすべてについてその考査を無効とします。また，

その期に他大学等（放送大学を含む）の履修により修得した単位についても，本学部の専門教育科目の単

位として認めない取扱いとなります。さらに，[規則集]の長崎大学学則第５０条に定める懲戒の対象とな

る場合があります。 
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教教育育職職員員免免許許状状のの修修得得ににつついいてて  
  

１１．．修修得得ででききるる免免許許状状  
  免許状の種類・・・・高高等等学学校校教教諭諭一一種種免免許許状状  

  免許教科・・・・・・商商業業  

 

２２．．免免許許状状修修得得ののたためめのの所所要要単単位位数数  
※網掛けは，履修上限単位数及び最低修得単位数に含まれない。 

科目 授業科目名 単位 必修・選択 
標準履
修年次 

備考 

教科及び教

科の指導法

に関する 

科目 

商業の関係科目（下記の履修方法

により修得すること｡） 

１２ 

選択必修 

（３年次終了

時までに必ず

修得すること） 

 

専門教育 １６ 選択  

職業指導 ☆ ４ 
必修 

（３年次終了時
までに必ず修得
すること） 

２・３ 

商業教科教育法 ☆ ４ ３ 

教育の基礎

的理解に関

する科目 

教育原理（教育課程の意義及び編

成の方法の内容を含む。）☆ 
２ 

必修 
（３年次終了
時までに必ず 
修得すること） 

１ 

自由科目 

（教職課程関連科目） 

教育社会・制度論 ☆ ２ １ 

教育心理学 ☆ ２ １ 

特別な支援を必要とする子どもの

理解 ☆ 
２ 1 

教育職業論 ☆ ２ ２・３ 専門教育 

道徳、総合

的な学習の

時間等の指

導法及び生

徒指導，教

育相談等に

関する科目 

特別活動及び総合的な学習の時間

の指導法 ☆ 
２ 

必修 

（３年次終了

時までに必ず 

修得すること） 

２ 

自由科目 

（教職課程関連科目） 

教育方法・技術論 ☆ ２ ２ 

生徒・進路指導論 ☆ ２ ２ 

教育相談 ☆ ２ ２ 

教育実践に

関する科目 

事前･事後指導 ☆ １ 
必修 

（４年次に履

修） 

４ 教育実習前後に実施 

教育実習 ☆ ２ ４ 教育実習校で実習 

教職実践演習（高等学校）☆ ２ ４ 
後期に教育学部，経済学

部，及び実習協力校で実施 

免許法施行

規則第66条

の6 に定め

る科目 

日本国憲法 ２ 必修 1 教養教育（選択科目） 

健康科学 １ 必修 1 教養教育 

（健康・スポーツ科学科目） スポーツ演習 １ 必修 ２ 

英語ビジネスコミュニケーションⅠ 

２ 
選択必修 

（いずれか一つ） 

２・３ 専門教育 

Global Business CommunicationⅠ ２ 
国際ビジネス(plus)プログ

ラム参加者のみ履修可 

情報基礎 ２ 必修 １ 教養教育（情報科学科目） 

合  計 ６７    
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３３．．履履修修方方法法  

（1）教科及び教科の指導法に関する科目 

①「商業の関係科目」のうち選択必修の12単位は，以下14科目の中から，３年次終了時までに修得しなけ

ればなりません。 

ミクロ経済学Ⅰ，マクロ経済学Ⅰ，簿記，経営学，統計学，計量経済学Ⅰ，計量経済学Ⅱ，憲法， 

国際関係論Ⅰ，国際関係論Ⅱ，金融論Ⅰ，金融論Ⅱ，応用数理Ⅰ，応用数理Ⅱ 

 

②「商業の関係科目」のうち選択の16単位は，①の授業科目及び以下の科目の中から取得しなければなり

ません。 

※表中網掛けは選択必修科目 

 経済と政策 グローバル経済 ファイナンス 経営と会計 

学
部
共
通
科
目 

ミミククロロ経経済済学学ⅠⅠ  

ママククロロ経経済済学学ⅠⅠ  

簿簿記記  

経経営営学学  

統統計計学学 

ミミククロロ経経済済学学ⅠⅠ  

ママククロロ経経済済学学ⅠⅠ  

簿簿記記  

経経営営学学  

統統計計学学 

ミミククロロ経経済済学学ⅠⅠ  

ママククロロ経経済済学学ⅠⅠ  

簿簿記記  

経経営営学学  

統統計計学学 

ミミククロロ経経済済学学ⅠⅠ  

ママククロロ経経済済学学ⅠⅠ  

簿簿記記  

経経営営学学  

統統計計学学 

コ 

ー 
ス 
科 

目 

経済政策Ａ 

経済政策Ｂ 

計計量量経経済済学学ⅠⅠ  

計計量量経経済済学学ⅡⅡ  

産業構造論 

労働経済学 

世界経済論 

日本経済史Ⅰ 

日本経済史Ⅱ 

金金融融論論ⅠⅠ  

金金融融論論ⅡⅡ  

現代ポートフォリオ理論 

保険論 

経営戦略論 

応応用用数数理理ⅠⅠ  

数理計画法 

経営情報論 

財政学Ａ 

財政学Ｂ 

地域経済論 

憲憲法法  

民法Ⅰ 

民法Ⅱ 

商法Ⅰ 

商法Ⅱ 

 

国国際際関関係係論論ⅠⅠ  

国国際際関関係係論論ⅡⅡ  

世界経済論 

金金融融論論ⅠⅠ  

金金融融論論ⅡⅡ  

国際金融論 

経営管理論 

経営組織論 

経営戦略論 

労務管理論 

経営情報論 

財務会計論Ⅰ 

財務会計論Ⅱ 

原価計算論Ⅰ 

原価計算論Ⅱ 

英語ﾋﾞｼﾞﾈｽｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝⅠ 

異文化ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ論 

財政学Ａ 

財政学Ｂ 

経済政策Ａ 

経済政策Ｂ 

民法Ⅰ 

民法Ⅱ 

経営組織論 

経営戦略論 

財務会計論Ⅰ 

財務会計論Ⅱ 

原価計算論Ⅰ 

原価計算論Ⅱ 

管理会計論Ａ 

管理会計論Ｂ 

金金融融論論ⅠⅠ  

金金融融論論ⅡⅡ  

金融システム論 

現代ポートフォリオ理論 

銀行論 

保険論 

計計量量経経済済学学ⅠⅠ  

計計量量経経済済学学ⅡⅡ  

商法Ⅰ 

商法Ⅱ 

国際金融論 

国国際際関関係係論論ⅠⅠ  

国国際際関関係係論論ⅡⅡ 

経営管理論 

経営組織論 

経営戦略論 

労務管理論 

経営情報論 

経営情報システム論 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞ･ﾘｻｰﾁⅠ 

ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｽﾞ･ﾘｻｰﾁⅡ 

数理計画法 

意思決定論 

応応用用数数理理ⅠⅠ  

応応用用数数理理ⅡⅡ  

管理会計論Ａ 

管理会計論Ｂ 

原価計算論Ⅰ 

原価計算論Ⅱ 

財務会計論Ⅰ 

財務会計論Ⅱ 

経営史Ⅰ 

経営史Ⅱ 

会計制度論 

現代会計論 

商法Ⅰ 

商法Ⅱ 

民法Ⅰ 

民法Ⅱ 
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（2）「教育の基礎的理解に関する科目」，「道徳，総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導，教育相談等に

関する科目」及び「教育実践に関する科目」 

① 教養教育で提供される自由科目（教職課程関連科目）は，3年次までに，必ず修得しておかなければ

なりません。 

②教育実習及び事前・事後指導について 

  イ．教育実習は２単位（90時間）の実習科目として,教育実習協力校で２週間教育実習を行います。 

  ロ．事前・事後指導は１単位（45時間）の実習科目です。 

  ハ．教育実習及び事前・事後指導を受講するには，「２．免許状修得のための所要単位数」の「必修・選

択」欄で指示した 

３年次までに修得するべき単位数をすべて修得しておかなければなりません。 

③教職実践演習について 

イ．教職実践演習は２単位（30時間）の実習科目として，４年時後期に教育学部，経済学部及び教育 

実習協力校で実施されます。 

ロ．教職実践演習履修の準備として，各教職科目履修終了後に教員が評価し，学生自身が自己評価を記

入する「履修カルテ」を作成しなければなりません。 

 

（3）免許法施行規則第66条の6 に定める科目 

①教養教育科目の「「日日本本国国憲憲法法」」，「「情情報報基基礎礎」」，「「健健康康科科学学」」及び「「ススポポーーツツ演演習習」」を必ず修得しなければ

なりません。 

②専門教育科目の「「英英語語ビビジジネネススココミミュュニニケケーーシショョンンⅠⅠ」」又又はは「「GGlloobbaall  BBuussiinneessss  CCoommmmuunniiccaattiioonnⅠⅠ」」  

の中から一つを必ず修得しなければなりません。 

 

（4）修得単位の扱いについて 

「２．免許状修得のための所要単位数」の科目一覧で，科目名の直後に☆を付した科目及びスポーツ演習

は，履修上限単位数及び最低修得単位数に算入しません。 

 

４４．．そそのの他他  

(1)教育職員免許状の取得希望者は，3月末及び4月末に開催する説明会のいずれかに必ず参加し，受講申込

書を提出した上で，関連科目の履修を開始して下さい。 

(2)日本商工会議所が実施する簿記検定試験２級を取得して下さい。 

(3)教育実習を受講するまでに，コンピュータの操作に習熟しておいて下さい。 
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国国際際交交流流ににつついいてて  

１．海外留学について 
 現在，本学部の学生として活用できる海外留学には，以下のものがあります。 
 
①大学間交流協定あるいは学部間交流協定に基づく交換留学（半年または１年） 

留学先の大学ないし機関に別途授業料を納める必要がないこと，休学をする必要がないことが何よりの

利点といえます。 

本学部学生の主な派遣先としては，ヨーロピアンビジネススクール・パリ校（フランス），ISC ビジネ

ススクール・パリ校（フランス），カ・フォスカリ大学（イタリア），トレント大学（イタリア），ワルシ

ャワ経済大学（ポーランド），ポーツマス大学（イギリス），上海財経大学（中国），西南財経大学（中国），

上海外国語大学（中国），中央大学校（韓国），国立東華大学（台湾），チェンマイ大学（タイ）等が挙げ

られます。なかでもチェンマイ大学とはもっとも長い関係が続いています。 

派遣期間：２０１４年４月１日～２０１５年３月３１日，派遣人数：７名 

２０１５年４月１日～２０１６年３月３１日，派遣人数：９名 

２０１６年４月１日～２０１７年３月３１日，派遣人数：１２名 

２０１７年４月１日～２０１８年３月３１日，派遣人数：１６名 

２０１８年４月１日～２０１９年３月３１日，派遣人数：１６名 

２０１９年４月１日～２０２０年３月３１日，派遣人数：１９名 

※２０２０年度は新型コロナウイルス感染症の世界的な流行に伴い派遣を中止 

 
②先方の大学との取り決めによる短期研修（語学） 
  教養教育科目の語学を履修する必要がある１，２年生対象のもので，これに参加すると，１単位分の語

学の授業履修が免除されます。 

研修先は以下の通りです。 

英語― モンタナ大学（アメリカ合衆国）（2014 年度 3 名） 

    デラウェア大学（アメリカ合衆国）（2017 年度 4 名，2018 年度 4 名，2019 年度 7 名） 

サザンクロス大学（オーストラリア）（2017 年度 7 名，2018 年度 8 名，2019 度 10 名） 

カリフォルニア州立大学モントレーベイ校（アメリカ合衆国）（2015 年度 7 名， 

2016 年度 2 名） 

ワシントン州立大学（2016 年度 1 名） 

仏語— ブルゴーニュ大学（フランス）（2016 年度 1 名，2017 年度 1 名，2018 年度 2 名， 

2019 年度 1 名） 

    アンジェ大学（フランス）（2014 年度 2 名，2016 年度 2 名，2019 年度 1 名） 

独語― フライブルク大学（ドイツ）（2014 年度 2 名，2015 年度 7 名，2019 年度 2 名） 

中国語— 北京教育学院（2014 年度 1 名，2015 年度 6 名） 

      西北大学（2016 年度 6 名，2017 年度 4 名，2018 年度 2 名，2019 年度 2 名） 

韓国語— 慶熙大学校（2014 年度 2 名，2017 年度 1 名，2018 年度 1 名，2019 年度 3 名） 
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③先方の大学との取り決めによる短期研修（語学以外） 
「短期海外研修Ⅰ」および「短期海外研修Ⅱ」 

 全学年対象の２単位の授業科目として位置づけられているもので，本学部で行われる事前研修，事後研

修とともに，交流協定のある大学で研修（英語による講義，企業訪問，学生交流）を受けるのが特徴です。

海外研修が行われる翌学期に単位が付与されます。海外研修が実施される時期は，夏期休業中または，２

月・３月です。そのため，卒業を控えた４年生は２・３月の研修には参加することができません。（但し，

毎年開講されるとは限りません。） 

 

④上記以外（自分で大学を探して入学するもの) 
 
 

２．留学生との交流について 

２０２０年５月現在，長崎大学には，学部学生，研究科学生（修士課程，博士前期課程，博士後期課程），

研究生，交換留学生等合わせて４７３名の留学生が在籍しています。主に中国からの留学生ですが，韓国，

台湾，ベトナム，ミャンマー，コンゴ民主共和国，カザフスタン，バングラデシュ，ガーナ等全世界４９

カ国（地域）からの留学生です。 

そのうち，中国，韓国，台湾，マレーシア，イタリア等の３９名が経済学部に在籍しています。 

留学生と交流して，様々な異文化体験をすることはあなたの国際感覚をみがくことになるはずです。留

学生も日本人学生との交流を望んでいます。例えば，チューター制度を利用して，留学生との交流を図る

のも１つの良い手段といえるでしょう。 

 

 

詳細につきましては，以下のホームページをご覧ください。 
・長崎大学留学生教育・支援センター 
 http://www.liaison.nagasaki-u.ac.jp 
・長崎大学経済学部 

http://www.econ.nagasaki-u.ac.jp 
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学学生生相相談談等等ににつついいてて((昼昼間間))  

経経済済学学部部担担当当カカウウンンセセララーー（（片片淵淵キキャャンンパパスス）） 

＊曜日：月・水・金曜日

＊時間：９：３０～１７：３０

（上記時間外でも予約可能ですので、御相談ください）

＊場所：経済学部本館２Ｆの「医務室・相談室」

（…学務係隣りの就職支援室の上の部屋です）

＊連絡先：ＴＥＬ 095-820-6413（月・水・金のみ） 
保健・医療推進センター カウンセリング部門 

カウンセラー  富永 ちはる

（臨床心理士）

初初年年次次セセミミナナーー、、専専門門ゼゼミミ指指導導教教員員にによよるる相相談談窓窓口口

入学後、専門ゼミ着手までの期間は、初年次セミナーの指導教員が、専門ゼミ着手後は

専門ゼミの指導教員が相談を受付けます。勉強をする上でわからないことや生活面での悩

みごとなどを相談してください。

学生なんでも相談員

 初年次セミナーや専門ゼミの指導教員に相談しにくい事柄については、カウンセラーに

加え学生何でも相談員がいますので、学務係に連絡してください。

ハラスメント相談員

ハラスメントに関する相談に対応するためにハラスメント相談員を配置していますので、

相談してください。なお、相談するに当たっては、ハラスメントが発生した日時、内容等

について記録したり、第三者の証言を得ておくことが望まれます。

 また、ハラスメント相談員に加え、経済学部担当カウンセラーや学生何でも相談員にお

いてもハラスメントに関する苦情相談を受け付けていますので、学務係に連絡してくださ

い。

さまざまな相談以外にも、大学生活を送る上で様々な手続きをするために「指導教員の

承認（署名、承認印）」が必要になることがあります。承認が必要な届けを出す場合は、事

情を指導教員に説明したうえで、署名ないし承認印をもらうようにしてください。

より詳しくは、入学時に配布される長崎大学学生支援センター編『学生生活案内』に説

明があります。必ず目を通しておいてください。

心身の健康や学習・学生生

活に関すること等、 

お気軽にご相談ください。 

内容に応じて、関係機関へ

の紹介もします。 
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長長崎崎大大学学のの ICT 環環境境ににつついいてて 
 
１１．．ははじじめめにに 
長崎大学にはコンピュータネットワーク NUNet (NNagasaki UUniversity campus information NNeettwork) 

があり，学内に配置されているパソコンや平成 26 年度入学の学生から始まった必携のノートパソコンなど

はこの NUNet 経由でインターネットに接続することになります。 
 
２２．．ＩＩＤＤ・・パパススワワーードドとと利利用用可可能能ななササーービビスス 

NUNet を含め，履修登録を行う学務情報システム（NU-Web）や講義などで使用される主体的学習促進

支援システム（LACS: Learning Assessment & Communication System），電子メール，無線 LAN（長大

Wi-Fi）環境といった多くのシステムでは長長崎崎大大学学 ID（長大 ID）が使われます。長大 ID とは長崎大学の学

生に交付される１組のユーザ名（bb＋学生番号）とパスワードのことで ICT 基盤センターが管理しています。 
 電電子子メメーールル https://outlook.office365.com/ 

長崎大学の学生にはメールアカウントが与えられます。授業や学生生活に関する連絡がメールで行わ

れることがあります。メールは確実に確認してください。メールアカウントは次の通りです。 
bb 学学生生番番号号@ms.nagasaki-u.ac.jp 

 Office 365 https://portal.office.com/ 
メールアドレスは Office 365 アカウントとして Android や iOS 用のアプリで使用できます。また，在

学期間中は Office365 デスクトップアプリを個人所有のパソコンにインストールして使用できます。 

学内での印刷には附属図書館などに設置されている有料プリンターを使用します。必要となる設定は

ICT 基盤センターのホームページ http://www.cc.nagasaki-u.ac.jp/ を参照してください。 

 出出席席管管理理シシスステテムム https://attend.nagasaki-u.ac.jp/ 
長崎大学では，学生証を利用した出席管理システムを導入しています。授業の出欠確認は講義室に設

置された IC カードリーダーに学生証をかざすことによって行います。学生証で認証できない場合には

講義室備え付けの「IC カード出席管理システム出席届出用紙」を授業担当教員に提出して下さい。 
 主主体体的的学学習習促促進進支支援援シシスステテムム（（LACS）） https://lacs.nagasaki-u.ac.jp/ 

LACS は，学生の主体的な学びを確立するために長崎大学で構築した教育支援システムです。様々な

授業で LACS を活用して，授業の連絡，資料提示，課題レポートの受付，オンラインテストなどが行わ

れます。LACS の利用方法ついての問い合わせは ICT 基盤センターで受け付けています。 
 学学務務情情報報シシスステテムム（（NU-Web）） https://nuweb.nagasaki-u.ac.jp/ 

履修登録や成績閲覧を行う NU-Web は学内ネットワークからの利用が原則となります。 
 VPN https://v-conn.nagasaki-u.ac.jp/ 

学外から学内専用ページの閲覧に使用します。※ NU-Web の一部などでは AnyConnect VPN を使用

します。 
 無無線線 LAN（（長長大大 Wi-Fi）） 

講義室，図書館，食堂などで無線 LAN が利用可能です。必携パソコンやスマホ，タブレットなどで

利用することができます。無線 LAN の利用方法や設置場所については，学務係前の掲示を確認するか，

ICT 基盤センターのホームページ http://www.cc.nagasaki-u.ac.jp/ を参照してください。 
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３３．．長長大大 ID 用用パパススワワーードドのの変変更更方方法法 
長大 ID を使用する各種システム用のポータルサイトとして uPortal（https://uportal.nagasaki-u.ac.jp/）が

存在します。uPortal には長大 ID 用のパスワードを変更する仕組みが用意されています。 
コンピュータの不正使用や外部からの侵入を防御するための手段が本人のみが知っているパスワードです。

従って，パスワードは簡単に推測できるようなものは不適切であり，また適当な期間をおいて新しいものに

変更するのが正しいあり方です。なお，変更したパスワードをどうしても思い出せなくなってしまった場合

は ICT 基盤センターでパスワードをリセットしてもらう必要があります。片淵地区では学務係でリセットの

依頼を受け付けています。 
 
４４．．学学生生用用共共用用パパソソココンンのの利利用用時時間間 
片淵地区の CALL 教室を利用できる時間は，祝日を除く月曜から金曜日の午前 8 時 30 分～午後 9 時 50

分までです。午後 9 時 50 分には作業を終了し，エアコン，照明をすべて消し，速やかに退出してください。

午後 10 時を過ぎますと警備員により各部屋は施錠されます。 
CALL 教室の利用は授業が優先されます。授業に関係のない人は授業時間中は退出してください。授業の

次に CALL 教教室室でではは語語学学学学習習用用のの利利用用者者がが優優先先さされれまますす。。なお，授業で利用される時間は教室前のホワイト

ボードで確認してください。 
 
５５．．利利用用者者のの心心得得 

CALL 教室の利用に当たっては，以下の事項に十分気をつけ，利用者同士互いに迷惑をかけないように心

がけてください。 
 
（（１１））利利用用者者へへのの連連絡絡 

利用者への連絡は学務係前の掲示板・教室入口の掲示で行います。必ず見るようにしてください。 
 
（（２２））防防犯犯カカメメララ 

CALL 教室は利用時間内であれば常時自由に出入りできますが，防犯のため教室の外の廊下にカメ

ラを設置しています。 
 
（（３３））利利用用上上のの遵遵守守事事項項 

① CALL 教室内は禁煙です。また，飲食物の持ち込みも禁止です。 
（コンピュータにほこり，煙，水は大敵です｡） 

② 機器は破損しないように丁寧に取り扱ってください。もし，機器に異常がある場合は，学務係

に速やかに連絡してください。 
③ 特に許可されている機器以外，教員用テーブル上の機器類に一切触れてはいけません。教員用

機器にトラブルが発生した場合，授業に重大な障害を引き起こすことになります。 
④ 学生用パソコンにログオンするときは，必ず自分自身のＩＤ・パスワードを利用してください。

他人のＩＤ・パスワードは絶対に使用してはいけません。 
「ネネッットトワワーーククをを安安全全にに利利用用すするるたためめにに」の「４４．．不不正正アアククセセススのの禁禁止止」も参照してください。 

⑤ ログオン・シャットダウン操作は確実に行ってください。特に，シャットダウン操作を行わず

にパソコンの電源を切ると，システムを破壊することになりますので，十分に注意してくださ
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い。また，長時間席を離れるときには，必ずログオフ（又はシャットダウン）してください。 
⑥ 学生用パソコンのハードディスク内にあるソフトウェアや共用部分のデータの書き換え，追加，

消去は固く禁止します。 
⑦ パソコン，ハードディスク，プリンターなどのハードウェアの設定変更は固く禁止します。 
⑧ ソフトウェアの不正コピーは絶対にしないでください。 
⑨ 利用終了後は，机の上下のゴミ，いらなくなった印刷用紙，移動した椅子の整理整頓をしてく

ださい。 
⑩ 教室を最後に退出する利用者は，エアコンのスイッチがオフになっていること，すべての窓が

施錠されていることを確認してから退出してください。 
 
（（４４））遵遵守守事事項項にに違違反反ししたた場場合合のの措措置置 

上記「（（３３））利利用用上上のの遵遵守守事事項項」以外に「ネネッットトワワーーククをを安安全全にに利利用用すするるたためめにに」の「１１．．ママナナーー」

に書かれた諸注意，「４４．．不不正正アアククセセススのの禁禁止止」に害かれた諸注意を遵守するようにしてください。

利用者がこれらの遵守事項・諸注意に違反した場合，違反の程度によっては，ICT 基盤センター管

理下の情報機器の利用が一定期間停止されます。違反することがないよう十分注意してください。 
 
６６．．（（必必携携））パパソソココンン・・ススママーートトフフォォンンのの持持ちち込込みみ 
個人使用の機器を学内ネットワークに接続するときは，自分の情報を守り，かつ他者に被害を与えないた

めに，ウイルス対策ソフトなどをインストールし，常に最新の状態となるように心がけてください。また，

信頼性が担保出来ないところから入手したプログラムやデータを使用するときには，利用前にウイルス検査

を行うなど自分の身は自分で守ることを考えて行動するように心がけてください。なお，インターネット利

用時には，「ネネッットトワワーーククをを安安全全にに利利用用すするるたためめにに」も参照してください。 
 
７７．．必必携携パパソソココンンササポポーートト窓窓口口・・ICT 基基盤盤セセンンタターー 
平成 26 年度新入生からノートパソコンの必携化が開始されました。様々な授業でパソコンが活用されま

すので，常にパソコンを持参するようにしてください。必携パソコンのトラブルや利用方法に関する相談は

ICT 基盤センターが受け付けています。ICT 基盤センターでは，故障などの止むを得ない理由でパソコンを

持参できなかった学生に対し，一時的にパソコンの貸し出しも行っています。詳しくは ICT 基盤センターの

ホームページ http://www.cc.nagasaki-u.ac.jp/ を参照してください。なお，ICT 基盤センターの業務時

間外や片淵地区での相談には学務係が窓口となり質問などの取次を行います。 
 
８８．．ココンンピピュューータタややイインンタターーネネッットトににつついいててのの勉勉強強方方法法 
コンピュータの基本的使い方，インターネットの利用方法は，教養教育の情報処理科目で学習することが

できます。ゼミ単位の勉強会も大変有効です。また，コンピュータやインターネットについての理解を深め

上達するにはコンピュータの解説書を購入して自習することが不可欠です。 
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ネネッットトワワーーククをを安安全全にに利利用用すするるたためめにに 

 

インターネットを利用するときには気をつけなければならないことがあります。以下，マナー，コンピュ

ータウイルス，迷惑メール，不正アクセスの禁止，ネットワーク犯罪の 5 点に分けて解説します。更に詳し

いことは，教養教育で開講される情報処理系の科目や，ICT 基盤センターのホームページで説明されていま

すので，そこでの説明にも十分注意を払ってください。 
 
１１．．ママナナーー 

インターネット上で守るべきマナーについて，以下にいくつかの例を挙げますが，①～③は人として当

然守るべきマナー，④～⑦はネットワーク特有のマナーと言えます。 
① 相手の顔，表情を見ずにコミュニケーションを取ることが多いので，メッセージを受け取る相手に対

する気配りを心がけましょう。 
② 人に不利益を与える行為をしてはいけません。例えば，他人を誹謗中傷すること，他人のプライバシ

ーを公開すること，他人の知的所有権や著作権を侵害することなどをしてはいけません。 
③ 公序良俗，法令に違反する行為（犯罪に結びつく行為）をしてはいけません。 
④ 自分のＩＤ・パスワードを他人に使用させてはいけません。また，他人のものを使用してもいけませ

ん。 
⑤ メール，掲示板，ホームページなどに氏名・住所・電話番号・生年月日・写真などの個人情報を不用

意に記述してはいけません。何らかのトラブルを誘発する可能性があります。 
⑥ ネットワークの正常な運用を阻害する行為をしてはいけません。例えば，画像や音声など容量の大き

なファイルを添付したメールを同時に多人数に配信するなどの行為をしてはいけません。 
⑦ ネットワーク上のシステムを物理的，ソフトウェア的に破壊する行為をしてはいけません。 

 
この他特に気をつけたいマナーとして，メールをやり取りするときのマナー，掲示板などに投稿すると

きのマナーなどがあります。 
 
２２．．ココンンピピュューータタウウイイルルスス 

コンピュータウイルスは，第三者のコンピュータのプログラムやデータに何らかの被害を及ぼすことを

目的に意図的に作成されたプログラムで，自己伝染機能，潜伏機能，発病機能など，本物のウイルスと同

じような機能を持っています。感染するとシステムが立ち上がらなくなったり，悪質な場合にはハードデ

ィスクが破壊されたり，ＩＤ・パスワード等のシステム情報や個人情報が盗み出されたりするなどの被害

が生じます。コンピュータウイルスに感染しないために，以下のようなことに気をつけましょう。 
① コンピュータにはワクチンソフト（ウイルス防御ソフト）をインストールしましょう。 
② 信頼性が担保出来ないところから入手したプログラムやデータを使用するときには，利用前にワクチ

ンソフトでウイルス検査を行いましょう。 
③ 見知らぬ相手からの電子メールにはウイルスが潜んでいることがあります。不用意に添付ファイルを

開くと感染することがありますので，不審なメールは削除することを勧めます。 
④ もし，メディアステーションのコンピュータにウイルスなどに感染したというメッセージが表示され

たときには，そのままの状態にして学務係に至急連絡してください。 
⑤ ウイルスに関する更に詳しい情報は，独立行政法人情報処理推進機構（IPA : Information-technology 

Promotion Agency, Japan）のページ（httpｓ://www.ipa.go.jp/security/）などを参照してください。 
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３３．．迷迷惑惑メメーールル 
インターネットを使っていると，見ず知らずの個人や企業らしきところから，ダイレクトメール，怪し

い勧誘，不幸の手紙風のメールやデマ情報などの価値のない迷惑メールが一方的に送られて来ることがあ

ります。これら関しては次のようなことに気をつけましょう。 
① 掲示板などの不特定多数が閲覧する場所や信頼性に欠けるサイトに個人情報（氏名・メールアドレス

等）を記入すると，それらをもとに迷惑メールが送られ始める場合があります。 
自分のメールアドレス等を記入するのが本当に適切かをよく考えてみましょう。 

② 迷惑メールはすぐに削除しましょう。ただし，受け取る件数が多いときや，内容に問題（脅迫めいた

内容などがある）ときには，学務係に届け出てください。それぞれの状況に応じた対処策を取ります。 
 
４４．．不不正正アアククセセススのの禁禁止止 

平成 12 年 2 月 13 日に「不正アクセス行為の禁止等に関する法律」（不正アクセス禁止法）が施行され

ました。この法律により，以下のような行為は違法行為となり，違反者は処罰されます。 
① ＩＤ・パスワード等によるアクセス制御機能があるコンピュータに対し，コンピュータネットワーク

を通して他人のＩＤ・パスワードを無断で入力すること。 
② アクセス制御機能があるコンピュータに対し，コンピュータネットワークを通して特殊なデータを送

信するなどして特定利用をすることができる状態にさせること，また特定利用をしてしまうこと。 
③ 他人のＩＤ・パスワードを第三者に口頭や文章などで教えたり，掲示板などに掲示したりすること。 
 
したがって，「１１．．ママナナーー」で述べたこと以外に次のようなことを心がけてください。 
ア 他人に自分のＩＤ・パスワードを教えない。 
イ もし，他人のＩＤ・パスワードに関するメモなどを見つけたら，学務係に届け出る。 
ウ 自分の氏名，生年月日，電話番号など，容易に推測できるものをパスワードに使用しない。 
エ パスワードは定期的に変更する。 

 
５５．．ネネッットトワワーークク犯犯罪罪  

ネットワークを利用した犯罪は年々増加しており，大学生が犯罪に巻き込まれる事件も起きています。

以下の例のように多種多様な犯罪が起きていますので，不審に思うことがあるときは，学務係まで届け出

てください。 

例例１１）） ホームページや掲示板などに特定の個人の氏名・住所・電話番号・メールアドレスなどを掲載し，

その個人を執拗に誹謗中傷したり，他人が嫌がらせをしたりすることを煽る。 (名名誉誉毀毀損損)  
例例２２）） 特定の人間から不快なメールが頻繁に送られてくる。まるで自分の行動を監視しているかのよう

な内容のメールである。 (ネネッットトスストトーーカカーー) 
例例３３）） 送られてきたメールにリストがあり，そのリストに載っている人間の銀行口座に一定金額を振り

込んで，今後はリストの上位１名をはずした後，自分の銀行口座をそのリストに書き加えたメールを不特

定多数の人間に送りつける。 (イインンタターーネネッットトをを利利用用ししたたねねずずみみ講講) 
例例４４）） インターネット上のショップの品物を購入したが，いくら待っても品物を送ってこない。数日後，

そのホームページを見ようとすると，ホームページそのものが削除されていた。 (ネネッットトワワーークク詐詐欺欺) 
 

学習・研究・就職活動など学生生活になくてはならないものとなったインターネットですが，インターネ

ットは見ず知らずの不特定多数の人間がさまざまに交流しあう場であると言えます。その特性をよく理解し，

安全で快適な利用を心がけ，トラブルを起こしたり巻き込まれたりしないよう注意しましょう。 
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授授業業料料のの納納付付方方法法  
                  
本学では授業料を納める方法として口座振替を行っています。 
入学手続き時に提出された「預金口座振替依頼書」により指定された金融機関の口座から， 
前期・後期毎に下記のとおり振替が行われます。 
ゆうちょ銀行を含めたほとんどの金融機関が利用可能ですので，入学手続き時に未登録の方は， 
「預金口座振替依頼書」により登録してください。 
 

1．①前期授業料…毎年 4月 27 日に口座振替（引き落し） 

  ②後期授業料…毎年 10 月 27 日に口座振替（引き落し） 

   ※上記の口座振替日が金融機関休業日の場合は翌営業日となります。 

   ※授業料免除申請者は，判定後に納入することになります。判定結果決定前に納入された場合

は，免除申請は無効になります。 

免除不許可及び一部免除者は，前期 8月 27 日，後期 1月 27 日に振替予定です。 

 

2.  事務部の窓口では納付できません。 
                    
 

※授業料等の詳細については下記 URL を参照ください。 

https://www.nagasaki-u.ac.jp/ja/campuslife/course/fee/index.html 
（長崎大学ホームページ：教育・学生生活→授業料に関するお知らせ） 

 
 

 
この件のお問い合わせ先 

長長崎崎大大学学管管理理運運営営部部経経理理調調達達課課資資金金管管理理班班 

TEL 095－819－2060 
 〒852－8521 長崎市文教町 1－14 
※土・日曜日・休日を除く 8:45～17:30 
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授業料免除・奨学金制度について 

 

1  高等教育の修学支援新制度（給付奨学金+入学料免除+授業料免除） 

学業優秀で経済的に困窮している日本人学部学生（在留資格が「永住者」等の留学生を含む）を対象に、入学料・授

業料免除及び給付奨学金が支給される制度です。 

■申請資格 

●日本国籍を有する学部学生 

但し、外国籍の学生であっても、以下のいずれかに該当する場合は可 

①法定特別永住者 

②在留資格が「永住者」、「日本人の配偶者等」又は「永住者の配偶者等」である者 

③在留資格が「定住者」であって、日本に永住する意思がある者 

●大学に入学した時期について、以下のいずれかに該当する者 

①高等学校等を初めて卒業した日の属する年度の翌年度の末日から大学等へ入学した日までの期間が 2年を経過して

いない者 (対象者の例)2019 年３月に高等学校を卒業⇒2021 年４月までに長崎大学に入学したもの 

②高等学校卒業程度認定試験の受験資格を取得した年度（16 歳となる年度）の初日から認定試験に合格した日の属す

る年度の末日までの期間が５年を経過していない者（５年を経過していても、 毎年度認定試験を受験していた者は

含む）で、かつ認定試験に合格した日の属する年度の翌年度の末日から大学へ入学した日までの期間が２年を経過し

ていない者 

※飛び入学や外国の学校教育課程を修了した者については、窓口に申し出てください。 

■支援内容（※マイナンバーを用いた家計審査を基に３つの支援区分に分かれます。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※表中の金額は月額となります。 

生活保護受給中の生計維持者と同居中の場合等の給付奨学金は、カッコ内の金額となります。 

 

採用になるためには、学業基準と家計基準を満たす必要がありますが、家計基準については「日本学生支援

機構進学資金シミュレーター」から、家計基準に該当するか、シミュレーションができます。 

（https://shogakukin-simulator.jasso.go.jp/） 

 

 

 

区分 自宅通学 自宅外通学 

第Ⅰ区分 

入学料・授業料免除：全額免除 

    給付奨学金：29,200 円 

         （33,300 円） 

入学料・授業料免除：全額免除 

    給付奨学金：66,700 円 

 

第Ⅱ区分 

入学料・授業料免除：２/３額免除 

    給付奨学金：19,500 円 

         （22,200 円） 

入学料・授業料免除：２/３額免除 

    給付奨学金：44,500 円 

 

第Ⅲ区分 

入学料・授業料免除：１/３額免除 

    給付奨学金：9,800 円 

          （11,100 円） 

入学料・授業料免除：１/３額免除 

    給付奨学金：22,300 円 
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２  長崎大学独自で行う授業料免除制度 

 私費外国人留学生は、長崎大学独自で行う授業料免除制度に申請が可能です。 

■申請資格 

●私費外国人留学生（正規生のみ） 

●経済的理由により授業料の納付が困難であり、かつ学業優秀と認められる者 

●授業料の各期に納期６月以内（新入生に対する入学した日の属する期分の免除に係る場合は入学前１年以内）にお

いて、学資負担者が死亡し、又は本人若しくは学資負担者が風水害等の災害を受けたことによって授業料の納付が著

しく困難と認められる者 

■支援内容 

 全額免除又は一部免除 

 

 
３  奨学金制度 

日本学生支援機構，その他地方公共団体等の奨学金があります。 

文教地区の学生支援センターで取り扱っていますので，希望者は学生支援センターに直接出向いて願書等を提出し，

指示を受けてください。 

 なお，奨学金募集や授業料免除の案内は，大学 HP,学生支援センター及び本学部の掲示により行いますので，申込期

限などを見落とさないように注意してください。 

 

 

 お問い合わせ先  

〒852－8521 長崎市文教町 1－14 

長崎大学学生支援部学生支援課（経済支援）  

TEL 095－819-2105,2104 

※土・日・祝日を除く 8:45～17:30 

― 35 ―



福利厚生施設の利用について 
 

○ 経済学部体育館 
 
使用時間 

原則として全曜日の９時から２１時まで 
使用できない日 

職員の夏季一斉休業等により正門等を閉鎖している期間 
１２月２９日から翌年１月３日まで 
その他，学校行事等により使用できない日（掲示等により通知） 

使用手続 
(1) 事前に「施設使用願」を学務係に提出する。（１カ月前から受付開始） 
(2) 学務係に「施設使用許可書」を提示し，体育館出入口等の鍵を借用する。使用日が

休日の場合は，学務係窓口が開いている間に借用しておくこと。 
(3) 使用後は学務係へ鍵を返却する。学務係窓口が閉まっている場合は，本館玄関の鍵

返却ボックスに返却する。 
優先順位 

(1) 平日の９時から１７時３０分までは昼間コースの学生を優先する。 
(2) 平日の１７時３０分から２１時までは夜間主コースの学生を優先する。 
(3) 重複する場合は先に施設使用願を提出した者を優先する。 

注意事項 
(1) 使用時間を守ること。 
(2) 使用目的外の用途に使用しないこと。 
(3) 体育館内における喫煙及び飲食は禁止する。 
(4) 土足で入館しないこと。 
(5) 掲示その他これに類するものは，学務係の許可を受け，所定の場所に行うこと。 
(6) 体育館の鍵は取扱責任者のみに貸し出すので，各サークルにおいては，予め取扱責

任者を３名決めておくこと。鍵の取扱責任者は所定の様式により学務係へ届け出るこ

と。なお，各サークルに属さない任意の団体が鍵を借りる場合は，学務係へ尋ねるこ

と。 
(7) 体育館の鍵は解錠の際に貸し出す。使用中は取扱責任者が鍵を管理し，使用後は直

ちに学務係へ返却すること。 
(8) 休業日の使用にあたっては，学務係へ相談すること。 
(9) 使用後は，使用者各自がただちに後始末をするとともに清掃，消灯及び戸締りを行

うこと。 
(10) 故意又は過失により施設及び器具等を滅失又は，毀損した時は，大学の指示に従

ってすみやかに原状に復すること。 
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○ グラウンド 
 
使用時間 

原則として日の出から日没まで 
使用許可 

施設使用願を学務係に提出して許可を受けてください。（１カ月前から受付開始） 
使用中止 

使用責任者は，使用許可書の交付を受けた後，使用を中止するときは，速やかに学務

係へ届け出てください。 
転貸禁止 

第三者にグラウンドの一部又は全部を転貸してはならない。 
遵守事項 

使用者は，使用に当たり次に掲げる事項を遵守しなければなりません。 
（1） 使用時間を守ること。 
（2） 使用目的外の用途に使用しないこと。 
（3） 雨天時等において使用禁止の表示があるときは，使用しないこと。 
（4） 使用後は，使用者各自が直ちに後始末をすること。 
（5） 飲酒・喫煙を行わないこと。 

使用許可の取消し 
使用許可後においても，次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には，使用許可を

取消し，又は使用の停止を命ずることがあります。 
（1） 使用許可の目的に違背し，又は使用許可についての条件を履行しないとき。 
（2） 使用願に虚偽の記載があったとき。 
（3） 使用を許可した施設を，学部等の行事のため特に使用する必要があるとき。 
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○ テニスコート 
 
使用時間 

日の出から日没まで 
使用許可 

施設使用願を学務係に提出して許可を受けてください。（１カ月前から受付開始） 
使用中止 

使用責任者は，使用許可書の交付を受けた後，使用を中止するときは，速やかに学務

係へ届け出てください。 
転貸禁止 

第三者にテニスコートの一部又は全部を転貸してはならない。 
遵守事項 

使用者は，使用に当たり次に掲げる事項を遵守しなければなりません。 
（1） 使用時間を守ること。 
（2） 使用目的外の用途に使用しないこと。 
（3） テニスシューズを着用すること。 
（4） 雨天時等において使用禁止の表示があるときは，使用しないこと。 
（5） 使用後は，使用者各自が直ちに後始末をすること。 
（6） 飲酒・喫煙を行わないこと。 

使用許可の取消し 
使用許可後においても，次に掲げる事項のいずれかに該当する場合には，使用許可を

取消し，又は使用の停止を命ずることがあります。 
（1） 使用許可の目的に違背し，又は使用許可についての条件を履行しないとき。 
（2） 使用願に虚偽の記載があったとき。 
（3） 使用を許可した施設を，学部等の行事のため特に使用する必要があるとき。 
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○ 扶揺会館 
 
使用時間 

原則として月曜日から金曜日までの９時から２１時まで 
使用できない日 

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 
職員の夏季一斉休業等により正門等を閉鎖している期間 
１２月２９日から翌年１月３日まで 
その他，学校行事等により使用できない日（掲示等により通知） 

使用手続 
３階の談話室（大中小計３室）は，占有使用が予約されている場合を除き,経済学部の

学生であれば原則として誰でも自由に使用することができます。 
談話室でゼミやサークルの発表会に占有して使用したい場合は，施設使用願を学務係

に提出して，占有使用の予約を行ってください。 
占有使用の予約状況は，学務係及び扶揺会館の予約状況表で確認できます。 
占有使用を中止しようとする場合は，学務係へ届け出てください。 
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◯ 課外活動等共用施設の使用について 
 
使用時間 

使用可能な時間帯は平日の９時から２１時まで，夜間主の学生については２２時まで。 
 
使用日 

月曜日～金曜日（祝祭日を除く） 
※土曜日・日曜日・祝祭日の利用は，管理運営責任者（学部長）の許可が必要。 

 
使用できない日 

１２月２９日から翌年１月３日まで 
職員の夏季一斉休業等により正門等を閉鎖している期間 
その他，学校行事等により使用できない日（掲示等により通知） 
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経経済済学学部部のの就就職職支支援援等等ににつついいてて  

  
100 年を超える伝統を誇る長崎大学経済学部の卒業生は，実業界，官公庁，教育界など

多様な分野で活躍しています。 

経済学部では，独自に以下の就職支援を行っています。 

 
 

（（１１））就就職職相相談談室室のの設設置置  

本館１Ｆの就職相談室では，就職相談のほか，求人情報や企業パンフレット，先輩の

就職活動体験記等の閲覧ができますので，気軽に利用してください。室内の配置等は、

入り口に案内を掲示しています。 

＊利用時間 平日 9 時～21 時 (長期休業期間は 17 時まで ) 
 
（（ⅰⅰ））キキャャリリアア相相談談（（就就職職相相談談））ににつついいてて   
 経済学部では，キャリアセンターの事業として，キャリアカウンセラーによるキ

ャリア相談を受け付けています。エントリーシートの添削，面接対策等の具体的な

就職支援のほか，就職における悩み相談等も適宜受け付けているので，困った時は

気軽に相談してください。  
 

◆相談申込方法：「NU-Web」又は就職相談室内予約票にて予約（相談時間帯等に

よって申し込み方法が異なります）  
  

 その他，経済学部の同窓会組織である「公益社団法人  瓊林会」が OB・OG 訪問

の斡旋等を行っています。  
問い合わせ：095-821-4567（片淵キャンパス  瓊林会事務局）  

 
（（ⅱⅱ））企企業業等等かかららのの求求人人情情報報等等のの提提供供ににつついいてて   
 企業等からの求人情報等については，キャリア支援サービス「求人検索 NAVI（キ

ャリタス UC）」と，本館１Ｆの就職相談室やインフォメーションコーナーにて随時

情報提供を行っていますので，情報収集活動に十分に活用してください。 

 

◆◆「「求求人人検検索索 NNAAVVII（（キキャャリリタタススＵＵＣＣ））」」にによよるる求求人人票票のの公公開開ににつついいてて  

 キャリアセンター（文教キャンパス）に届く企業からの求人

は，原則として「求人検索 NAVI（キャリタス UC）」上で公開さ

れます。本学に特化した求人票のみを抽出する等，様々な検索

が可能なので，活用してください。 

（郵送で届いたものは，キャリアセンター内で閲覧できます。） 

  

◆◆経経済済学学部部にに直直接接届届くく求求人人情情報報のの提提供供ににつついいてて  

 随時，就職相談室に保管しています。 

 求人票のコピー等が必要な場合は，就職関連担当職員（学務係在席）または就

職相談室内の総合案内窓口に声をかけてください。 

 

 

（（２２））就就職職ガガイイダダンンスス及及びびセセミミナナーー等等のの開開催催  

経済学部では，外部企業等との連携のもと，年間を通じて様々な就職ガイダンス及び

セミナー等を実施しています。積極的に参加し，就職活動を行ううえでの参考にしてく
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ださい。 

年間スケジュールについては，適宜就職相談室やインフォメーションコーナーにて掲

示します。 

なお，過去に実施したガイダンス等の実例は以下のとおりです。 

 

◆◆自自己己分分析析，，業業界界・・企企業業研研究究ににつついいてて  

就職活動を行ううえで特に重要となる「自己分析」「業界・企業研究」の方法等に

ついてレクチャー 

 

◆◆就就職職試試験験対対策策セセミミナナーー  

「自己分析」「エントリーシート」「面接」「グループディスカッション」等のテー

マに基づき，数回に渡り実践的なセミナーを実施 

 

◆◆就就職職ナナビビ，，合合同同説説明明会会のの活活用用方方法法等等  

求人情報の収集に欠かすことのできない大手 4 社のナビシステムや，各地で開催さ

れる合同説明会に関する活用方法等をレクチャー 

 

◆◆公公務務員員就就職職ガガイイダダンンスス  

公務員試験のしくみや勉強方法等のレクチャーのほか，実践的な公務員試験対策等

を実施 

 

 

（（３３））就就職職関関係係調調査査等等のの実実施施  

経済学部では，学生の就職活動の実態等を調査し，就職支援体制の充実に向けた基礎

資料とするほか，具体的な就職相談等にも活用しています。 

年間の就職関係調査は主に以下のものがあり，各自が NU-Web に入力するものや各ゼミ

においてゼミ教員が用紙を配布し、回収するものなど様々です。いずれも、入力や記入

などに漏れのないよう注意してください。 

 

 

◆◆NNUU--WWeebb ででのの入入力力  

  ①①進進路路希希望望調調査査  

3 年次の年度末までに，各自希望の進路を NU-Web「進路希望入力」から回答してく

ださい。ここで得た情報は，労働局や文科省等，各種機関が実施する統計調査のため

の基礎資料となります。 

 

  ②②進進路路決決定定調調査査  

4 年次に，決定した進路先を把握するために調査を実施しています。労働局や文科

省等，各種機関が実施する統計調査のための基礎資料となりますので，進路が確定し

た学生は必ず回答してください。 

また，進路状況変更時（内定獲得・勤務地確定等）には，その都度必ず入力情報の更

新を行ってください。 

 

「筆記試験、面接、その他選考の方法や質問内容など」「内定先企業・機関等を志望

する後輩へのアドバイスなど」の項目は，次年度に就職活動を行う学生の参考資料と

するので，失敗したことなど含めて教訓となる情報の提供をお願いします。 

 

◆◆進進路路決決定定状状況況調調査査  

4 年次に，進路の決定状況を把握するための調査をゼミ単位で実施しています。労
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働局や文科省等，各種機関が実施する統計調査のための基礎資料となりますので，全

員必ず調査用紙に漏れなく記入のうえ提出してください。用紙の配布と回収は各ゼミ

にて行うことが原則ですが，調査終了後に改めて学務係から連絡し，提出してもらう

場合もあります。 

 

以下のような場合も調査対象となりますので，その旨を記入して提出してください。 

・進路未定，又は就職活動中 

・公務員受験予定，又は結果待ち 

・大学院受験予定，又は結果待ち 

・就職希望なし，又は海外留学など 

 

◆◆卒卒業業証証書書授授与与式式ににおおけけるる進進路路決決定定状状況況調調査査  

最終的な進路の決定状況について，卒業時の状況を把握するために実施する調査で

す。就職率等の集計結果は，当該年度の最終統計として使用します。 

 

 

（（４４））そそのの他他  

就職試験において，一般的に以下の書類の提出が必要となりますが，企業等によって

異なりますので，詳細は求人票等で必要な書類を確認のうえ，不備のないように準備を

してください。 

 

◆◆履履歴歴書書  

文具店等のほか，大学生協でも履歴書用紙を販売しています。 

 

◆◆成成績績証証明明書書  

学務係前に設置の自動証明書発行機で発行できます。ただし、厳封が必要な場合は

窓口へ申し出てください。 

 

◆◆卒卒業業見見込込証証明明書書  

学務係前に設置の自動証明書発行機で発行できます。 

（ただし，4 年次の 4 月から発行開始。3 年次までは「在籍証明書」の発行が可能。

企業等へのエントリーの際は，「在籍証明書」で代用が可能か，又は 4 年次の 4 月

まで「卒業見込証明書」の提出を待ってもらうことが可能か，必ず問い合わせるこ

と。） 

 

◆◆健健康康診診断断書書  

学務係前に設置の自動証明書発行機で発行できます。 

（例年， 5 月中旬から発行可。ただし，学内の健康診断を受診した者のみ） 

 

※成績証明書，卒業見込み証明書，健康診断書は，「証明書発行サービス」を利用

してコンビニエンスストアで発行することもできます（有料）。 
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学学生生のの表表彰彰ににつついいてて  

 
 

長崎大学学生表彰規程では，学長賞の対象として「表彰は，次の各号の一に該当するものを対象に行う。」

とされています。 
(1) 卒業又は修了時において，特に優秀な成績を修めたと認められる学生 
(2) 学術研究活動において，国際的若しくは全国的規模の学会から賞を受けた場合，社会的に高い評価を

受けた場合など，顕著な業績を挙げたと認められる学生又は学生団体 
(3) 課外活動において，国際的規模の競技会，展覧会，公演会等(以下「競技会等」という。)に出場，出

展若しくは出演(以下「出場等」という。)した場合，全国的規模の競技会等に出場等をし，第 3 位まで

に入賞(これに相当する賞を含む。)した場合，九州地区若しくは九州地区を含む複数の地区が合同で行

う競技会等に出場等をし，優勝(これに相当する賞を含む。)した場合など，優秀な成績を挙げたと認め

られる学生又は学生団体 
(4) ボランティア活動等の社会活動において，公共団体等から表彰等を受けた学生又は学生団体 
(5) 人命救助，災害救助等に貢献し，本学の名誉を著しく高めたと認められる学生又は学生団体 
(6) 前各号と同等以上の表彰に価する行為があったと認められる学生又は学生団体 
(7) その他学長が特に表彰に価する行為があったと認められる学生又は学生団体 
なお，経済学部学生表彰内規も学部長賞の対象として，これに準じて定められています。 
該当するような場合には，申請様式等もありますので学務係へ相談してください。 

  
長崎大学経済学部学生表彰内規では，学部長賞の対象として「表彰は，次の各号の一に該当するものを対

象に行う。」とされています。 
(1) 卒業時において，特に優秀な成績を修めたと認められる学生 
(2) 学術研究活動において，国際的若しくは全国的規模の学会から賞を受けた場合，社会的に高い評価を

受けた場合など，顕著な業績を挙げたと認められる学生又は学生団体 
(3) TOEIC，TOEFL等外国語能力試験において特に優秀な成績を修めたと認められる学生 
(4) 課外活動において，国際的規模の競技会，展覧会，公演会等（以下「競技会等」という。）に出場，

出展若しくは出演（以下「出場等」という。）した場合，全国的規模の競技会等に出場等をし，第３位ま

でに入賞（これに相当する賞を含む。）した場合，九州地区若しくは九州地区を含む複数の地区が合同で

行う競技会等に出場等をし，優勝（これに相当する賞を含む。）した場合など，優秀な成績を挙げたと認

められる学生又は学生団体 
(5) ボランティア活動等の社会活動において，公共団体から表彰を受けた学生又は学生団体 
(6) 人命救助，災害救助等に貢献し，本学部の名誉を著しく高めたと認められる学生又は学生団体 
(7) その他表彰に価する行為があったと認められる学生又は学生団体 
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学学務務係係がが取取りり扱扱うう業業務務ににつついいてて  

 

１１．．教教務務関関係係  
⑴ 授業計画及び授業時間割に関すること。 

 ⑵ 定期試験，追試験等に関すること。 

 ⑶ 学業成績表の管理に関すること。 

 ⑷ 学生便覧，シラバス，演習指針等の作成に関すること。 

 ⑸ 学生の身分異動（休学，復学，退学，卒業等）に関すること。 

 ⑹ 教室及び教具に関すること。 

 ⑺ 演習及び卒業論文に関すること。 

 ⑻ 教職課程に関すること。 

 ⑼ 諸証明書類（成績，卒業，在学等）の交付に関すること。 

⑽ 大学院等進学に関すること。 

 ⑾ その他教務に関すること。 

 

２２．．厚厚生生補補導導関関係係 
⑴ 学生相談に関すること。 

 ⑵ 就職に関すること。 

 ⑶ 各種奨学金（日本学生支援機構（旧日本育英会）を除く｡）に関すること。 

 ⑷ 学生教育研究災害保険に関すること。 

 ⑸ 通学証明書に関すること。 

 ⑹ 課外活動施設，厚生施設に関すること。 

 ⑺ 自動車等入構許可証に関すること。 

 ⑻ その他学生の厚生指導に関すること。 

 

３３．．学学生生へへのの通通知知並並びびにに連連絡絡ににつついいてて  
  学生への通知並びに連絡は，すべて掲示によって行います。１日１度は必ず掲示板を見るように

心掛けてください。なお，掲示した事項については，既に周知したものとして処理します。 
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４４．．諸諸手手続続ききににつついいてて 
 学務係の取り扱う願出，届出は次のとおりです。 

 

１．履修上の手続 

種    類 提  出  期  限 注  意  事  項 

履修登録 
授業開始後所定の期日まで 

(集中講義については別途指示する) 
前期及び後期各学期の始め 

演習募集申込書 演習指針に記載の所定の期日まで (演習指針を参照) 

卒業論文提出票 卒業論文提出期限まで 学務係へ提出 

追 試 験 願 追試験開始の２日前まで 学務係へ提出（証明書等の添付が必要） 

欠  席  届 理由発生後２週間以内 学務係へ提出（証明書等の添付が必要） 

長期履修申請書 
前期からの適用：2月末 

後期からの適用：8月末 

学務係へ提出 

期間延長はできない 

長期履修期間短縮

申請書 

前期からの適用：直前の 2月末 

後期からの適用：直前の 8月末 

期間短縮（取消を含む）は 1度に限る 

事前手続きとなるため注意すること 

 

 

２．身分異動の手続 

種    類 提  出  期  限 注  意  事  項 

休  学  願 理由が生じたとき 

引き続き２ケ月以上修学を中止しようとするとき，

具体的な理由を添えて提出すること 

病気のときは医師の診断書を添付すること 

退  学  願 理由が生じたとき 具体的な理由を添えて提出すること 

復  学  願 
休学期間の満了及び休

学理由が消滅したとき 
病気で休学したときは医師の診断書を添付すること 

再 入 学 願 退学後２年以内  

受験許可願(他大学

等への入学,編入学) 
出願２週間前まで  

 

 

３．その他 

種    類 提  出  期  限 注  意  事  項 

住  所  届 
毎年４月授業開始後 

２週間 

大学からの連絡，文書等の送付先となるので正確に

記入 

改  姓  届 

理由が生じたとき 

戸籍抄本又は戸籍記載事項証明書を添付すること 

保証人変更届 連帯保証人の変更・住所変更 

学生住所変更届 学務係へ届け出ること 

学生証交付願 学生支援センター(文教地区)へ提出 
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４．諸証明書の発行手続 

種     類 提  出  期  限 注 意 事 項 

在学証明書 

卒業見込証明書 

健康証明書 

成績証明書 

 

自動発行機で随時発行が受けられる 

(平日８:３０～２１:００) 

学生証及び暗証番号を入力 

証明書発行サービス(有料)の 

利用も可 

通学証明書 
交付を希望する日の３日前までに 

申し込むこと 

学務係にある申込書に記入提出 

受け取り時に学生証の呈示が必要 

 

 

５．厚生補導関係（書類の提出先に注意） 

種    類 提  出  期  限 注  意  事  項 

学生旅客運賃割引証 
自動発行機で随時発行が受けられ

る 
発行日から３か月有効 

授 業 料 免 除 願 

授業料徴収猶予願

（分納を含む） 

前期・後期その都度掲示する 学生支援センター（文教地区）へ提出 

団体設立願 

新規 新たに団体を設立したとき 
団体責任者が願い出ること 

学生支援センター（文教地区）へ提出 更新 
引き続き団体を継続しようとする

とき 

集会・施設使用願 その都度 
使用責任者が願い出ること 

学務係へ提出 

掲  示  物 その都度 学務係へ提出 

入構許可証交付願 掲示により指示する 
長崎大学片淵地区構内における交通規

制要領を参照 

海外渡航届 その都度(日本を出発する３日前まで) 海外渡航システムから入力 

帰国届 その都度 （日本に到着後速やかに） 海外渡航システムから入力 

交 通 事 故 報 告 事故発生後直ちに 入院等で提出が遅れる場合，電話で仮報告 

 

 

６．就職関係の手続 

種    類 提  出  期  限 注  意  事  項 

進路希望調査 ３年次後期の所定期日まで 
就職予定の有無にかかわらず，全員が回答する

こと(回答は NU-Webから行う) 

進路決定調査 
４年次の各所定期日まで，

もしくは内定したとき 

就職予定の有無にかかわらず，全員が必ず回答

すること(回答は NU-Webから行う) 

回答済みでも進路変更時(内定獲得，勤務地確定 

等)には，その都度更新すること 

推  薦  状 
交付を希望する日の５日前

までに申し込むこと 

学務係で発行する「人物考査書（本人）」，「推薦

状発行願」に記入し，演習指導教員に「人物考

査書（演習指導教員）」の記入をお願いのうえ，

これら３つの書類を学務係へ提出すること 

※事前に，「進路希望調査」の回答が必要 
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図図 書書 館館 利利 用用 案案 内内 
 

開館時間   月～金曜日             8:30～22:00 

ただし，休業期等          8:30～17:00 

             土曜・日曜・祝日          12:00～18:00 

 

休館日    年末年始等 

 

連絡先    TEL  (095)820-6309(直通)  内線 223 

FAX   (095)820-6313 

E-mail  econlib＠ml.nagasaki-u.ac.jp  

 

附属図書館ホームページ             http://www.lb.nagasaki-u.ac.jp/ 

附属図書館経済学部分館ホームページ http://www.lb.nagasaki-u.ac.jp/use/eco/ 

                                              (※lb はえる・びー) 

 

 

※2021 年 6 月末頃まで改修中に伴い一部サービスを縮小しています。 

 

入 退 館 
 

○ 図書館へ入る 

入館には学生証が必要です。 

学生証を入館ゲートのカードリーダーに接触させるとゲートが開き，入館できます。 

○ 図書館から出る 

     「退館ゲート」から出てください。 

ゲートには図書無断持出防止装置があります。図書館資料の貸出手続きをしないで通過すると， 

警告ブザーが鳴り，バーがロックされます。（注意：無断持ち出しは犯罪行為です） 

注：携帯電話・電卓などの電子機器類に反応し，ブザーが鳴ることがあります。 

手荷物などの確認にご協力ください。 

  

貸出と返却 

     

○ 借りる方法 

     本を借りるには，学生証が必要です。カウンター横の図書自動貸出装置（セルフ式）が便利です。 

     

     貸出冊数と期間 

     10 冊・2週間 借りることができます。 

      

     ※中央図書館・医学分館の図書も借りることができます。 

※貸出期間の延長は他の利用者の予約がなければ，2回まで可能です。 

 延長手続きは，カウンターまたは，図書館ホームページから行うことができます。 

※卒業論文執筆のために経済学部分館資料に限り 3冊/4 週間の貸出もできます。 

     

○ 返却する方法 

カウンターへ返却してください。閉館中は，入口横の返却ポストをご利用ください。 

中央図書館・医学分館に返却することもできます。 

注：貸出期間を過ぎた場合は，遅れた日数分だけ貸出停止となります。 
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資料と設備 

○ 1 階 

・辞書・事典，年鑑などの参考図書 

・新着雑誌 

・新聞 

 

・カウンター 

・ラーニング・コモンズ 

・グループ学習室 

・学生用パソコン(5 台) 

・無線 LAN 

・蔵書検索用パソコン(1 台) 

・プリンター兼用コピー機 

・長崎学資料展示室 

 

○ 2 階 

・閲覧室 

・学習図書 

(新着図書・シラバス図書・レポート作成支援図書・就職進学支援図書・語学図書・郷土資料など) 

・DVD 

・新着雑誌 

 

・蔵書検索用パソコン（1台） 

・無線 LAN 

・貴重書収蔵庫 

 

○ 書庫 

・3層：洋図書・旧高商時代の洋図書 

・2層：洋雑誌・旧高商時代の和図書 

・1層：和図書・和雑誌 

 

○ 地下 

・多目的室 

・明治大正昭和期新聞庫 

     

資料の探し方 

○ 書架で探す 

 図書は主題別(日本十進分類法)で配架されています。 

 

○ オンライン目録(OPAC)で探す 

 図書館のホームページにある 長崎大学図書館 OPAC から本学所蔵を調べられます。 

 

○ 電子ジャーナルリンク集で探す 

 本学から全文を閲覧可能な約 20,000 タイトルの電子ジャーナルをリストアップしています。 

 

○ データベースリンク集で探す 

 論文情報・百科事典・新聞記事などのデータベースをリストアップしています。 
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その他の図書館サービス 

 

 ○ レファレンス・サービス(窓口相談) 

  ・学習・調査に必要な情報を探すお手伝いをします。 

    ☆資料の探し方，参考図書の使い方，文献の調査・収集法など 

 

 ○ 図書館ガイダンス 

  ・図書館の利用，図書・雑誌の検索方法，新聞記事，電子ジャーナル，データベースの利用説明会を行

っています。 

 

 ○ 他大学図書館の利用 

  ・学外の図書館に文献複写や図書の借用依頼ができます(有料) 

  ・他大学図書館を利用する場合は，紹介状を発行します。 

 

 ○ パソコンの利用 

  ・学生用パソコン(長大 ID が必要)と蔵書検索用パソコンが利用できます。 

  ・無線 LAN サービス(長大 Wi-Fi)が館内全域で利用可能です。 

  ・スキャナはカウンターでお貸しします。（館内利用） 

  ・ICT カウンター(水：13～18 時/金：13～17 時)ではパソコンに関する各種質問・相談を受付けています。 

 

 ○ コピー機の利用 

  ・1 階にプリンター兼用のコピー機があります。 

  ・図書館の資料は，著作権法の範囲内でコピーできます。注意事項を守って利用しましょう(有料） 

・白黒 1枚 10 円(8 円)/カラー40 円(35 円)（ ）内学生証利用の場合 

 

 ○ グループ学習室の利用 

  ・1 階に 3名～10 名程度のグループで学習できる部屋があります。 

     ・ゼミや勉強会・ディスカッションの場としてご利用ください。 

  ・備付の大型モニタやプロジェクターでパソコンの画面を投影出力することができます。 

プロジェクターはカウンターでお貸しします。 

 

 ○ 貴重資料展示 

  ・図書館のホームページから電子化された貴重資料を見ることができます。 

  ・経済学部分館の長崎学資料展示室には，経済学部の前身である長崎高等商業学校の武藤長蔵博士旧蔵

の資料などを展示しています。見学希望の方は事前にお申込ください。 

     

    

 

◎ 図書館で守ってもらいたいこと 
 ○館内では静かにしましょう！ 

 ○館内での携帯電話は禁止です！ 

 ○館内での飲食は所定の場所で！ 
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ミキサー室 映写室 照明室 ＷＣ ＷＣ
（男） （女）

倉庫

（５４５席）

ステージ
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電気室機械室器具室
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【１　階】
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経済学部　配置略図経経済済学学部部 配配置置略略図図

講 堂

【 １ 階 】

【 2 階 】
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長長崎崎大大学学学学則則  

平成１６年４月１日 

学則第１号 

第第１１章章  総総則則  

（目的） 

第１条 長崎大学（以下「本学」という。）は，国立大学法人長崎大学基本規則（平成１６

年規則第１号）第３条に規定する理念に基づき，実践教育を重視した最高水準の教育を提

供し，幅広い視野と豊かな教養及び深い専門知識を備え，課題探求能力及び創造力に富ん

だ人材を養成し，もって地域及び国際社会に貢献することを目的とする。 

２ 本学の学部の修業年限，教育課程，教育研究組織その他の学生の修学上必要な事項につ

いては，この学則の定めるところによる。 

（教育研究上の目的の公表等） 

第１条の２ 各学部は，学部，学科又は課程ごとに，人材の養成に関する目的その他の教育

研究上の目的を学部規程に定め，公表するものとする。 

（学部，学科，課程及び収容定員） 

第２条 本学の学部に，次の学科及び課程を置く。 

学部 学科及び課程 

多文化社会学部 多文化社会学科 

教育学部 学校教育教員養成課程 

経済学部 総合経済学科 

医学部 医学科，保健学科 

歯学部 歯学科 

薬学部 薬学科，薬科学科 

情報データ科学部 情報データ科学科 

工学部 工学科 

環境科学部 環境科学科 

水産学部 水産学科 

２ 経済学部は昼夜開講制とし，昼間に授業を行うコース（以下「昼間コース」という。）

及び主として夜間に授業を行うコース（以下「夜間主コース」という。）を置く。 

３ 収容定員は，別表第１のとおりとする。 

（講座等） 

第３条 前条第１項に掲げる学部又は学科に，講座，学科目等を置くことができる。 

２ 前項の講座，学科目等は，別に定める。 

 

第第２２章章  修修業業年年限限，，在在学学期期間間，，学学年年，，学学期期及及びび休休業業日日  

（修業年限） 

第４条 学部の修業年限は，４年とする。ただし，医学部医学科，歯学部及び薬学部薬学科

にあっては，６年とする。 
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（入学前に一定の単位を修得した者の修業年限の通算） 

第５条 大学の学生以外の者が第６１条に規定する科目等履修生又は第６３条の２に規定

する特別の課程の履修生として一定の単位（第１１条に規定する入学資格を有した後，

修得したものに限る。）を修得した後に本学に入学する場合において，当該単位の修得

により本学の教育課程の一部を履修したと認められるときは，修得した単位数その他の

事項を勘案して所属学部教授会の議を経て学長が定める期間を修業年限に通算するこ

とができる。ただし，その期間は，修業年限の２分の１を超えてはならない。 

（在学期間） 

第６条 本学における在学期間は，修業年限の２倍を超えることができない。 

（学年） 

第７条 学年は４月１日に始まり，翌年３月３１日に終る。 

（学期） 

第８条 学年を分けて，次の２期とする。 

前期 ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

２ 前項に定める各学期は，前半及び後半に分けることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず，学部の事情により，学長が変更することがある。 

（休業日） 

第９条 休業日は，次のとおりとする。 

日曜日及び土曜日 

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

開学記念日 ５月３１日 

春季休業 ３月２１日から４月７日まで 

夏季休業 ８月１１日から９月３０日まで 

冬季休業 １２月２５日から翌年１月７日まで 

２ 前項の規定にかかわらず，学部の事情により，学長が変更することがある。 

３ 学長は，必要があると認めるときは，臨時の休業日を定めることができる。 

 

第第３３章章  入入学学，，編編入入学学，，転転入入学学，，転転学学部部等等，，休休学学，，復復学学，，留留学学，，退退学学，，転転学学，，再再入入学学  

及及びび除除籍籍  

（入学の時期） 

第１０条 入学の時期は，学年の始めとする。ただし，後期の始めに入学させることができ

る。 

（入学資格） 

第１１条 本学に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による１２年の学校教育を修了した者又は通常の課程以外の課程により，

これに相当する学校教育を修了した者 

(3) 外国において学校教育における１２年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文

部科学大臣の指定したもの 

(4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

(5) 専修学校の高等課程（修業年限が３年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 
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(7) 高等学校卒業程度認定試験規則（平成１７年文部科学省令第１号）による高等学校

卒業程度認定試験に合格した者（同規則附則第２条の規定による廃止前の大学入学資格

検定規程（昭和２６年文部省令第１３号）による大学入学資格検定に合格した者を含む。） 

(8) 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第９０条第２項の規定により大学に入学し

た者であって，本学において，大学における教育を受けるにふさわしい学力があると認

めたもの 

(9) 本学において，個別の入学資格審査により，高等学校を卒業した者と同等以上の学

力があると認めた者で，１８歳に達したもの 

（入学志願の手続） 

第１２条 入学志願者は，所定の手続により，願い出なければならない。 

（選抜試験） 

第１３条 入学志願者に対しては，長崎大学入学者選抜規則（平成１６年規則第１６号）の

定めるところにより，選抜試験を行う。 

（合格者の決定） 

第１４条 前条の選抜試験による合格者の決定は，各学部教授会の議を経て，学長が行う。 

（編入学定員を有する学部への編入学） 

第１５条 経済学部，医学部保健学科又は環境科学部の第３年次に編入学することのできる

者は，次の各号のいずれかに該当する者で，かつ，当該学部が別に定める出願資格を有す

る者とし，選抜試験を行った上，当該学部教授会の議を経て，学長が入学を許可する。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第１０４条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 短期大学若しくは高等専門学校を卒業した者又はこれと同等以上の学力があると認

められる者 

(4) 外国において学校教育における１４年の課程を修了した者 

(5) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１４年の課程を修了した者 

(6) 我が国において，外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育におけ

る１４年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定め

る基準を満たすものに限る。）を修了した者（第１１条に規定する入学資格を有する者

に限る。） 

(8) 高等学校，中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の専攻科の課程（修業年限が

２年以上であることその他の文部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了

した者（第１１条に規定する入学資格を有する者に限る。） 

２ 医学部医学科の第２年次に編入学することのできる者は，次の各号のいずれかに該当す

る者とし，選抜試験を行った上，当該学部教授会の議を経て，学長が入学を許可する。 

(1) 大学を卒業した者 

(2) 学校教育法第１０４条第７項の規定により学士の学位を授与された者 

(3) 外国において学校教育における１６年の課程を修了した者 

(4) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１６年の課程を修了した者 

(5) 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１

６年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育

制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当
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該課程を修了した者 

(6) 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定め

る基準を満たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定

める日以後に修了した者 

（欠員のある場合の編入学及び転入学） 

第１６条 次の各号のいずれかに該当する者については，欠員のある場合に限り，選考の上，

当該学部教授会の議を経て，学長が入学を許可することがある。 

(1) 学校教育法第１０４条第７項の規定により学士の学位を授与された者で，編入学を

志望するもの 

(2) 短期大学，高等専門学校，国立工業教員養成所又は国立養護教諭養成所を卒業した

者で，編入学を志望するもの 

(3) 教育学部若しくは学芸学部の２年課程を修了した者又は学校教育法施行規則（昭和

２２年文部省令第１１号）附則第７条に規定する従前の規定による学校の課程を修了し，

若しくはこれらの学校を卒業した者で，編入学を志望するもの 

(4) 外国において学校教育における１４年の課程を修了した者で，編入学を志望するも

の 

(5) 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより

当該外国の学校教育における１４年の課程を修了した者で，編入学を志望するもの 

(6) 我が国において，外国の短期大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育におけ

る１４年の課程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校

教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するもの

の当該課程を修了した者で，編入学を志望するもの 

(7) 専修学校の専門課程（修業年限が２年以上であることその他の文部科学大臣の定め

る基準を満たすものに限る。）を修了した者（第１１条に規定する入学資格を有する者

に限る。）で，編入学を志望するもの 

(8) 高等学校，中等教育学校の後期課程及び特別支援学校の専攻科の課程（修業年限が

２年以上であることその他の文部科学大臣の定める基準を満たすものに限る。）を修了

した者（第１１条に規定する入学資格を有する者に限る。）で，編入学を志望するもの 

(9) 他の大学に在学する者又は卒業し，若しくは退学した者で，転入学を志望するもの 

(10) 我が国において，外国の大学の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度に

おいて位置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程

に在学する者又は当該課程を修了し，若しくは退学した者で，転入学を志望するもの（第

１１条に規定する入学資格を有する者に限る。） 

２ 前項各号に掲げるもののほか，医学又は歯学の進学課程を修了した者又はこれと同等以

上の学力があると認められる者の編入学については，医学部又は歯学部が別に定める。 

（編入学又は転入学を許可された者の修業年限等） 

第１７条 前２条の規定により入学を許可された者の入学する前に履修した授業科目につ

いて修得した単位及び入学する前に行った第３７条第１項に規定する学修の取扱い並び

に在学すべき年数については，所属学部教授会の議を経て，学長が定める。 

２ 前項の規定により在学すべき年数を定められた者の在学期間は，第６条の規定にかかわ

らず，在学すべき年数の２倍を超えることができない。 

３ 第１項の規定により在学すべき年数を定められた者の休学期間は，第２２条第２項の規

定にかかわらず，在学すべき年数に相当する年数を超えることができない。 

（入学手続） 

第１８条 選抜試験又は選考の結果に基づき，入学の合格通知を受けた者は，所定の期日ま

でに次の手続をしなければならない。 
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(1) 入学料を納付すること。 

(2) 誓約書及び保証書を提出すること。ただし，第６４条に規定する外国人留学生につ

いては，誓約書のみの提出とする。 

２ 保証書の保証人は，原則として父母又はこれに準ずる者とし，学生と連帯して責任を負

うものとする。保証人又は保証人の住所に変更があった場合は，速やかに届け出なければ

ならない。 

（入学許可） 

第１９条 学長は，前条の入学手続（第５３条の規定により，入学料の免除又は徴収猶予の

申請を行った者は，前条第１項第１号の手続を除く。）を完了した者に入学を許可する。 

２ 学長は，入学を許可した者に対して，入学時に学生証を交付する。 

（転学部等） 

第２０条 学生から転学部の願い出があったときは，関係学部教授会の議を経て，学長が許

可することがある。 

２ 前項の規定により転学部を許可された者の修業年限等に関しては，第１７条の規定を準

用する。 

３ 前２項の規定は，学科及び課程を変更する場合について準用する。この場合において，

第１項中「関係学部教授会」とあるのは「所属学部教授会」と読み替えるものとする。 

（休学） 

第２１条 学生が疾病その他の理由により，引き続き２か月以上修学を中止しようとすると

きは，所属学部長を経て，学長に休学を願い出て，許可を受けなければならない。 

（休学期間） 

第２２条 休学は，引き続き１年を超えることができない。ただし，特別の理由があるとき

は，更に１年以内の休学を許可することがある。 

２ 休学期間は，通算して４年（医学部医学科，歯学部及び薬学部薬学科にあっては６年）

を超えることができない。 

３ 休学期間は，第６条及び第４５条の期間に算入しない。 

（復学） 

第２３条 休学期間が満了したとき又は休学期間中にその理由がなくなったときは，所属学

部長を経て，学長に復学を願い出て，許可を受けなければならない。 

（留学） 

第２４条 学長は，学生が外国の大学又は短期大学で学修することが教育上有益であると所

属学部教授会において認めるときは，あらかじめ，当該外国の大学又は短期大学と協議の

上，学生が当該外国の大学又は短期大学に留学することを認めることがある。 

２ 留学の期間は，第６条及び第４５条の期間に算入する。 

（退学） 

第２５条 学生が退学しようとするときは，所属学部長を経て，学長に願い出て，許可を受

けなければならない。 

（転学） 

第２６条 学生が他の大学に転学しようとするときは，所属学部長を経て，学長に願い出て，

受験の許可を受けなければならない。 

（再入学） 

第２７条 第２５条による退学者又は次条第５号により除籍となった者が，退学後又は除籍

後２年以内に退学前又は除籍前に所属していた学部の学科又は課程に再入学を願い出た

場合は，当該学部教授会の議を経て，学長が許可することがある。この場合において，次

条第５号により除籍となった者が再入学をすることを復籍とし，復籍は，未納の授業料を

納付することを条件とする。 
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２ 前項の規定により入学を許可された者については，本学退学時までの在学期間，休学期

間，留学期間及び停学期間は入学後の当該期間に通算するものとし，既に履修した授業科

目について修得した単位の取扱いについては当該学部教授会の議を経て，学長が定めるも

のとする。 

３  復籍した者が，除籍となった場合は，復籍することを許可しない。 

（除籍） 

第２８条 学生が次の各号の一に該当するときは，所属学部教授会の議を経て，学長がこれ

を除籍する。 

(1) 正当の理由なくして欠席が長期にわたるとき。 

(2) 成業の見込みがないと認めたとき。 

(3) 在学期間が修業年限の２倍を超えたとき又は休学期間が第２２条第２項の期間を超

えたとき。 

(4) 休学期間が満了しても復学の願い出をしないとき。 

(5) 授業料を納めないとき。 

(6) 第５３条の規定により入学料の免除又は徴収猶予を申請した者で，次に掲げるもの

が納めるべき入学料を所定の期日までに納めないとき。 

ア 免除又は徴収猶予が許可されなかったもの 

イ 入学料の一部の免除が許可されたもの 

ウ 徴収猶予が許可されたもの 

 

第第４４章章  教教育育課課程程のの編編成成，，授授業業科科目目のの区区分分等等，，単単位位，，履履修修方方法法，，考考査査及及びび単単位位のの授授与与  

（教育課程の編成） 

第２９条 教育課程は，本学，学部及び学科又は課程の教育上の目的を達成するため，大学

教育における基本的教養を会得させ併せて専門の幅広い基盤を理解させることを目的と

した教養教育に関する授業科目（以下「教養教育科目」という。）及び学部等の専攻に係

る専門教育に関する授業科目（以下「専門教育科目」という。）を有機的に組み合わせて，

体系的に編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当たっては，学部等の専攻に係る専門の学芸を教授するとともに，幅

広く深い教養及び総合的な判断力を培い，豊かな人間性を涵養するよう適切に配慮するも

のとする。 

（授業科目の区分） 

第３０条 教養教育科目の区分は，次のとおりとする。ただし，夜間主コースにあっては健

康・スポーツ科学科目，及びキャリア教育科目を除くものとする。 

教養ゼミナール科目 

情報科学科目 

数理・データサイエンス科目 

健康・スポーツ科学科目 

キャリア教育科目 

プラネタリーヘルス科目 

外国語科目 

教養モジュールⅠ科目 

教養モジュールⅡ科目 

人文・社会科学科目 

生命・自然科学科目 

総合科学科目 

グローバル科目 
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教職課程関連科目 

２ 専門教育科目の区分は，各学部の履修に関する規程（以下「学部規程」という。）の定

めるところによる。 

３ 第６４条に規定する外国人留学生及び外国人留学生以外の学生で外国において相当の

期間中等教育（中学校又は高等学校に対応する学校における教育をいう。）を受けた者（以

下この章において「外国人留学生等」という。）の教育について必要があると認めるとき

は，第１項に規定する科目のほか，留学生用科目を開設する。 

４ 各授業科目を，必修科目，選択科目及び自由科目に分ける。 

（授業科目の開設） 

第３１条 教養教育科目は，本学のすべての教員の参画により開設するものとする。 

２ 専門教育科目は，各学部の教員により開設するものとする。 

（授業の方法） 

第３２条 授業は，講義，演習，実験，実習若しくは実技のいずれかにより又はこれらの併

用により行うものとする。 

２ 前項の授業は，文部科学大臣が定めるところにより，多様なメディアを高度に利用して，

当該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

３ 第１項の授業は，外国において履修させることができる。前項の規定により，多様なメ

ディアを高度に利用して，当該授業を行う教室等以外の場所で履修させる場合についても，

同様とする。 

（１単位当たりの授業時間） 

第３３条 １単位の授業科目は，４５時間の学修を必要とする内容をもって構成することを

標準とし，授業の方法に応じた１単位当たりの授業時間は，次の基準によるものとする。 

(1) 講義については１５時間 

(2) 演習については３０時間 

(3) 実験，実習及び実技については４５時間 

２ 前項の基準どおりできない事情があるとき又は教育効果を考慮して必要があるときは，

前項第１号の講義及び前項第２号の演習については１５時間から３０時間の範囲で，前項

第３号の実験，実習及び実技については３０時間から４５時間の範囲で，学部規程又は長

崎大学教養教育履修規程（平成２４年規程第２号。以下「教養教育履修規程」という。）

において定めることができる。ただし，講義，演習，実験，実習又は実技の併用により行

う授業及び芸術等の分野における個人指導による実技の授業については，学部規程又は教

養教育履修規程の定める時間の授業をもって１単位とすることができる。 

３ 前２項の規定にかかわらず，卒業論文，卒業研究，卒業制作等の授業科目については，

これらの学修の成果を評価して単位を授与することが適切と認められる場合には，これら

に必要な学修等を考慮して，単位数を定めることができる。 

（授業期間） 

第３４条 各授業科目の授業は，１５週にわたる期間を単位として行う。ただし，教育上必

要があり，かつ，十分な教育効果をあげることができると認められる場合は，この限りで

ない。 

（成績評価基準等の明示等） 

第３４条の２ 各学部は，学生に対して，授業の方法及び内容並びに１年間の授業の計画を

あらかじめ明示するものとする。 

２ 各学部は，学修の成果に係る評価及び卒業の認定に当たっては，客観性及び厳格性を確

保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがっ

て適切に行うものとする。 

（教育内容等の改善のための組織的な研修等） 
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第３４条の３ 各学部は，当該学部の授業の内容及び方法の改善を図るための組織的な研修

及び研究を実施するものとする。 

（他学部における授業科目の履修等） 

第３５条 学生が他学部の授業科目を履修することが教育上有益であると各学部において

認めるときは，当該授業科目を履修させることができる。 

２ 学生は，他学部の開設する授業科目を履修しようとするときは，所属学部長を経て，当

該授業科目を開設する学部長の承認を受けなければならない。 

３ 前２項の規定により学生が履修した授業科目について修得した単位の取扱いは，学部規

程の定めるところによる。 

（本学大学院における授業科目の履修等） 

第３５条の２ 学生が本学大学院に進学を希望し，当該大学院の授業科目を履修することが

教育上有益であると各学部において認めるときは，当該授業科目を履修させることができ

る。 

２ 学生は，本学大学院の開設する授業科目を履修しようとするときは，所属学部長を経て，

当該授業科目を開設する研究科長の承認を受けなければならない。 

３ 第１項の規定により学生が履修した授業科目について修得した単位は，所属学部の卒業

の要件として学部規程で定める学生が修得すべき単位数（以下「卒業要件単位」という。）

に含めることはできない。 

（他の大学又は短期大学における授業科目の履修等） 

第３６条 学生が他の大学又は短期大学の授業科目を履修することが教育上有益であると

各学部において認めるときは，あらかじめ当該他の大学又は短期大学と協議の上，学生が

当該他の大学又は短期大学の授業科目を履修することを認め，その履修した授業科目につ

いて修得した単位は６０単位を超えない範囲で本学における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定は，学生が，第２４条の規定により留学する場合，休学期間中に外国の大学

又は短期大学の授業科目を履修する場合，外国の大学又は短期大学が行う通信教育におけ

る授業科目を我が国において履修する場合及び外国の大学又は短期大学の教育課程を有

するものとして当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施設であって，文部

科学大臣が別に指定するものの当該教育課程における授業科目を我が国において履修す

る場合について準用する。 

（大学以外の教育施設等における学修） 

第３７条 学生が行う短期大学又は高等専門学校の専攻科における学修その他文部科学大

臣が別に定める学修について，教育上有益であると認めるときは，本学における授業科目

の履修とみなし，単位を与えることができる。 

２ 前項の規定により与えることができる単位数は，前条の規定により本学において修得し

たものとみなす単位数と合わせて６０単位を超えないものとする。 

（入学前の既修得単位等の認定） 

第３８条 学生が本学に入学する前に次の各号の一に該当する単位を有する場合において，

教育上有益であると認めるときは，その単位を入学した後の本学における授業科目の履修

により修得したものとみなすことができる。 

(1) 大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）において履修した授業科目

について修得した単位 

(2) 大学設置基準（昭和３１年文部省令第２８号）第３１条第１項に規定する科目等履

修生として修得した単位 

(3) 大学設置基準第３１条第２項に規定する特別の課程の履修生として修得した単位 

２ 学生が本学に入学する前に行った前条第１項に規定する学修について，教育上有益であ
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ると認めるときは，本学における授業科目の履修とみなし，単位を与えることができる。 

３ 前２項の規定により修得したものとみなし，又は与えることのできる単位数は，編入学，

転入学等の場合を除き，本学において修得した単位以外のものについては，第３６条及び

前条第１項の規定により本学において修得したものとみなす単位数と合わせて６０単位

を超えないものとする。 

（長期にわたる教育課程の履修） 

第３９条 学生が職業を有している等の事情により，第４条に規定する修業年限を超えて一

定の期間にわたり計画的に教育課程を履修し卒業することを希望する旨を申し出たとき

は，長崎大学長期履修規程（平成１８年規程第４７号）の定めるところにより，その計画

的な履修を認めることができる。 

（外国人留学生等に係る留学生用科目の単位の取扱い） 

第４０条 外国人留学生等が留学生用科目について修得した単位は，教養教育履修規程の定

めるところにより，教養教育科目として修得すべき単位に代えることができる。 

（履修科目の登録の上限） 

第４１条 学生が各年次にわたって適切に授業科目を履修するため，卒業要件単位について，

学生が１学年又は１学期に履修科目として登録することができる単位数の上限を学部規

程で定めることができる。 

２ 前項の場合において，学部規程の定めるところにより，所定の単位を優れた成績をもっ

て修得した学生については，前項に規定する上限を超えて履修科目の登録を認めることが

できる。 

（考査及び単位の授与） 

第４２条 学生が一の授業科目を履修した場合には，考査を行い，合格した者に対しては，

単位を与える。 

２ 考査は，試験，論文，報告書その他の方法により行うものとする。 

第４３条 考査及び単位の認定は，学部規程又は教養教育履修規程の定めるところによる。 

（履修方法等） 

第４４条 この章に定めるもののほか，教育課程の編成，授業科目の名称，単位数，履修方

法，履修科目の登録の上限，考査及び単位の授与等については，学部規程及び教養教育履

修規程の定めるところによる。 

 

第第５５章章  卒卒業業及及びび学学位位並並びびにに教教員員のの免免許許状状授授与与のの所所要要資資格格のの取取得得  

（卒業及び学位の授与） 

第４５条 第４条に規定する期間（第１５条及び第１６条の規定により入学を許可された者

については，第１７条第１項の規定により定められた在学すべき年数）以上在学し，卒業

要件単位を修得した者については，所属学部教授会の議を経て，学長が卒業を認定し，学

士の学位を授与する。ただし，各学部において必要と認めるときは，在学期間及び卒業要

件単位に加え，卒業の要件を課すことができる。 

２ 卒業要件単位のうち，第３２条第２項の授業の方法により修得できる単位数は，別に定

めのある場合を除き６０単位を超えないものとする。 

第４６条 学部（医学部医学科，歯学部及び薬学部薬学科を除く。この条において同じ。）

に３年以上在学した者（これに準ずるものとして文部科学大臣の定める者を含む。）が，

卒業要件単位を優秀な成績で修得したと認める場合には，第４条の規定にかかわらず，そ

の卒業を認めることができる。 

２ 前項に規定する卒業の認定は，次の各号に掲げる要件のすべてに該当する場合に限り行

うことができる。 

(1) 学修の成果に係る評価の基準その他の前項に規定する卒業の認定の基準を定め，そ
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れを公表している学部の学生であること。 

(2) 第４１条に規定する履修科目として登録することができる単位数の上限を定め，適

切に運用している学部の学生であること。 

(3) 学生が卒業要件単位を修得し，かつ，当該単位を優秀な成績をもって修得したと認

められること。 

(4) 学生が前項に規定する卒業を希望していること。 

第４７条 学位の授与等については，長崎大学学位規則（平成１６年規則第１１号）の定め

るところによる。 

（教員の免許状授与の所要資格の取得） 

第４８条 本学の学部の学科等において，教育職員免許法（昭和２４年法律第１４７号）及

び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める所要の単位を修得し

た者は，教員の免許状授与の所要資格を取得することができる。 

２ 前項の規定により所要資格を取得できる教員の免許状の種類は，別表第２のとおりとす

る。 

 

第第６６章章  賞賞罰罰  

（賞罰） 

第４９条 学生として表彰に価する行為があった場合は，学長は，所属学部長等の推薦によ

り表彰することがある。 

第５０条 学生が本学の規則に背き大学の秩序を乱し，その他学生としての本分に反する行

為があったときは，長崎大学教育研究評議会の議を経て，学長がこれを懲戒する。 

２ 懲戒は，退学，停学及び訓告とする。 

３ 停学は，確定期限を付す有期の停学及び確定期限を付さない無期の停学とする。 

４ 停学の期間が１か月以上にわたるときは，その期間は，第６条の期間に算入し，第４５

条及び第４６条の卒業の要件として在学すべき期間に算入しない。 

 

第第７７章章  検検定定料料，，入入学学料料，，授授業業料料及及びび寄寄宿宿料料  

（検定料） 

第５１条 入学，転入学，編入学及び再入学を志願する者は，検定料を納めなければならな

い。 

（検定料等の額及びその徴収方法等） 

第５２条 検定料，入学料及び授業料の額並びに徴収方法等は，この学則に定めるもののほ

か，長崎大学授業料，入学料，検定料及び寄宿料徴収規程（平成１６年規程第９２号。以

下「徴収規程」という。）の定めるところによる。 

（入学料の免除及び徴収猶予） 

第５３条 特別な事情により入学料の納付が著しく困難であると認められる者については，

本人の願い出により，入学料の全部又は一部を免除し，又は徴収猶予することがある。 

２ 入学料の免除及び徴収猶予については，長崎大学入学料，授業料及び寄宿料の免除等に

関する規程（平成１６年規程第９３号。以下「免除規程」という。）の定めるところによ

る。 

（授業料の納期） 

第５４条 授業料は，前期分及び後期分の２回に分け，それぞれ年額の２分の１に相当する

額を次に定める期間に納めなければならない。 

前期分 ４月１日から４月３０日まで 

後期分 １０月１日から１０月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず，前期分に係る授業料を納めるときに，当該年度の後期分に係
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る授業料を併せて納めることができる。 

３ 入学年度の前期分又は前期分及び後期分に係る授業料については，第１項の規定にかか

わらず，入学を許可されるときに納めることができる。 

（授業料の免除及び徴収猶予） 

第５５条 経済的理由によって授業料の納付が困難であり，かつ，学業優秀と認められる者

その他やむを得ない事情があると認められる者に対しては，願い出によりその事情を審査

し，授業料の全部又は一部を免除し，又は徴収猶予することがある。 

２ 前項の授業料の免除及び徴収猶予については，この学則に定めるもののほか，免除規程

の定めるところによる。 

第５５条の２ 前条第１項に定めるもののほか，特に学業優秀と認められる者については，

授業料の全部又は一部を免除することがある。 

２ 前項の授業料の免除については，この学則に定めるもののほか，長崎大学卓越した学生

に対する授業料免除に関する規程（平成３０年規程第１号。以下「卓越免除規程」という。）

の定めるところによる。 

第５６条 第５５条に規定する授業料の徴収猶予の期限は，前期分は９月１５日限りとし，

後期分は３月１５日限りとする。 

第５７条 第５４条に規定する授業料の納期中に休学を許可された者については，休学当月

の翌月から復学当月の前月までの授業料を免除する。ただし，月の初日から休学期間が開

始する場合については休学当月の分，第８条第３項及び第９条第２項の規定により後期の

開始日が１０月１日前となる場合で当該後期の開始日に復学するときについては復学当

月の分についても免除する。 

第５８条 退学する者，転学する者，停学を命ぜられた者又は除籍される者については，そ

の期分の授業料を徴収する。ただし，免除規程及び卓越免除規程の規定に該当する場合は，

この限りでない。 

（寄宿料） 

第５９条 寄宿料の額及び徴収方法等については，徴収規程の定めるところによる。 

２ 学生に特別の事情がある場合は，寄宿料を免除することがある。 

３ 寄宿料の免除については，免除規程の定めるところによる。 

（料金の返還） 

第６０条 既納の料金は，返還しない。ただし，次の各号の一に該当する場合は，当該料金

の相当額（第２号の場合にあっては第１号に規定する第２段階目の選抜に係る検定料に相

当する額を，第４号の場合にあっては後期分の授業料相当額を，第５号の場合にあっては

免除された学期分の授業料相当額）を返還するものとする。 

(1) 選抜試験において，出願書類等による選抜（以下「第１段階目の選抜」という。）

を行い，その合格者に限り学力検査等による選抜（以下「第２段階目の選抜」という。）

を行い，最終合格者を決定する場合に，第１段階目の選抜の不合格者が，所定の期日ま

でに第２段階目の選抜に係る検定料の返還を申し出たとき。 

(2) 個別学力検査の前期日程又は後期日程（以下「前期又は後期試験」という。）の出

願受付後に各学部等が課す大学入試センター試験の教科・科目を受験していないことに

より受験資格がないことが判明した者が，所定の期日までに前期又は後期試験に係る検

定料の返還を申し出たとき。 

(3) 第５４条第３項の規定により入学を許可されるときに授業料を納めた者が，入学年

度の前年度の３月３１日までに入学を辞退し，授業料の返還を申し出たとき。 

(4) 第５４条第２項又は第３項の規定により前期分の授業料を納入する際に後期分の授

業料を併せて納入した者が，後期分の授業料の納入時期前に休学又は退学したとき。 

(5) 第５４条の規定により前期分又は後期分の授業料を納入した者が，卓越免除規程に
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より当該期分の授業料免除を許可されたとき。 

 

第第８８章章  科科目目等等履履修修生生，，研研究究生生，，特特別別聴聴講講学学生生，，特特別別のの課課程程及及びび外外国国人人留留学学生生  

（科目等履修生） 

第６１条 各学部の学生以外の者で，本学が開設する授業科目のうち一又は複数の授業科目

について履修を希望するものがあるときは，選考の上，科目等履修生として入学を許可す

ることがある。 

（研究生） 

第６２条 本学において特殊の事項について研究を希望する者があるときは，選考の上，研

究生として入学を許可することがある。 

（特別聴講学生） 

第６３条 他の大学又は短期大学（外国の大学又は短期大学を含む。）の学生で，本学の特

定の授業科目を履修することを希望するものがあるときは，当該他の大学又は短期大学と

の協議に基づき，特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 特別聴講学生に係る検定料及び入学料は，徴収しない。 

３ 特別聴講学生に係る授業料については，科目等履修生と同様とする。 

４ 前項の規定にかかわらず，特別聴講学生が学術交流協定等において授業料を徴収しない

こととしている外国の大学若しくは短期大学の学生又は大学間相互単位互換協定におい

て授業料を徴収しないこととしている大学若しくは短期大学の学生であるときは，授業料

を徴収しない。 

５ 既納の授業料は，返還しない。 

６ 実験，実習に要する実費は，必要に応じ特別聴講学生の負担とする。 

（特別の課程） 

第６３条の２ 学長は，本学の学生以外の者を対象とした特別の課程を編成し，これを修了

した者に対し，修了の事実を証する証明書を交付することができる。 

２ 前項に規定する特別の課程に関して，あらかじめ単位の授与を公表している当該課程を

修了した者に対し，単位を与えることができる。 

３ 本学の学生が第１項に規定する特別の課程を履修することが教育上有益であると認め

るときは，当該課程を履修させることができる。 

（外国人留学生） 

第６４条 外国人留学生として本学に入学を希望する者があるときは，選考の上，入学を許

可することがある。 

（規程） 

第６５条 第６１条から前条までに関する細部についての規則は，別に定める。 

 

第第９９章章  雑雑則則  

（寄宿舎） 

第６６条 本学に，寄宿舎を置く。 

２ 寄宿舎に関する規則は，別に定める。 

（保健） 

第６６条の２ 学生は，毎学年本学が行う健康診断を受けなければならない。 

２ 所属学部長は，学生の健康を管理し，必要に応じて治療を命じ，又は登学を停止するこ

とができる。 

（補則） 

第６７条 この学則の施行に必要な事項は学長が定め，各学部に必要な規程については，学

長の承認を得て，各学部長が定めるものとする。 
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附  則 

１  この学則は，令和３年４月１日から施行する。 

２  令和３年３月３１日現在本学に在学している者（以下「在学者」という。）及び令和３

年４月１日以降において在学者の属する年次に編入学，転入学又は再入学する者について

は，改正後の長崎大学学則第３０条の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

 

別表第１ 

  定員   入学定員 第３年次（医学部医

学科にあっては第

２年次）編入学定員 

収容定員 

学部 学科・課程   

経済学部 総合経済学

科 

昼間コース ２６５   １，０６０ 

夜間主コース ６０   ２４０ 

    １５ ３０ 

計 ３２５ １５ １，３３０ 

別表第２ 

学部 学科等 教員の免許状の種類（免許教科・領域） 

経済学部 総合経済学科 高等学校教諭一種免許状 （商業） 
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長崎大学経済学部規程 

平成１６年４月１日 

経済学部規程第１号 

（趣旨） 

第１条 この規程は，長崎大学学則（平成１６年学則第１号。以下「学則」という。）に定

めるもののほか，経済学部（以下「本学部」という。）の教育に関し必要な事項を定める

ものとする。 

（教育目的） 

第２条 本学部は，大学教育における基本的教養と専門の基盤となる幅広い知識を修得させ

るとともに，経済学に関する高度の専門的知識を修得させ，もって複雑化，多様化及び高

度化する経済社会に対応することのできる人材を育成することを目的とする。 

（教育課程） 

第３条 本学部の教育課程は，教養教育に関する授業科目（以下「教養教育科目」という。）

及び専門教育に関する授業科目（以下「専門教育科目」という。）を有機的に組み合わせ

て，体系的に編成する。 

（履修コース） 

第４条 総合経済学科の昼間コースに，次の履修コースを設ける。 

経済と政策コース 

グローバル経済コース 

ファイナンスコース 

経営と会計コース 

２ 総合経済学科の夜間主コースに，次の履修コースを設ける。 

総合経済コース 

（昼間コースの履修コース決定） 

第５条 昼間コースの学生は，第２年次前期から履修コースに所属するものとし，履修コー

スの決定は第１年次後期末までに行うものとする。 

２ 昼間コースの学生は，前項の規定により履修コースが決定された場合でいずれかの履修

コースに欠員があるときは，履修コースに所属する前の第１年次後期の所定の期間におい

て履修コースの変更を願い出ることができる。 

３ 履修コースに所属した後の履修コースの変更は，認めない。 

４ 前３項に定めるもののほか，履修コースの決定について必要な事項は，別に定める。 

（最低修得単位数） 

第６条 卒業に必要な教養教育科目及び専門教育科目の最低修得単位数は，昼間コースにあ

っては別表第１のとおりとし，夜間主コースにあっては別表第２のとおりとする。 

（教養教育科目の履修方法等） 

第７条 教養教育科目の区分，名称，単位数，履修方法等については，昼間コースにあって

は長崎大学教養教育履修規程（平成２４年規程第２号）の定めるところによるものとし，

夜間主コースにあっては長崎大学における夜間主コースの教養教育の履修に関する規程

（平成２４年規程第３号）の定めるところによる。 

（専門教育科目の区分等） 

第８条 昼間コースの専門教育科目の区分及び内容は，次のとおりとする。 

学部導入科目 専門教育への導入を行う授業科目 

学部共通科目 学部における専門教育の基礎となる授業科目 

コース科目  各履修コースにおける専門領域を体系的に学ぶための授業科目 

演習     専門領域における問題発見と解決のプロセスを通じて，思考能力を涵養  
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する授業科目 

自由専門科目 各履修コースの専門領域の科目とともに総合的な学修に資する授業科 

       目 

２ 夜間主コースの専門教育科目の区分及び内容は，次のとおりとする。 

学部共通科目 学部における専門教育の基礎となる授業科目 

コース科目  履修コースにおける専門領域を体系的に学ぶための授業科目 

演習     専門領域における問題発見と解決のプロセスを通じて，思考能力を涵養  

する授業科目 

（履修方法等） 

第９条 専門教育科目の名称，単位数及び標準履修年次は，昼間コースにあっては別表第３

のとおりとし，夜間主コースにあっては別表第４のとおりとする。 

２ 前項に定めるもののほか，学部長が必要と認めたときは，教授会において審議し，臨時

に授業科目を開設することがある。 

第１０条 昼間コースの学生は夜間主コースに開設する教養教育科目及び専門教育科目を，

夜間主コースの学生は昼間コースに開設する教養教育科目（教養教育科目として開講され

る別表第５の特別指定科目を除く。）を履修することができない。 

２ 前項の規定にかかわらず，夜間主コースの学生は，学部長が教育上有益と認めるときは，

昼間コースに開設する教養教育科目（教養教育科目として開講される別表第５の特別指定

科目に限る。）及び専門教育科目（演習，別表第６の国際ビジネス(plus)プログラム科目，

別表第７のビジネス実践力育成プログラム科目及び昼間コースに限定することを明示し

てある科目は除く。）の授業科目を履修することができる。この場合において，修得した

単位（教養教育科目として開講される別表第５の特別指定科目の単位を除く。以下次項に

おいて同じ。）は，６０単位（編入学した学生については、３０単位）を限度として別表

第２に定める最低修得単位数に含めることができる。 

３ 前項の規定により修得した単位は，別表第４に掲げる授業科目にあっては当該授業科目

の単位として取り扱い，それ以外の授業科目にあっては別表第２の自由科目（教養・専門）

の単位として取り扱うものとする。 

（１単位当たりの授業時間） 

第１１条 専門教育科目の１単位当たりの授業時間は，次の基準によるものとする。 

(1) 講義及び演習については１５時間 

(2) 実習については３０時間 

２ 第２２条に規定する特別指定科目の１単位当たりの授業時間は，次の基準によるものと

する。 

(1) 講義及び演習については１５時間 

(2) 実習については４５時間 

（履修科目の登録） 

第１２条 学生は，所定の期日までに，履修しようとする授業科目を登録しなければならな

い。 

（履修科目の登録の上限） 

第１３条 学生が履修科目として登録することのできる単位数の上限（以下「上限単位数」

という。）は，１学年当たり，教養教育科目及び専門教育科目を合わせて次のとおりとす

る。 

昼間コース 

第１年次から第４年次まで ４８単位 

 

夜間主コース 
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第１年次及び第２年次 ４８単位 

第３年次及び第４年次 ５０単位 

２ 前項の規定にかかわらず，別表第３，別表第４，別表第５，別表第６及び別表第７にお

いて特に指定する授業科目並びに集中講義により開講される授業科目（第９条第２項に規

定する授業科目に限る。）については，上限単位数には算入しない。 

（履修科目の登録の上限の特例） 

第１４条 学生が，前年度において４０単位以上を修得し，かつ，当該前年度において，第

１７条第１項に定める成績評価に基づく次の計算方式によるグレード・ポイント・アベレ

ージ（以下「GPA」という。）が２．８以上である場合には，前条に規定する履修科目の

登録の上限を超えて履修科目を登録することができる。 

GPA＝（評価AAの単位数×４＋評価Aの単位数×３＋評価Bの単位数×２＋評価Cの単位数×

１＋評価D，欠席及び失格の単位数×０）／履修登録単位総数 

（考査及び単位の認定） 

第１５条 専門教育科目の単位の認定は，考査の結果に基づき行う。 

２ 前項の考査は，原則として試験により行う。ただし，別表第３に掲げる卒研ゼミ及び別

表第４に掲げる演習Ⅱにあっては，卒業論文により行う。 

３ 第１項の考査は，原則として学期末又は当該学期を前半及び後半に分けた期間の末に期

日を定めて行う。ただし，別表第３に掲げる専門ゼミ及び別表第４に掲げる演習Ⅰにあっ

ては学年末に，卒研ゼミ及び演習Ⅱにあっては別に期日を定めて行う。 

（追試験及び再試験） 

第１６条 病気その他やむを得ない理由により専門教育科目（別表第３及び別表第４に掲げ

る演習を除く。）の試験を受けることができない，又は受けることができなかった者に対

しては，追試験を行うことがある。 

２ 前項の追試験を受けようとする者は，追試験期間開始日の２日前までに，医師の診断書

又は証明書等を添えて追試験願を提出し，学部長の許可を受けなければならない。 

３ 専門教育科目の再試験は，行わない。 

（成績評価） 

第１７条 成績評価の基準及び評語については，次のとおりとする。 

判定 成績評価 評語 成績評価基準 

合格 １００～９０点 ＡＡ Ａ以上に優れている 

８９～８０点 Ａ 授業科目の到達目標以上に高度な内容を

身に付けており，授業で身に付けるべき

内容を十分に習得している 

７９～７０点 Ｂ Ｃ以上に優れているがＡに満たない場合 

６９～６０点 Ｃ 授業科目の到達目標を満たしており，授

業で身に付けるべき最低限の内容を習得

している 

不合格 ５９点以下 Ｄ 授業科目の到達目標を満たしていない 

 

２ 成績評価の結果は，学務情報システム（NU―Webシステムをいう。）により，本人に通

知する。 

（昼間コースの専門ゼミ及び卒研ゼミの履修方法及び履修要件） 

第１８条 別表第３に掲げる専門ゼミ及び卒研ゼミは，原則として同一教員の指導の下に履

修しなければならない。 
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２ 専門ゼミを履修するためには，次に掲げる単位数を修得していなければならない。 

(1) 教養教育科目の修得単位数が２２単位以上（外国語科目６単位以上を含む。） 

(2) 専門教育科目の修得単位数が２６単位以上 

３ 卒研ゼミを履修するためには，専門ゼミの単位を修得していなければならない。 

４ 第１項から第３項までの規定にかかわらず，第２１条に規定する国際ビジネス(plus)

プログラム参加者及び第２３条第２項に規定する早期卒業を希望する者については，別に

定めるところによる。 

（夜間主コースの演習Ⅰ及び演習Ⅱの履修方法及び履修要件） 

第１９条 別表第４に掲げる演習Ⅰ及び演習Ⅱは，原則として同一指導教員の指導の下に履

修しなければならない。 

２ 演習Ⅰを履修するためには，次に掲げる単位数を修得していなければならない。 

(1) 教養教育科目の修得単位数が２０単位以上（外国語科目４単位以上を含む。） 

(2) 専門教育科目の修得単位数が２０単位以上 

３ 演習Ⅱを履修するためには，演習Ⅰの単位を修得していなければならない。 

（他学部等における授業科目の履修等による専門教育科目の単位の認定等） 

第２０条 学則第３５条から第３８条までに規定する他学部における授業科目の履修，他の

大学又は短期大学における授業科目の履修，大学以外の教育施設等における学修及び入学

前の既修得単位の認定により，本学部において修得したものとみなし，又は与えられた単

位のうち，専門教育科目の単位として認定できる単位数は，合わせて３０単位以内とする。 

２ 前項に規定する他学部等における授業科目の履修等に係る学生の履修手続，その単位の

認定手続等に関し必要な事項は，別に定める。 

（国際ビジネス(plus)プログラム） 

第２１条 昼間コースに，グローバル人材の育成のため，国際ビジネスプログラム及び国際

ビジネスplusプログラム（以下「国際ビジネス(plus)プログラム」という。）を置く。 

２ 国際ビジネスプログラムは，別表第６に掲げる科目群を履修し，かつ，海外留学（留学

先大学の少なくとも１学期間を滞在する留学をいう。第３項において同じ。）を行い，本

学部に４年以上在学した者について修了を認定する。 

３ 国際ビジネスplusプログラムは，別表第６に掲げる科目群を履修し，かつ，海外留学を

行い，第２３条第２項の規定により修業年限３年以上４年未満で卒業した者について修了

を認定する。 

４ 国際ビジネス(plus)プログラムに必要な事項は，別に定める。 

（ビジネス実践力育成プログラム） 

第２１条の２ 昼間コースに，ビジネスにおける実践力と志を磨き，新たな取組等をリード

する人材の育成のため，ビジネス実践力育成プログラムを置く。 

２ ビジネス実践力育成プログラムは，別表第７に掲げる科目群を履修し，本学部に４年以

上在学した者について修了を認定する。 

３ ビジネス実践力育成プログラムに必要な事項は，別に定める。 

（教員の免許状を取得しようとする学生の履修方法） 

第２２条 学則別表第２に規定する商業に係る教員の免許状を取得しようとする学生（以下

「教員免許状取得希望学生」という。）は，卒業に必要な単位のほか，次に掲げる単位を

修得しなければならない。この場合において，第１号に掲げる授業科目のうち日本国憲法

の単位については教養教育科目の最低修得単位数に，第２号に掲げる授業科目の単位につ

いては専門教育科目の最低修得単位数に含めることができる。 

(1) 教養教育科目の日本国憲法及びスポーツ演習 ３単位 

(2) 専門教育科目の英語ビジネスコミュニケーションⅠ，Global Business 

Communication Ⅰ，又は言語コミュニケーション（独語） ２単位 
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(3) 別表第５の特別指定科目 ３１単位 

２ 前項後段の規定にかかわらず，夜間主コースの学生で教員免許状取得希望学生が前項第

３号に掲げる授業科目（教養教育科目として開講される授業科目に限る。）の単位を修得

した場合は，当該修得単位は，別表第２に定める最低修得単位数に含めることができない。 

３ 夜間主コースの学生で教員免許状取得希望学生は，第１項に規定する単位のほか，教養

教育科目の健康・スポーツ科学科目２単位を修得しなければならない。この場合において，

修得した単位は，教養教育科目の最低修得単位数に含めることができる。 

（卒業及び学位） 

第２３条 本学部に４年以上在学し，昼間コースにあっては別表第１に定める最低修得単位

数を，夜間主コースにあっては別表第２に定める最低修得単位数を修得した者に対しては，

卒業を認定し，学士（経済学）の学位を授与する。 

２ 前項の規定にかかわらず，昼間コースに３年以上４年未満在学した者が，次の各号に掲

げるすべての要件に該当した場合には，その卒業（以下「早期卒業」という。）を認定し，

学士（経済学）の学位を授与する。 

(1) 本人が早期卒業を希望していること。 

(2) 別表第１に定める最低修得単位数を修得していること。 

(3) 積算GPAが３．２以上であること。ただし，学部長が別に定める基準により国際ビジ

ネスｐｌｕｓプログラムの参加を認められた者については，積算GPAが３．０以上とす

る。 

３ 前項に定めるもののほか，早期卒業の認定に関し必要な事項は，別に定める。 

（編入学） 

第２４条 編入学に関し必要な事項は，別に定める。 

（長期履修） 

第２５条 学則第３９条の規定により，学生が修業年限を超えて一定期間にわたり計画的に

履修すること（以下「長期履修」という。）を希望する場合には，これを認めることがあ

る。 

２ 長期履修に関し必要な事項は，別に定める。 

（補則） 

第２６条 この規程の実施に関して必要な事項は，別に定める。 

附 則 

１ この規程は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ 平成１６年３月３１日現在本学部に在学している者（以下この項において「在学者」と

いう。）及び平成１６年４月１日以後において在学者の属する年次に編入学，転入学又は

再入学する者については，旧長崎大学経済学部規程は，この規程の施行後も，なおその効

力を有する。 

３ 第１４条の規定は，平成１４年度入学者（編入学にあっては平成１６年度入学者）から

適用する。 

  ～略～ 

附 則 

１ この規程は，令和３年４月１日から施行する。 
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別表第 1 

昼昼間間ココーーススのの最最低低修修得得単単位位数数  

  

区分・分類 授 業 科 目 の 区 分 最低修得単位数 備  考 

教

養

教

育

科

目 

教 養 基 礎 科 目 

教 養 ゼ ミ ナ ー ル 科 目 １  

情 報 科 学 科 目 ２  

数 理 ・ デ ー タ サ イ エ ン ス 科 目 ２  

健 康 ・ ス ポ ー ツ 科 学 科 目 １  

キ ャ リ ア 教 育 科 目 １  

プ ラ ネ タ リ ー ヘ ル ス 科 目 １  

外国語科目 

英 語 ６  

初 習 外 国 語 ２  

小 計 １６  

モジュール科目 

教 養 モ ジ ュ ー ル Ⅰ 科 目 ４  

教 養 モ ジ ュ ー ル Ⅱ 科 目 ４  

小 計 ８  

選 択 科 目 

人 文 ・ 社 会 科 学 科 目 

生 命 ・ 自 然 科 学 科 目 

総 合 科 学 科 目 

８  

小 計 ８  

計 ３２  

専 門 教 育 科 目 

学  部  導  入  科  目 ８ （注） 

学 部 共 通 科 目 １６ （注） 

コ    ー    ス    科    目 ３６ （注） 

演 習 ８ （注） 

自 由 専 門 科 目 ２６ （注） 

計 ９４  

合 計 １２６  

（注）次の要件を満たす単位は，「自由専門科目」の単位とする。 
(1) 別表第3に規定する専門教育科目のうち，所属コースの「自由専門科目」に区分されている科目を履修して得た単位 
(2)  別表第 3 に規定する専門教育科目において，所属コースの「学部導入科目」,「学部共通科目」，「コース科目」及び「演

習」に区分されている科目のうち，最低修得単位数を超えて修得した単位 
(3)  他コース（夜間主コースを除く。）の専門教育科目であって所属コースに設置されていない授業科目を履修して得た単位 
(4)  別表第6に規定する国際ビジネス（plus）プログラム科目のうち，所属コースの「コース科目」に区分されていない科目 
を履修して得た単位 

(5)  別表第7に規定するビジネス実践力育成プログラム科目のうち，所属コースの「コース科目」に区分されていない科目 
を履修して得た単位 

(6)  他学部，他大学等で修得した単位のうち，本学部において「自由専門科目」の単位として認定された単位 
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別表第 2 

 

夜夜間間主主ココーーススのの最最低低修修得得単単位位数数  

  

区分 授 業 科 目 の 区 分 最低修得単位数 備  考 

教

養

教

育

科

目 

教 養 ゼ ミ ナ ー ル 科 目 ２  

情 報 科 学 科 目 ２  

数 理 ・ デ ー タ サ イ エ ン ス 科 目 １  

プ ラ ネ タ リ ー ヘ ル ス 科 目 １  

外 国 語 科 目 ６  

教 養 モ ジ ュ ー ル Ⅰ 科 目 ４  

教 養 モ ジ ュ ー ル Ⅱ 科 目 ４  

選 択 科 目 ６  

計 ２６  

専 

門 

教 

育 

科 

目 

学  部  導  入  科  目 ６  

学 部 共 通 科 目 ６  

コ ー ス 科 目 ５８  

演 習 ４  

計 ７４  

自 由 科 目 （ 教 養 ・ 専 門 ） ２４ (注１) 

合 計 １２４ （注２）（注３） 

 
（注 1）「自由科目（教養・専門）」とは，本表に掲げる授業科目の区分にかかわらず，夜間主コースの教養教育科目及び別表第

4に掲げる専門教育科目のうちから自由に選択し，履修する科目をいう。 
（注 2）夜間主コースの学生は， 昼間コースに開設される教養教育科目（別表第５の特別指定科目に限る。）並びに専門教育科

目の「学部導入科目」，「学部共通科目」，「コース科目」及び「自由専門科目」を履修して得た単位については，６０単位を限

度として本表の最低修得単位数に含めることができる。ただし，別表第６に規定する国際ビジネス（ｐｌｕｓ）プログラム科

目，別表第７に規定するビジネス実践力育成プログラム及び昼間コースに限定することを明示してある科目は除く。 
（注 3）（注 2）において修得した単位のうち，夜間主コースの科目と同一名称の科目の単位は同コースの当該科目の単位とし，

同コースの科目と同一名称ではない科目の単位は本表の「自由科目（教養・専門）」の単位とする。 
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別 表 第 3 
専専 門門 教教 育育 科科 目目 のの 区区 分分 ，， 名名 称称 ，， 単単 位位 数数 及及 びび 標標 準準 履履 修修 年年 次次 (( 昼昼 間間 ココ ーー スス ))  

11  経経済済とと政政策策ココーースス   

  

区分 テ ー マ 授 業 科 目 名 
単位数 標準履修

年次 必修 選択 

学
部
導
入
科
目 

専門教育への導入 

経済概論  ２ １ 

経営概論  ２ １ 

金融概論  ２ １ 

国際関係概論（ＧＳＲ）論  ２ １ 

法学概論  ２ １ 

経済数学入門  ２ １ 

学

部

共

通

科

目 

専門教育の基礎 

ミクロ経済学Ⅰ  ４ １ 

マクロ経済学Ⅰ  ４ １ 

簿記 ４ １ 

経営学 ２ ２ 

経済数学 ２ ２ 

統計学 ４ ２ 

コ

ー

ス

科

目 

国際ビジネス（plus）
プログラム 

Introduction to Academic Reading ☆ ２ １ 

Introduction to Academic Writing ☆ ２ １ 

Academic Presentation & Discussion ☆ ２ ２ 

Intermediate Academic Reading and Writing ☆ ２ ２ 

Economics Subjects in English(ESE) ２ ２・３ 

Global Business Communication Ⅰ ２ ２ 

Global Business Communication Ⅱ ２ ３・４ 

Global Business Communication Ⅲ ２ ３・４ 

経済学のエッセン 

シャルから応用へ 

経済政策 A ２ ２・３ 

経済政策 B ２ ２・３ 

計量経済学Ⅰ ２ ２・３ 

計量経済学Ⅱ ２ ２・３ 

ミクロ経済学Ⅱ ２ ２・３ 

マクロ経済学Ⅱ ２ ２・３ 

公共経済学 ２ ３・４ 

産業構造論 ２ ３・４ 

労働経済学 ２ ３・４ 

日本経済論 ２ ３・４ 

世界経済論 ２ ３・４ 

経済史 ２ ２・３ 

世界経済史 ２ ３・４ 

日本経済史Ⅰ ２ ３・４ 

日本経済史Ⅱ ２ ３・４ 

地域経済への素養と

基礎 

金融論Ⅰ ２ ２・３ 

金融論Ⅱ ２ ２・３ 

現代ポートフォリオ理論 ２ ３・４ 

保険論 ２ ３・４ 

マーケティング ２ ３・４ 

マーケティング・リサーチ ２ ３・４ 

経営戦略論 ２ ３・４ 
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応用数理Ⅰ ２ ３・４ 

数理計画法 ２ ３・４ 

経営情報論 ２ ３・４ 

財政学 A ２ ３・４ 

財政学 B ２ ３・４ 

開発経済学Ⅰ ２ ３・４ 

地域経済への素養と

基礎 

中小企業論 ２ ３・４ 

地方財政論 ２ ３・４ 

地域経済論 ２ ３・４ 

法律と経済社会 

憲法 ２ ２・３ 

民法Ⅰ ２ ２・３ 

民法Ⅱ ２ ２・３ 

商法Ⅰ ２ ２・３ 

商法Ⅱ ２ ２・３ 

租税法 ２ ３・４ 

債権法 ２ ３・４ 

独占禁止法Ⅰ ２ ３・４ 

独占禁止法Ⅱ ２ ３・４ 

行政法 ２ ３・４ 

ビジネス実践力育成

プログラム 

プロジェクト・リテラシー  ２ ２ 

ビジネス・リサーチ  ２ ２ 

演

習 

国際ビジネス（plus）
プログラム 

GSR 短期海外研修 ☆ ２ １ 

留学生との共修ゼミ ☆ ２ ２ 

ビジネス実践力育成

プログラム 
プロジェクト演習 ☆  ４ ３ 

課題解決能力育成 

基礎ゼミ ☆ ２ ２ 

専門ゼミ ☆ ４   ３ 

卒研ゼミ ☆ ４   ４ 

自
由
専
門
科
目 

 

経済数学入門演習 ☆ １ １ 

短期海外研修Ⅰ ☆ ２ 1・2・3・4 

短期海外研修Ⅱ ☆ ２ 1・2・3・4 

キャリアデザイン ☆ ２ 2・3・4 

インターンシップ ☆ ２ ３ 

  

（注１）授業科目名の直後の☆は，上限単位数に算入しない科目であることを示す。 

（注２）早期卒業を予定している者は，卒研ゼミを 3 年次に履修しなければならない。 

（注３）自由専門科目に関しては，別表第１の（注）を参照のこと。  
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22  ググロローーババルル経経済済ココーースス   

  

区分 テ ー マ 授 業 科 目 名 
単位数 標準履修

年次 必修 選択 

学
部
導
入
科
目 

専門教育への導入 

経済概論 ２ １ 

経営概論  ２ １ 

金融概論  ２ １ 

国際関係概論（ＧＳＲ論）  ２ １ 

法学概論  ２ １ 

経済数学入門  ２ １ 

学
部
共
通
科
目 

専門教育の基礎 

ミクロ経済学Ⅰ  ４ １ 

マクロ経済学Ⅰ ４ １ 

簿記 ４ １ 

経営学 ２ ２ 

経済数学 ２ ２ 

統計学 ４ ２ 

コ

ー

ス

科

目 

経済学等の基礎 

ミクロ経済学Ⅱ ２ ２・３ 

マクロ経済学Ⅱ ２ ２・３ 

国際経済学Ⅰ ２ ３・４ 

開発経済学Ⅰ ２ ２・３ 

国際関係論Ⅰ ２ ２・３ 

世界経済史 ２ ３・４ 

世界経済論 ２ ２・３ 

日本経済論 ２ ３・４ 

金融論Ⅰ ２ ３・４ 

金融論Ⅱ ２ ３・４ 

証券論 ２ ３・４ 

国際金融論 ２ ３・４ 

経営学等の基礎 

経営管理論 ２ ２・３ 

経営組織論 ２ ３・４ 

経営戦略論 ２ ３・４ 

労務管理論 ２ ３・４ 

経営情報論 ２ ２・３ 

マーケティング ２ ２・３ 

財務会計論Ⅰ ２ ２・３ 

原価計算論Ⅰ ２ ２・３ 

企業ファイナンス ２ ３・４ 

国際経営論 ２ ３・４ 

外国語の運用能力 

(国際ビジネス(plus) 
プログラムを含む。) 

 

Introduction to Academic Reading ☆ ２ １ 

Introduction to Academic Writing ☆ ２ １ 

Academic Presentation & Discussion ☆ ２ ２ 

Intermediate Academic Reading and Writing ☆ ２ ２ 

短期語学研修 ☆ ２ １・２ 

Economics Subjects in English(ESE) ２ ２・３ 

Global Business Communication Ⅰ ２ ２ 

Global Business Communication Ⅱ ２ ３・４ 

Global Business Communication Ⅲ  ２ ３・４ 

Advanced Academic Writing  ２ ３・４ 

英語ビジネスコミュニケーションⅠ ２ ２・３ 
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英語ビジネスコミュニケーションⅡ ２ ３・４ 

言語コミュニケーション（独語） ２ ３・４ 

言語コミュニケーション（仏語）  ２ ３・４ 

言語コミュニケーション（中国語）  ２ ３・４ 

言語コミュニケーション（韓国語）  ２ ３・４ 

グローバルな課題解決

に関する応用科目 

国際経済学Ⅱ  ２ ３・４ 

開発経済学Ⅱ ２ ２・３ 

国際関係論Ⅱ ２ ２・３ 

国際協力機構論 ２ ３・４ 

アジア経済論 A ２ ３・４ 

アジア経済論 B ２ ３・４ 

ヨーロッパ経済論 ２ ３・４ 

アメリカ経済論 ２ ３・４ 

マーケティング・リサーチ ２ ３・４ 

財務会計論Ⅱ ２ ３・４ 

原価計算論Ⅱ ２ ３・４ 

異文化コミュニケーション論 ２ ２・３ 

多言語多文化社会論 ２ ３・４ 

ビジネス実践力育成

プログラム 

プロジェクト・リテラシー  ２ ２ 

ビジネス・リサーチ  ２ ２ 

演

習 

国際ビジネス（plus）
プログラム 

GSR 短期海外研修 ☆ ２ １ 

留学生との共修ゼミ ☆ ２ ２ 

ビジネス実践力育成

プログラム 
プロジェクト演習 ☆  ４ ３ 

課題解決能力育成 

基礎ゼミ ☆ ２ ２ 

専門ゼミ ☆ ４   ３ 

卒研ゼミ ☆ ４   ４ 

自
由
専
門
科
目 

 
  

経済数学入門演習  ☆ １ １ 

短期海外研修Ⅰ ☆ ２ 1・2・3・4 

短期海外研修Ⅱ ☆ ２ 1・2・3・4 

キャリアデザイン ☆ ２ 2・3・4 

インターンシップ ☆ ２ ３ 

Special Topics in Global Economy ２ ３・４ 

  

（注１）授業科目名の直後の☆は，上限単位数に算入しない科目であることを示す。 

（注２）早期卒業を予定している者は，卒研ゼミを 3 年次に履修しなければならない。 

（注３）自由専門科目に関しては，別表第１の（注）を参照のこと。  
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33  フファァイイナナンンススココーースス   

  

区分 テ ー マ 授 業 科 目 名 
単位数 標準履修

年次 必修 選択 

学
部
導
入
科
目 

専門教育への導入 

経済概論 ２ １ 

経営概論  ２ １ 

金融概論  ２ １ 

国際関係概論（ＧＳＲ論）  ２ １ 

法学概論  ２ １ 

経済数学入門  ２ １ 

学
部
共
通
科
目 

専門教育の基礎 

ミクロ経済学Ⅰ  ４ １ 

マクロ経済学Ⅰ ４ １ 

簿記 ４ １ 

経営学 ２ ２ 

経済数学 ２ ２ 

統計学 ４ ２ 

コ

ー

ス

科

目 

国際ビジネス（plus）
プログラム 

Economics Subjects in English(ESE)   ２ ２・３ 

経済学・経営学の  

基礎知識 

財政学 A   ２ ３・４ 

財政学 B   ２ ３・４ 

経済政策 A   ２ ３・４ 

経済政策 B   ２ ３・４ 

民法Ⅰ   ２ ２・３ 

民法Ⅱ   ２ ２・３ 

経営組織論   ２ ３・４ 

経営戦略論   ２ ３・４ 

財務会計論Ⅰ   ２ ３・４ 

財務会計論Ⅱ   ２ ３・４ 

原価計算論Ⅰ   ２ ３・４ 

原価計算論Ⅱ   ２ ３・４ 

管理会計論 A   ２ ３・４ 

管理会計論 B   ２ ３・４ 

金融に関する基礎・

専門知識 

金融論Ⅰ   ２ ２・３ 

金融論Ⅱ   ２ ２・３ 

金融システム論   ２ ３・４ 

現代ポートフォリオ理論   ２ ２・３ 

企業ファイナンス   ２ ２・３ 

銀行論   ２ ３・４ 

証券論   ２ ３・４ 

保険論   ２ ３・４ 

金融リスク管理   ２ ３・４ 

金融機関経営戦略   ２ ３・４ 

計量経済学Ⅰ   ２ ２・３ 

計量経済学Ⅱ   ２ ２・３ 

商法Ⅰ   ２ ２・３ 

商法Ⅱ   ２ ２・３ 

金融商品取引法   ２ ３・４ 

国境を越えた経済 国際金融論   ２ ２・３ 
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活動や資本移動 国際経済学Ｉ   ２ ３・４ 

国際経済学Ⅱ   ２ ３・４ 

開発経済学Ⅰ   ２ ３・４ 

国際協力機構論   ２ ３・４ 

国際関係論Ⅰ   ２ ３・４ 

国際関係論Ⅱ   ２ ３・４ 

国際経営論   ２ ３・４ 

ビジネス実践力育成

プログラム 

プロジェクト・リテラシー  ２ ２ 

ビジネス・リサーチ  ２ ２ 

演

習 

国際ビジネス（plus）
プログラム 

GSR 短期海外研修 ☆   ２ １ 

留学生との共修ゼミ ☆   ２ ２ 

ビジネス実践力育成

プログラム 
プロジェクト演習 ☆  ４ ３ 

課題解決能力育成 

基礎ゼミ ☆   ２ ２ 

専門ゼミ ☆ ４   ３ 

卒研ゼミ ☆ ４   ４ 

自
由
専
門
科
目 

 

経済数学入門演習 ☆   １ １ 

短期海外研修Ⅰ ☆   ２ 1・2・3・4 

短期海外研修Ⅱ ☆   ２ 1・2・3・4 

キャリアデザイン ☆   ２ 2・3・4 

インターンシップ ☆   ２ ３ 

  

（注１）授業科目名の直後の☆は，上限単位数に算入しない科目であることを示す。 

（注２）早期卒業を予定している者は，卒研ゼミを 3 年次に履修しなければならない。 

（注３）自由専門科目に関しては，別表第１の（注）を参照のこと。  
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44  経経営営とと会会計計ココーースス   

 

区分 テ ー マ 授 業 科 目 名 
単位数 標準履修

年次 必修 選択 

学
部
導
入
科
目 

専門教育への導入 

経済概論 ２ １ 

経営概論  ２ １ 

金融概論  ２ １ 

国際関係概論（ＧＳＲ論）  ２ １ 

法学概論  ２ １ 

経済数学入門  ２ １ 

学
部
共
通
科
目 

専門教育の基礎 

ミクロ経済学Ⅰ  ４ １ 

マクロ経済学Ⅰ ４ １ 

簿記 ４ １ 

経営学 ２ ２ 

経済数学 ２ ２ 

統計学 ４ ２ 

コ

ー

ス

科

目 

国際ビジネス（plus）
プログラム 

Introduction to Academic Reading ☆ ２ １ 

Introduction to Academic Writing ☆ ２ １ 

Academic Presentation & Discussion ☆ ２ ２ 

Intermediate Academic Reading and Writing ☆ ２ ２ 

Economics Subjects in English(ESE) ２ ２・３ 

現代経営の各論 

経営管理論 ２ ２・３ 

企業ファイナンス ２ ３・４ 

経営組織論 ２ ３・４ 

経営戦略論 ２ ３・４ 

国際経営論 ２ ３・４ 

労務管理論 ２ ３・４ 

マーケティング ２ ２・３ 

状況分析と意思決定

のツール 

マーケティング・リサーチ ２ ２・３ 

経営情報論 ２ ２・３ 

経営情報システム論 ２ ２・３ 

オペレーションズ・リサーチⅠ ２ ２・３ 

オペレーションズ・リサーチⅡ ２ ２・３ 

数理計画法 ２ ２・３ 

意思決定論 ２ ２・３ 

応用数理Ⅰ ２ ２・３ 

応用数理Ⅱ ２ ２・３ 

経営情報処理 ２ ３・４ 

管理会計論 A ２ ３・４ 

管理会計論 B ２ ３・４ 

原価計算論Ⅰ ２ ２・３ 

原価計算論Ⅱ ２ ２・３ 

企業活動を取り巻く

慣行・制度 

財務会計論Ⅰ ２ ２・３ 

財務会計論Ⅱ ２ ２・３ 

経営史Ⅰ ２ ２・３ 

経営史Ⅱ ２ ２・３ 

企業論 A ２ ２・３ 

企業論 B ２ ２・３ 

中小企業論 ２ ３・４ 
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会計制度論 ２ ３・４ 

現代会計論 ２ ３・４ 

商法Ⅰ ２ ３・４ 

商法Ⅱ ２ ３・４ 

租税法 ２ ３・４ 

民法Ⅰ ２ ２・３ 

民法Ⅱ ２ ２・３ 

ビジネス実践力育成

プログラム 

プロジェクト・リテラシー ２ ２ 

ビジネス・リサーチ ２ ２ 

演

習

国際ビジネス（plus）
プログラム 

GSR 短期海外研修 ☆ ２ １ 

留学生との共修ゼミ ☆ ２ ２ 

ビジネス実践力育成

プログラム 
プロジェクト演習 ☆ ４ ３ 

課題解決能力育成 

基礎ゼミ ☆ ２ ２ 

専門ゼミ ☆ ４ ３ 

卒研ゼミ ☆ ４ ４ 

自
由
専
門
科
目

経済数学入門演習 ☆ １ １ 

短期海外研修Ⅰ ☆ ２ 1・2・3・4 

短期海外研修Ⅱ ☆ ２ 1・2・3・4 

キャリアデザイン ☆ ２ 2・3・4 

インターンシップ ☆ ２ ３ 

（注１）授業科目名の直後の☆は，上限単位数に算入しない科目であることを示す。 

（注２）早期卒業を予定している者は，卒研ゼミを 3 年次に履修しなければならない。

（注３）自由専門科目に関しては，別表第１の（注）を参照のこと。
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別 表 第 4 

専専 門門 教教 育育 科科 目目 のの 区区 分分 ，， 名名 称称 ，， 単単 位位 数数 及及 びび 標標 準準 履履 修修 年年 次次 (( 夜夜 間間 主主 ココ ーー スス ))  

総総合合経経済済ココーースス   

区分 テ ー マ 授 業 科 目 名 
単位数 

標準履修年次 
必修 選択 

学
部
導
入
科
目 

専門教育への導入 

経済概論  ２ １ 

経営概論  ２ １ 

金融概論  ２ １ 

法学概論  ２ １ 

国際関係概論  ２ １ 

学
部
共
通
科
目 

専門教育の基礎 

簿記  ４ １ 

経済学 A  ２ １ 

経済学 B  ２ １ 

経営学  ２ ２ 

コ

ー

ス

科

目 

経 済 学 

統計学Ⅰ ２ ２・３ 
統計学Ⅱ ２ ２・３ 
経済政策 A ２ ２・３ 
経済政策 B ２ ２・３ 
財政学 A ２ ２・３ 
財政学 B ２ ２・３ 
経済史 ２ ２・３ 
金融論Ⅰ ２ ２・３ 

計量経済学Ⅰ ２ ３・４ 
計量経済学Ⅱ ２ ３・４ 

労働経済学 ２ ３・４ 

産業構造論 ２ ３・４ 

公共経済学 ２ ３・４ 

地域経済論 ２ ３・４ 

日本経済論 ２ ３・４ 

日本経済史Ⅰ ２ ３・４ 

日本経済史Ⅱ  ２ ３・４ 

世界経済史 ２ ３・４ 

金融システム論 ２ ３・４ 

銀行論 ２ ３・４ 

保険論 ２ ３・４ 

経 営 学 

企業論 A ２ ２・３ 
企業論 B ２ ２・３ 
経営管理論 ２ ２・３ 
財務会計論Ⅰ ２ ２・３ 
財務会計論Ⅱ ２ ２・３ 
原価計算論Ⅰ ２ ２・３ 
原価計算論Ⅱ ２ ２・３ 
経営史Ⅰ ２ ３・４ 

経営史Ⅱ ２ ３・４ 

中小企業論 ２ ３・４ 

経営組織論 ２ ３・４ 

経営戦略論 ２ ３・４ 

労務管理論 ２ ３・４ 

企業ファイナンス ２ ３・４ 
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マーケティング ２ ３・４ 

マーケティング・リサーチ ２ ３・４ 

オペレーションズ・リサーチⅠ ２ ３・４ 

経営情報論 ２ ３・４ 

経営情報処理 ２ ３・４ 

コ

ー

ス

科

目 

グローバル経済 

国際関係論Ⅰ ２ ２・３ 
国際関係論Ⅱ  ２ ２・３ 
開発経済学Ⅰ ２ ３・４ 

開発経済学Ⅱ ２ ３・４ 

国際経済学Ⅰ ２ ３・４ 

国際経済学Ⅱ ２ ３・４ 

アジア経済論 A ２ ３・４ 

世界経済論 ２ ３・４ 

国際協力機構論 ２ ３・４ 

国際経営論 ２ ３・４ 

国際金融論 ２ ３・４ 

英語ビジネスコミュニケーションⅠ ２ ３・４ 

英語ビジネスコミュニケーションⅡ  ２ ３・４ 

異文化コミュニケーション論 ２ ３・４ 

法 律 

憲法 ２ ２・３ 
民法Ⅰ ２ ２・３ 
民法Ⅱ ２ ２・３ 
商法Ⅰ ２ ３・４ 

商法Ⅱ ２ ３・４ 

独占禁止法Ⅰ ２ ３・４ 

独占禁止法Ⅱ ２ ３・４ 

行政法 ２ ３・４ 

租税法 ２ ３・４ 

演  

習 
課題解決能力育成 

演習Ⅰ☆ ４ ３ 

演習Ⅱ☆ ４ ４ 

  

（注１）夜間主コースの「統計学Ⅰ」「統計学Ⅱ」の 2 科目は昼間コースの「統計学」の 1 科目分に相当する。 
（注２）授業科目名の直後の☆は，上限単位数に算入しない科目であることを示す。 
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別 表 第 5 

 

特特  別別  指指  定定  科科  目目  

 

区分 各科目に含めることが必要な事項 授業科目名 単位数 備考 

教科及び教科の

指導法に関する

科目 

職業指導 職業指導 ☆ ４  

各教科の指導法（情報機器及び教材

の活用を含む。） 
商業教科教育法 ☆ ４  

教育の基礎的理

解に関する科目 

教育の理念並びに教育に関する歴

史及び思想 

教育原理（教育課程の意義及び編成

の方法の内容を含む。）☆ 
２ ○ 

教職の意義及び教員の役割・職務内

容（チーム学校運営への対応を含

む。） 

教育職業論 ☆ ２  

教育に関する社会的，制度的又は運

営的事項（学校と地域との連携及び

学校安全への対応を含む。） 

教育社会・制度論☆ ２ ○ 

幼児，児童及び生徒の心身の発達及

び学習の過程 
教育心理学☆ ２ ○ 

特別の支援を必要とする幼児，児童

及び生徒に対する理解 

特別な支援を必要とする子どもの

理解 ☆ 
２ ○ 

道徳，総合的な

学習の時間等の

指導法及び生徒

指導，教育相談

等に関する科目 

総合的な学習の時間の指導法 
特別活動及び総合的な学習の時間

の指導法 ☆ 
２ ○ 

教育の方法及び技術（情報機器及び

教材の活用を含む。） 
教育方法・技術論 ☆ ２ ○ 

生徒指導の理論及び方法 生徒・進路指導論 ☆ ２ ○ 

教育相談（カウンセリングに関する

基礎的な知識を含む。）の理論及び

方法 

教育相談☆ ２ ○ 

教育実践に 

関する科目 

教育実習 
事前・事後指導 ☆ １  

教育実習 ☆ ２  

教職実践演習 教職実践演習（高等学校） ☆ ２  

（注１）備考欄の○印は，教養教育科目として開講される授業科目を表す。 

（注２）授業科目名の直後の☆は，上限単位数に算入しない科目であることを示す。 
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別 表 第 ６ 

 

国国際際ビビジジネネスス（（pplluuss））ププロロググララムム科科目目  

 

 

区  分 授 業 科 目 名 
単位数 

標準履修年次 
必修 選択 

コース科目 

又は 

自由専門科目 

Introduction to Academic Reading ☆ ２ １ 

Introduction to Academic Writing ☆ ２ １ 

Academic Presentation & Discussion ☆ ２ ２ 

Intermediate Academic Reading and Writing ☆ ２ ２ 

Advanced Academic Writing  ２ ３・４ 

Economics Subjects in English(ESE) ２ ２・３ 

短期語学研修 ☆  ２ １ ・ ２ 

Global Business Communication Ⅰ ２ ２ 

Global Business Communication Ⅱ ２ ３・４ 

Global Business Communication Ⅲ ２ ３・４ 

海外インターンシップ / 企業研修 ☆ ２ ３ 

演    習 
GSR 短期海外研修 ☆ ２ １ 

留学生との共修ゼミ ☆ ２ ２ 

 

（注１）授業科目名の直後の☆は，上限単位数に算入しない科目であることを示す。 
（注２）国際ビジネス（plus）プログラム参加者で，次に掲げるすべての要件を満たしたものに対して，プログラ

ムの修了を認定する。 
(1) 第 23 条の規定により卒業を認定されていること。 

 (2) 以下の科目の単位を修得していること。 
ア 国際関係概論(GSR 論) 
イ GSR 短期海外研修 やむを得ない事情があると教授会が認めた場合は，短期海外研修Ⅰ 
ウ Advanced Academic Writing 
エ 次の科目中から 8 単位以上 

      （ア） Introduction to Academic Reading 
（イ） Introduction to Academic Writing 
（ウ） Academic Presentation ＆ Discussion 
（エ） Intermediate Academic Reading and Writing 
（オ） Global Business Communication Ⅰ 
（カ） Global Business Communication Ⅱ 
（キ） Global Business Communication Ⅲ 
（ク） Economics Subjects in English（ESE） 

 (3) 通算３月以上の海外留学を行い，留学先の大学で単位を修得していること。ただし，やむを得ない事情が

あると教授会が認めた場合は，別に定める代替活動をもって代えることができる。 
(4) GSR 関連テーマで英語の卒業論文を作成していること，又はＧＳＲ関連テーマで日本語の卒業論文及び

英語の要約文を作成し，これについてプレゼンテーションを行っていること。 
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別 表 第 ７ 

 

ビビジジネネスス実実践践力力育育成成ププロロググララムム科科目目  

 

 

区  分 授 業 科 目 名 
単位数 

標準履修年次 
必修 選択 

コース科目 

又は 

自由専門科目 

プロジェクト・リテラシー ２ ２ 

ビジネス・リサーチ ２ ２ 

キャリアデザイン ☆ ２ ２ 

管理会計論 A ２ ２・３・４ 

管理会計論 B  ２ ２・３・４ 

経営情報論 ２ ２・３・４ 

経営戦略論 ２ ２・３・４ 

経営組織論 ２ ２・３・４ 

経営管理論 ２ ２・３・４ 

地域経済論 ２ ２・３・４ 

マーケティング ２ ２・３・４ 

企業ファイナンス ２ ２・３・４ 

中小企業論  ２ ２・３・４ 

演    習 

基礎ゼミ ☆ ２  ２ 

専門ゼミ ☆ ４  ３ 

プロジェクト演習 ☆  ４ ３ 

 

（注１）授業科目名の直後の☆は，上限単位数に算入しない科目であることを示す。 
（注２）ビジネス実践力育成プログラム参加者は，以下の科目の中から，12 単位以上を修得すること。 
    管理会計論 A，管理会計論 B，経営情報論，経営戦略論，経営組織論，経営管理論，地域経済論， 

マーケティング，企業ファイナンス，中小企業論及びプロジェクト演習 

（注３）ビジネス実践力育成プログラムに該当する基礎ゼミ，専門ゼミ及びプロジェクト演習については，別途通

知する。 
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考考査査及及びびそそのの成成績績にに関関すするる内内規規  

 

第１条 この内規は，考査及びその成績に関して必要な事項を定めるものとする。 

第２条 考査は，試験，論文，報告書その他の方法により行うものとする。 

第３条 試験は，各学期末若しくは各クォーターの期間末に期日を定め，各授業科目について，その学期若

しくはクォーターの担当教員がこれを行う。ただし，授業科目によっては，随時に試験を行うことができ

る。 

２ 授業の出席回数がその学期若しくはクォーターの担当教員の定める回数を下回る授業科目については，

受験を認めないことがある。 

３ 教員の異動，その他特別な事情により，試験を行うことが困難である場合は，教務委員会の議決によっ

て特別の措置を講じる。 

第４条 次の各号のいずれかに該当する場合には試験を受けることができない。 

(1) 試験を受けようとする授業科目を，その学期若しくはクォーターにおいて履修していないとき。 

(2) 受験の際に有効な学生証を携帯していないとき。 

(3) 試験開始後２０分を経過したとき。 

第５条 次のいずれかの事由により各学期の中間および学期末に行われる試験若しくは各クォーターの期間

末に行われる試験を受けることができない，又は受けることができなかった者が追試験期間開始日の２日

前までに証明書等を添えて学務係に追試験願を提出したときは，学部長の許可を得て，追試験（報告書そ

の他の方法により行うものを含む。）を行う。 

(1) 病気・負傷 

(2) 就職試験，国家試験（税理士等） 

(3) 忌引 

(4) 交通機関のストライキ等 

(5) 不慮の災害 

(6) 裁判員 

(7) 学業及び大学の活動に関わる九州地区大会，全国大会への出場 

(8) その他教務委員会においてやむを得ない事由と認められたもの 

２ 追試験期間は当該年度の学事暦により定めるものとする。 

３ 追試験は原則として追試験期間に実施するが、教務委員会がやむを得ないと認める場合は，当該授業科

目の成績入力終了日までに実施するものとする。 

第６条 合格点を得た授業科目は，再履修することはできない。 

第７条 試験場に入室し試験を棄権する者若しくは答案用紙を提出しない者は，その授業科目を失格とする。 

第８条 考査において不正行為を行った者には，その学期に履修した専門教育科目及び特別指定科目の全授

業科目の単位を与えないほか，学則第５０条に定める懲戒の対象とする等，必要な処置を行うことができ

る。 

２ 前項に定める専門教育科目には次の各号に掲げる授業科目は含まないものとする。 

(1) 昼間コース学生が履修する専門ゼミ及び卒研ゼミ 

(2) 夜間主コース学生が履修する演習Ⅰ 
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早早期期卒卒業業にに関関すするる内内規規  
 
 
第 1 条 この内規は，長崎大学経済学部規程（平成 16 年経済学部規程第 1 号。以下「規程」

という。）第 23 条第 2 項に定める早期卒業に関し，必要な事項を定めるものとする。 
 
第 2 条 早期卒業の時期は，3 年次終了時又は 4 年次前期終了時とする。 
 
第 3 条 昼間コースに 3 年以上 4 年未満在学し，規程第 23 条第 2 項に掲げるすべての要件を

満たす者を早期卒業対象者という。早期卒業対象者に対しては，早期卒業を認定し，学士(経
済学)の学位を授与する。 

2  規程第 23 条第 2 項に掲げる要件のうち満たさないものがあるときは，早期卒業対象者とは

ならず，卒業については規程第 23 条第 1 項を適用する。 
 
第 4 条 早期卒業を申請できる者は，次の各号に掲げるすべての要件を満たすものに限る。 
(1)  本人が早期卒業を希望していること。 
(2)  2 年次前期終了時の修得単位数が 64 単位以上であること。 
(3)  2 年次前期終了時の積算 GPA が 3.2 以上であること。 
 
第 5 条 早期卒業を希望する者は，2 年次後期の所定の時期に所定の様式を経済学部長に提出

する。 
2 経済学部教授会は，早期卒業希望者の申請に基づき，早期卒業仮予定者とすることについ

て審査・認定を行う。 
 
第 6 条 第 5 条で早期卒業仮予定者となった者のうち次の各号に掲げるすべての要件を満たす

ものを早期卒業予定者とする。 
(1) 2 年次終了時の修得単位数が 86 単位以上であること。 
(2)  2 年次終了時の積算 GPA が 3.2 以上であること。 
(3)  規程第 18 条第 2 項のゼミ履修要件を満たしていること。ただし，国際ビジネス（plus）

プログラム参加者は「国際ビジネス（plus）プログラムに関する内規」第 12 条第 2 項のゼ

ミ履修要件を満たしていること。 
2 前項の要件のうち満たさないものがあるときは，早期卒業予定者とはならず，卒業につい

ては規程第 23 条第 1 項を適用する。 
 
第 7 条 早期卒業予定者においては，専門ゼミ指導教員と卒研ゼミ指導教員が異なる場合も認

めるものとする。 
2  早期卒業予定者は，3 年次に専門ゼミと卒研ゼミを同時に履修しなければならない。 
3  早期卒業予定者の専門ゼミ及び卒研ゼミに関しては，本人の希望と研究内容等に応じた指

導体制を取るため，早期卒業予定者は本学部の指示に従うこと。 
 
第 8 条 国際ビジネス（plus）プログラムに関する内規第 8 条第 1 項第 2 号の選考で国際ビジ

ネス plus プログラムの参加を認められた者には，第 4 条第 3 号，第 6 条第 1 項第 2 号の積算

GPA として 3.0 以上を適用する。 
 
第 9 条 この内規に定めるもののほか，早期卒業に関し必要な事項は，別に定める。 
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国際ビジネス（plus）プログラムに関する内規 
 

平成２６年３月６日 教授会決定 
平成３０年３月１４日 一部改正 

令和３年２月９日 一部改正 
令和３年３月１８日 一部改正 

 
第１条 この内規は，長崎大学経済学部規程（平成１６年経済学部規程第１号。以下「規

程」という。）第２１条に定める「国際ビジネス（plus）プログラム」（以下「国際ビジ

ネスプログラム」を「プログラム」，「国際ビジネス plus プログラム」を「plus プログ

ラム」，両プログラムを総称して「（plus）プログラム」という。）に関して必要な事項を

定めるものとする。 
第２条 （plus）プログラムは昼間コースに開設され，昼間コースの学生のみ参加するこ

とができる。 
第３条 （plus）プログラムへの参加を希望する学生は，前期に開催される「国際ビジネ

ス（plus）プログラム説明会」に出席し説明を受けた上で，所定の期間に所定の様式で

参加希望申請を行う。 
２ 参加希望申請者に対して選考を行い，参加を認められた者を「国際ビジネス（plus）

プログラム参加者」（以下「（plus）プログラム参加者」という。）という。 
３ 前項の選考においては，（plus）プログラム参加を通じて今後取り組みたいこと，将来

の目標，その他を総合的に勘案する。 
第４条 （plus）プログラムは 1 年次後期より開始し，第６条又は第７条第１項に定める

修了認定要件を満たしたとき，修了となる。ただし，第３条の手続きを満たす限り，２

年次以降からの参加を妨げるものではない。 
第５条 （plus）プログラム修了者には，卒業時に修了証書を授与する。第６条に定める

修了認定要件を満たした者には「国際ビジネスプログラム修了証書」を，第７条第１項

に定める修了認定要件を満たした者には「国際ビジネス plus プログラム修了証書」を授

与する。 
第６条 （plus）プログラム参加者で，規程別表第６（注２）に掲げるすべての要件を満

たした学生に対して，プログラム修了を認定する。 
第７条 （plus）プログラム参加者で，次の各号に掲げるすべての要件を満たした学生に

対して，plus プログラム修了を認定する。 
(1) 第８条の手続きに従い，plus プログラム参加者となっていること。 
(2)「早期卒業に関する内規」に基づき，早期卒業対象者となること。 

(3) 卒業認定時に，規程別表第６（注２）の第２号から第４号をすべて満たしている

こと。 

(4) 卒業認定時までに，本学大学院経済学研究科博士前期課程若しくは本学を含めた

国内外の大学のいずれかの博士前期（修士）課程，又はこれらと同等程度以上の水準

を有する国内外の高等教育機関への進学が内定又は決定していること。 
２ 前項の要件のうち満たさないものがある場合は，（plus）プログラムに関しては第６条

のプログラム修了要件を適用する。 
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第８条 （plus）プログラム参加者で，plus プログラムを希望する者は，以下の手続きに

従うこと。 
(1) ３年次進級前の所定の時期に所定の様式で plus プログラム参加希望申請を行うこ

と。 
(2) plus プログラム参加希望申請者に対して行われる選考で plus プログラム参加を認

められること。 
(3)「早期卒業に関する内規」に従い，早期卒業仮予定者となること。 

２ 前項第１号及び第２号により参加を認められた者を「国際ビジネス plus プログラム参

加者」（以下「plus プログラム参加者」という。）という。ただし，前項第３号を満たさ

ない場合，plus プログラム参加者認定を取り消し，以降，plus プログラム参加者とは呼

ばないものとする。 
３ 第１項第２号の選考においては，本人の希望，語学力，申請時の成績，所属コース，

将来の目標，その他を総合的に勘案する。 
第９条 規程別表第６に掲載された「国際ビジネス（plus）プログラム科目」（以下

「（plus）プログラム科目」という。）は，（plus）プログラムに参加しない昼間コースの

学生の履修も認める。ただし，履修制限を行うときには，（plus）プログラム参加者を優

先する方式で履修者を決定するものとする。 
２ 履修制限の他，履修に関する条件は（plus）プログラム科目のシラバス等で告知す

る。 
第１０条 海外留学を行うには，所定の期間に所定の様式で申請を行う。 
２ 申請にあたり，本人の希望，海外留学先大学等の課す要件，語学力，その他を総合的

に勘案し，海外留学先の候補を決定する。 
３ 海外留学先で取得した単位の取り扱いは別に定めるところによるため，海外留学前及

び留学中に，海外留学先での履修科目に関する本学部の指導を受けること。 
第１１条 （plus）プログラム科目の「海外インターンシップ / 企業研修」に関する詳細

は，掲示等及び説明会で説明する。 
２ 海外インターンシップを行うには，所定の期間に所定の様式で申請を行う。 
３ 海外インターンシップ先の決定においては，本人の希望，受け入れ先の課す要件，語学

力，所属コース，その他を総合的に勘案する。 
４ 海外インターンシップ前・後，及び海外インターンシップ中に本学部の指導を受けるこ

と。 
第１２条 （plus）プログラムにおいては，（plus）プログラム参加者の専門ゼミの指導教

員と卒研ゼミの指導教員が異なる場合も認めるものとする。 
２ plus プログラム参加者は，３年次に専門ゼミ及び卒研ゼミを同時に履修する。 
３ （plus）プログラム参加者の専門ゼミ及び卒研ゼミに関しては，本人の希望，海外留

学開始時期・海外留学終了時期等に応じた指導体制を取るため，本学部の指示に従うこ

と。 
第１３条 削除 
第１４条 この内規に定めるもののほか，（plus）プログラムに関し必要な事項は，別に定

める。 
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外国の大学において修得した単位を認定する手続に関するガイドライン 
 

平成２６年２月１９日 教授会決定 
平成２８年５月１８日 全部改正 

 
交換留学に関する申し合わせに定める派遣学生の単位の認定については，次のとおり取

り扱う。 
 
（単位認定のための事前相談） 

１ 派遣先大学で修得する単位を本学部で修得した単位として認定することを希望する学

生（以下「学生」という。）は，当該留学に係る出発前に単位認定に関する相談を学務係

に行わなければならない。 
（事前相談の時期） 

２ 事前相談は，原則として出発前の可能な限り早い時期に行わなければならない。ただし，

やむを得ない事情により出発前に事前相談が出来なかった場合は，出発後に電子メール

等により相談を行わなければならない。 
（事前相談の対応） 

３ 教務委員会委員は，学生からの事前相談があった日から１４日以内に応じるものとす

る。事前相談を担当した教務委員会委員は，その結果を遅滞なく教務委員会に報告しなけ

ればならない。 
（単位認定の申請等） 

４ 学生は，原則として帰国後１４日までの間に，派遣先大学で修得した単位を証明する成

績証明書，シラバス等及びその他教務委員会が求める書類を添えて単位認定の申請をし

なければならない。 
（教務委員会での審査） 

５ 教務委員会は，学生からの申請に基づき，単位認定の可否について審査しなければなら

ない。また教務委員会は，必要に応じて教務委員会委員以外の者に助言を求めることがで

きる。 
（単位認定） 

６ 教務委員会は，成績証明書等に基づき修得単位のうち授業時間及び授業内容から本学

部の専門教育科目として認められるものに限り，単位を認定するものとする。ただし認定

する単位数は学部規程第２０条に定める３０単位以内に含めるものとする。 
（単位認定する授業科目） 

７ 単位認定しようとする授業科目は，学部規程別表第３又は第４に定める専門教育科目

に読み替えるものとする。ただし，専門教育科目に読み替えられない場合は，臨時に授業

科目を開設するものとする。この臨時に開設する授業科目は、原則自由科目とする。 
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（単位認定の時期） 
８ 単位認定の時期は，学生からの申請日が属するセメスターとする。ただし，申請日がセ

メスター終了日の６０日前からセメスター終了日までの間の場合は，単位認定時期を翌

セメスターにすることができる。 
（履修登録上限単位数との関連） 

９ 単位認定された授業科目の単位は，単位付与されるセメスターの履修登録上限単位数

に算入しない。 
（認定された授業科目の成績の評語） 

１０ ６及び７により単位認定された授業科目の成績は，「認」の評語をもって表す。 
（修得した単位の授業科目の学業成績累加記録簿への記載） 

１１ 修得した単位のうち，単位認定された授業科目については「専門教育科目名（取得大

学名）」を，認定されなかった授業科目については卒業要件に含めない査定外とし，「原文

の授業科目名（取得大学名）」を学業成績累加記録簿に記載する。 
（協定を締結していない外国の大学で修得した授業科目の単位認定） 

１２ 学生から協定を締結していない外国の大学において修得した授業科目の単位認定の

申請があった場合は，外国語修得に資すると認められるものに限り，前６中「本学部の専

門教育科目として」とあるのは「本学部の語学に関する専門教育科目として」と読み替え

て準用するものとする。 
附 則 

１ このガイドラインは，平成２６年４月１日より施行する。 
２ このガイドラインは，上記施行日以降に帰国した学生に対しても，適用する。 
３ 交換留学生の単位認定ガイドライン（平成１８年７月１９日教授会制定）は，廃止する。 

附 則 
１ このガイドラインは，平成２８年５月１８日より施行する。 
２ 平成２８年５月１８日現在本学部に在学する者についても適用する。 
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ビビジジネネスス実実践践力力育育成成ププロロググララムムにに関関すするる内内規規  
 
第 1 条 この内規は，長崎大学経済学部規程（平成 16 年経済学部規程第 1 号。以下「規程」とい

う。）第 21 条の 2 に定める「ビジネス実践力育成プログラム」に関して必要な事項を定めるもの

とする。 
 
第 2 条 ビジネス実践力育成プログラムは昼間コースに開設され，昼間コースの学生のみ参加する

ことができる。 
 
第 3 条 ビジネス実践力育成プログラムへの参加を希望する学生は，１年次後期に開催される「ビ

ジネス実践力育成プログラム説明会」に出席し説明を受けた上で，所定の期間に所定の様式で参

加希望申請を行う。 
2 参加希望申請者に対して選考を行い，参加を認められた者を「ビジネス実践力育成プログラム

参加者」という。 
3  前項の選考においては，プログラム参加を通じて今後取り組みたいこと，将来の目標，その他

を総合的に勘案する。 
 
第 4 条 ビジネス実践力育成プログラムは２年次前期より開始し，第 6 条に定める修了認定要件を

満たしたとき，修了となる。 
 
第 5 条 第 6 条に定める修了認定要件を満たしたプログラム修了者には，卒業時に「ビジネス実践

力育成プログラム修了証書」を授与する。 
 
第 6 条 ビジネス実践力育成プログラム参加者で、規程別表第７に掲げるすべての要件を満たした

学生に対して、プログラム修了を認定する。 
 
第７条 規程別表第 7 に掲載された「ビジネス実践力育成プログラム科目」は，ビジネス実践力育

成プログラムに参加しない昼間コースの学生の履修も認める。ただし，履修制限を行うときには，

ビジネス実践力育成プログラム参加者を優先する方式で履修者を決定するものとする。 
2 履修制限の他，履修に関する条件はビジネス実践力育成プログラム科目のシラバス等で告知す

る。 
 
第 8 条 この内規に定めるもののほか，ビジネス実践力育成プログラムに関し必要な事項は，別に

定める。 
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全全学学的的休休講講措措置置のの申申合合せせ  
  

平成１６年８月２３日教務委員会決定 

平成１９年１０月２２日教務委員会一部改正 

平成２３年８月２２日教務委員会全部改正 

平成２６年７月２８日教務委員会一部改正 

平成３０年９月１０日教務委員会一部改正 

 

この申合せは，特別警報発令，台風，積雪その他の不測の事態による学生の事故の発生を防止するた

め，全学的に統一した授業及び定期試験（以下「授業等」という。）の休講又は延期（以下「休講等」と

いう。）の措置に関し，必要な事項を定める。 

 

１１．．特特別別警警報報発発令令にによよるる休休講講等等のの措措置置  

長崎県南部に長崎地方気象台が発表する特別警報が発令された場合は，学長が休講等の措置を決定

するものとする。 

 

２２．．台台風風又又はは積積雪雪（（以以下下「「台台風風等等」」とといいうう。。））にによよるる休休講講等等のの措措置置  

台風等による授業等の休講等の措置は，学長が次の(1)及び(2)を勘案して決定するものとする。 

 

(1) 気象警報 

台風等により，長崎県南部に長崎地方気象台が発表する暴風警報，大雪警報，暴風雪警報等が発

令されている場合 

 

(2)  公共交通機関 

台風等により，次の２つ以上の公共交通機関が長崎市内全線不通の場合 

長崎バス 

長崎県営バス 

長崎電気軌道 

ＪＲ長崎本線（諫早～長崎間） 

 

３３．．そそのの他他不不測測のの事事態態にによよるる授授業業等等のの休休講講等等のの措措置置  

１．及び２．に規定するもののほか，地震，洪水その他の不測の事態が発生した場合における授業

等の休講等の措置は，学長が適宜状況を判断の上，決定するものとする。 

 

４４．．休休講講等等のの措措置置のの周周知知  

１．及び２．により決定した休講等の措置は，次の表に掲げる時間帯に応じ，同表の右欄に掲げる

時間までに学生支援部教育支援課が，ＮＵ－Ｗｅｂシステム（学務情報システム）の「お知らせ」及び

大学ホームページの携帯サイトを使用して周知を行うとともに，学内においては掲示により周知を行う

ものとする。 
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休講等の時間帯 時間 

午前の授業等 午前７時 

午後の授業等（経済学部夜間主コースの授業等を除
。） 午前１１時 

経済学部夜間主コースの授業等 午後４時 

  

５５．．教教育育実実習習等等のの場場合合のの取取扱扱いい  

教育実習，臨床実習，介護等体験実習，インターンシップ等の場合は，各実習先の指示に従うもの

とする。 

   附 則 

 この申合せは，平成３０年９月１０日から施行する。 
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長長崎崎大大学学片片淵淵地地区区構構内内ににおおけけるる交交通通規規制制にに関関すするる規規程程  

平成16年４月１日 

                                      規 程 第104号 

 （（趣趣旨旨））  

第１条 この規程は，長崎大学片淵地区構内（以下「構内」という｡）における教育研究上の環境を保全し， 

 及び通行の安全を確保するため，自動車等の構内乗り入れ，駐車等に関する規制について必要な事項を定

めるものとする。 

 （（定定義義））  

第２条 この規程において「自動車等」とは，自動車，自動二輪車及び原動機付自転車をいう。 

２ この規程において「部局」とは，経済学部及び附属図書館経済学部分館をいう。 

３ この規程において，「学部長」とは，経済学部長をいう。 

 （（入入構構規規制制）） 

第３条 自動車等を構内に乗り入れ及び駐車（以下「入構」という｡）することができる者は,入構許可証（以

下「許可証」という｡）の交付を受けた者とする。 

２ 許可証の交付を受けた者は，入構に際して許可証を提示し，所定の駐車場に駐車しなければならない。 

 （（許許可可証証のの種種類類，，交交付付申申請請資資格格等等））  

第４条 許可証の種類，交付申請資格及び有効期間は，次の表のとおりとする 

種 類 交 付 申 請 資 格 有 効 期 開 

許可証Ａ 

１ 部局に勤務する職員（非常勤講師を除く｡以下同じ｡） 

のうち，次の各号の一に該当する者  

（1）身体障害者，病弱者等で自動車等による通勤を必 

要とする者  

（2）次のア及びイに該当する者で自動車等により通勤 

する者   

ア 公共交通機関を利用した場合の片道の通勤所要 

時間が 30 分以上で，かつ，通勤区間の片道の距 

離が4キロメートル以上であること。   

イ 自動車の保管場所を現住所又は現住所から 500 

メートル以内に有していること。  

（3）その他特別の理由により学部長が適当と認めた者

２ 経済学部に在籍する学生（経済学研究科の学生， 

研究生及び科目等履修生を含む。以下同じ｡）のうち，

次の各号の一に該当する者  

（1）身体障害者，病弱等で自動車等による通学を必要 

とする者  

（2）次のア及びイに該当する者で自動車等により通学 

する者   

ア 公共交通機関を利用した場合の片道の通学所要 

時間が 30 分以上で，かつ，通学区間の片道の距離 

が４キロメートル以上であること。ただし夜間にお

いて教育を受けるため通学する者にあっては， 

自宅又は勤務先からの所要時間及び距離とする。 

イ 自動車の保管場所を現住所又は現住所から 500 

メートル以内に有していること。  

（3）その他特別の理由により学部長が適当と認めた者

３ 構内における事業所の関係者（以下「事業所関係者」 

という｡）については職員の場合に準ずる。 

１年以内とし，許可証に指定する

期間とする 
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種 類 書    類    等 担   当   者 

許可証Ｂ 
工事，物品納入等のため，一定期間にわたり入構する業

者 

当該用務に係る期間。ただし，当

該年度の末日を超えることができ

ない。 

許可証Ｃ 

１ 片淵地区以外の地区の職員，学生及び事業所関係者 

で，所用のため入構する者 

２ 非常勤講師 

３ 臨時の用務のため入構する者 

当日限り。 

 

 ((許許可可証証のの交交付付申申請請手手続続))  

第５条 許可証の交付を受けようとする者は，入構許可証交付願及び次の表に掲げる書類等を，同表に掲げ

る担当係に提出及び提示しなければならない。 

種 類 書    類    等 担   当   者 

許可証Ａ 

１ 運転免許証 

２ 自動車検査証 

３ 自動車の保管場所を証する書類 

４ 学生証 

部局に勤務する職員及び事業所関係者に

あっては，経済学部総務係 

経済学部に在籍する学生にあっては，経

済学部学務係 

許可証Ｂ 

１ 運転免許証 

２ 自動車検査証 

３ 身分を証する書類 

経済学部総務係 

許可証Ｃ 身分を証する書類 経済学部総務係 

備考 この表において「自動車検査証」とあるのは，250cc以下の自動二輪車にあっては，「自動車損害 

賠償責任保険証明書」を読み替えるものとする。 

２ 学部長は，前項に定めるもののほか，必要に応じ関係書類等の提出又は提示を求めることができる。 

 ((自自動動車車等等のの入入出出構構門門))  

第６条 自動車等の入出構門は，表門とする。 

 ((駐駐車車場場))  

第７条 自動車用駐車場並びに自動二輪車及び原動機付自転車駐車場の位置は，別に定める。 

 ((交交通通規規制制対対策策委委員員会会))  

第８条 部局に，許可証Ａの交付を受ける者の選考，自動車等に対する指導等交通規制の実施上必要な事項

を審議するため，交通規制対策委員会(以下｢委員会｣という｡)を置く。 

２ 委員会に関し必要な事項は，学部長が別に定める。 

 ((許許可可証証のの交交付付))  

第９条 学部長は，許可証Ａの場合にあっては委員会の選考結果に基づき，許可証Ｂ及び許可証Ｃの場合に

あっては第５条の規定により提出及び提示された書類等を確認の上，許可証の交付を行うものとする。 

 ((許許可可証証のの譲譲渡渡，，貸貸与与等等のの禁禁止止))  

第10条 許可証の交付を受けた者は，これを他人に譲渡し，若しくは貸与し，又は記載事項を書き換えては

ならない。 

 ((許許可可証証のの再再交交付付，，返返納納等等))  

第11条 許可証を汚損，破損又は紛失したときは，学部長に再交付の申請を行うことができる。 

２ 許可証の交付を受けた者が次の各号の一に該当するときは,許可証を速やかに返納しなければならない。 

 (1) 許可証の有効期間か満了したとき。 

 (2) 許可証の再交付を受けたとき。 

 (3) 許可証を必要としなくなったとき。 

３ 許可証の記載事項に変更が生じたときは，速やかに学部長に届け出なければならない。 
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（（遵遵守守事事項項））  

第12条 許可証の交付を受けた者は，道路交通法等の関係法令に定めるもののほか，次の各号に掲げる事 

 項を遵守しなければならない。 

 （1）歩行者の安全を第一とし，事故防止に留意すること。 

 （2）構内に設置した道路標識及び道路標示に従うこと。 

 （3）自動車等の最高速度は，時速20キロメートルを厳守すること。 

 （4）排気音，警笛，カーステレオ等により，みだりに騒音を発生させないこと。 

 （5）所定の駐車場以外の場所に駐車しないこと。 

 （6）自動車等による構内移動は行わないこと。 

 （7）自動車等を構内に放置しないこと。 

 （8）許可証は，指定する箇所に明示しておくこと。 

 （9）本学等の行事，緊急事態の発生等のため，臨時の規制を行うときは，指示に従うこと。 

 （（指指導導及及びび措措置置））  

第13条 入出構門及び構内における自動車等に対する指導は，委員会委員及び事務職員（以下「委員会委 

 員等」という｡）によって行う。 

２ 前項の委員会委員等は，この規程の規定に違反する自動車等を確認したときは，当該自動車等の使用 

 者の氏名，車種，ナンバープレートの番号等を記録の上，警告書を貼付して警告を行うとともに学部長 

 に報告しなければならない。 

３ この規程の規定に違反した者に対しては，学部長が許可証の交付の取消し，自動車等の強制排除その 

 他必要な措置を行う。 

 （（様様式式））  

第14条 許可証，入構許可証交付願及び警告書の様式は，別に定める。 

 （（補補則則））  

第15条 この規程に定めるもののほか，この規程の実施に関し必要な事項は，学部長が別に定めることが 

 できる。 

     附附    則則  

この規程は，平成16年４月１目から施行する。 

--------------------------------------------------------------------------------------------- 

注）経済学部に在籍する学生（経済学研究科の学生，研究生及び科目等履修生を含む）の許可証Ａの 

交付申請資格については，通学区間の片道の距離が10キロメートル以上60キロメートル未満であるこ 

ととする。 
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   長崎大学における学生の懲戒に関する指針 

 

                            平成２０年９月２６日 

学  長  裁  定 

                             改正 平成２１年７月２４日 

                             改正 平成２６年２月２０日 

改正 平成２７年１月２９日 

改正 平成３０年１月１６日 

改正 令和元年７月１６日 

改正 令和２年９月１５日 

 

                                                  

１ 目的 

   この指針は，長崎大学学則（平成 16 年学則第１号。）以下「学則」という。）

第５０条及び長崎大学大学院学則（平成 16 年学則第２号。）以下「大学院学則」

という。）第３８条に基づいて行う学生の懲戒処分の適正及び公正を図るために

必要な事項を定めることを目的とする。 

 

２ 懲戒の対象 

  懲戒の対象となりうる事件・事故等は次の各号に掲げるものとする。 

 （１）刑事事件 

 （２）交通事故 

 （３）その他懲戒処分に相当する事件・事故等 

 

３ 懲戒の種類 

  懲戒の種類は，退学，停学及び訓告とする。 

（１）退学 学生としての身分を剥奪する。 

（２）停学 確定期限を付す有期の停学と無期の停学からなり，停学期間中は登学

を禁止する。 

（３）訓告 文書により注意を与え，将来を戒める。 

 

４ 懲戒の要否等の決定 

学則第５０条及び大学院学則第３８条に規定する懲戒対象行為の存否を認定す

る必要があり，懲戒の種類及び内容を決定するに当たっては，原因行為の「悪質性」

を判断した上で，結果の「重大性」を総合的に勘案して決定するものとする。 

 

５ 懲戒の対象となる事件事故 

（１）懲戒の目安 

 ① 事件事故の原因行為が悪質で，その結果に重大性が認められる場合 

     退学又は停学 

  ② 事件事故の原因行為は悪質であるが，その結果に重大性が認められない場合 

     停学又は訓告 

③ 事件事故の原因行為は悪質なものではないが，その結果に重大性が認められ

る場合 

― 106 ―



  
 

     訓告 

  ④ 前①，②，③のいずれにも該当しない場合 

学部，研究科，熱帯医学研究所，留学生教育・支援センター及び大学教育

イノベーションセンター（以下「学部等」という。）の指導（学部等の長

の厳重注意）  

 （２）悪質性の判断 

原因行為の「悪質性」の有無は，加害者たる学生の当該行為に対する態度，

行為の性質及び当該行為に至る動機等を勘案して判断するものとする。 

 （３）重大性の判断 

結果の「重大性」の有無は，精神的損害を含めた人身損害，物的損害の有無，

その程度及びその行為が社会に与えた影響等を勘案して判断するものとする。 

 （４）過去に懲戒処分等を受けたものに対する懲戒 

   過去に懲戒処分を受け，又は学部等で指導を受けた者が，再び懲戒に相当す

る行為をした場合は，より「悪質性」の高いものとみなし，前回の処分を超え

る重い処分をすることができる。 

 

６ 懲戒の手続き 

  （事件・事故等の報告及び調査等） 

 （１）学生は事件・事故等を起こした場合，学生支援部又は所属する学部等に遅滞

なく届けなければならない。 

 （２）学部等の長は，学生の懲戒に相当すると思われる事件・事故等が発生した場

合，速やかに学生委員長に報告する。 

 （３）学生支援部は，事実関係の調査及び関係する学部等による当該学生からの事

情聴取結果を基に，諸機関との連絡調整を図りながら，その結果を逐次，学生

委員長に報告する。未成年者については，必要と判断されれば，事実調査の際

に保護者を同席させる等の配慮を行う。 

 （４）学生委員長は，当該事件等の内容を学長に報告する。 

 

 （懲戒の審議） 

（５）学長は，学生委員長から報告のあった内容の中に，懲戒について検討すべき

事案が含まれていると認めた場合，学生委員会に対し当該事件等に係わる学生

への懲戒の要否，懲戒の種類及び内容等について審議を求めるものとする。 

（６）学生委員会は，当該事件等に係わる学生への懲戒の要否，懲戒の種類及び内

容等について審議する。懲戒対象行為に係る事実調査，懲戒処分の内容及び執

行に伴う措置の判断に当たっては，事前に当該学生に告知し，口頭による意見

陳述の機会を与えなければならない。ただし，学生が心身の故障，身柄拘束，

長期旅行その他の事由により口頭による意見陳述ができないときは，これに替

えて文書による意見提出の機会を与えるものとする。学生委員長は，学生委員

会の審議結果及び学生の意見陳述等の結果を学長に報告するものとする。 

（７）学長は，学生委員会から報告のあった審議の結果を，当該学生が所属する学

部等の長に通知する。 

 （８）学部等の長は，学部教授会等において，学長からの通知に基づき，事実認定

と懲戒の種類及び内容について検討を行い，懲戒処分案を作成し，学長に上申す

る。 
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（９）学長は，学部等の長からの上申に基づき，教育研究評議会の議を経て，懲戒

処分を決定する。 

 

  （懲戒処分の告知及び発効日） 

  （10）懲戒処分の告知は，学部等の長が当該学生及び保証人に対して懲戒処分書を

交付することにより行う。 

   ただし，懲戒処分書の交付による告知が不可能な場合は，他の適切な方法によ

り告知する。 

 （11）懲戒処分の発効日は，当該学生に懲戒処分の告知が行われた日とする。 

 

  （異議申し立てに係わる再審議等） 

(12) 当該学生は，事実誤認，新事実の発見等の正当な理由があるときは，懲戒処

分の発効日の翌日から起算して 14 日以内に文書により懲戒処分に対する異議

申し立てをすることができる。この場合，学長は，学生委員会に再審議を求め

る。学生委員会は，再審議を行い，その結果を学長に報告する。学長は再審議

の結果を教育研究評議会に付議し，その審議結果に基づき，改めて審議結果を

当該学生に通知する。 

    なお，再審議の期間は，懲戒の効力を妨げないものとする。 

 

７ 懲戒処分の執行等 

（１）停学処分の種類 

停学は，有期又は無期とし，次の通りとする。 

   ① 有期停学は，6 か月未満の期限を付すものとする。ただし，停学期間が満

了することにより処分を解除することが適当でないと判断される場合は，学

長は教育研究評議会の議を経て，期間の延長を決定することができる。 

   ② 無期停学は，期限を付さないものとする。 

（２）停学処分の解除 

  ①有期停学の処分解除 

    有期停学の処分は，停学期間の満了をもって解除する。なお，当該学生が

改悛したこと等により，学部教授会等において，教育的配慮から早急に停学

処分の解除が妥当であると判断したときは，学部等の長からの学生の停学処

分解除申請書の提出に基づき，学長は，教育研究評議会の議を経ることなく

停学処分の解除を決定することができる。これらの場合における教育研究評

議会への報告は，事後に行うこととする。 

  ②無期停学の処分解除 

    無期停学の処分は，当該処分を受けた学生の反省の程度，学習意欲等を総 

   合的に判断して次のとおり処分を解除することができる。 

ア 学部等の長は，学部教授会等の議を経て，学長に停学処分の解除の申請

を「学生の停学処分解除申請書」により行うものとする。 

イ 学長は，学部等の長からの申請があった場合，無期停学の処分解除に

ついて検討が必要であると判断したときは，学生委員会に審議を求める

ことができる。 

ウ 学長は，学生委員会の答申を踏まえ，教育研究評議会の議を経て，停

学処分解除の可否を決定する。その後学部等の長に審議結果を通知する。 
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エ 通知に基づき学部等の長は，当該学生及び保証人に対して文書で交付

する。 

     （３）謹慎 

    学部等の長は，学生の行為が懲戒対象行為に該当することが明白であり，か

つ，懲戒処分がなされることが確実である場合は，懲戒処分の決定前に謹慎を

言い渡すことができるものとする。この場合において，謹慎の期間は，１か月

を超えないものとする。なお，この間は，原則として学生としての活動を制限

する。また，謹慎の期間は停学期間に算入することができる。 

 （４）懲戒処分と自主退学・休学 

① 学部等の長は，懲戒対象行為を行った学生から，懲戒処分の決定前に自主

退学の申請があった場合には，この申し出を受理しないものとし，懲戒処分

の決定後に自主退学の申し出があった場合は，受理することができる。 

② 学部等の長は，懲戒対象行為を行った学生から，懲戒処分の決定前に休学

の申請があった場合には，この申し出を受理しないものとする。 

③ 休学中の学生に対して停学処分が決定された場合には、当該停学処分の決

定の日をもって当該学生の休学許可を取り消すものとする。 

 （５）停学中の学生指導 

停学中の学生に対する指導は，当該学生が所属する学部等の教員が担当する

ものとする。なお，当該学生の精神的なケアについては，所属学部等が学生支

援部，保健・医療推進センター等と協力して行う。 

 

８ 懲戒処分に関する情報の非公開 

（１） 非公開の原則 

懲戒処分を実施した場合，学生の氏名，学生番号，懲戒の種類は，当該学生

及び保証人以外には明らかにしないものとする。ただし，学長が必要と認め

たときは，この限りでない。 

（２） 証明書類等への記載の禁止 

本学が作成する成績証明書等に懲戒の有無，その内容等を記載しないこと

を原則とする。 

 

 附 則 

 この指針は，平成２０年９月２６日から実施する。 

  附 則 

 この指針は，平成２１年７月２４日から実施する。 

附 則 

 この指針は，平成２６年２月２０日から実施する。 

   附 則 

 この指針は，平成２７年１月２９日から実施する。 

   附 則 

 この指針は，平成３０年１月１６日から実施する。 

   附 則 

 この指針は，令和元年７月１６日から実施する。 

附 則 

 この指針は，令和２年９月１５日から実施する。 
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長崎大学における学生の懲戒に関する指針についての補足説明 

 

 

①  懲戒処分の判断は，過去の具体例も参照して，原因行為の「悪質性」，結果の「重 

 大性」を勘案して判断するものとする。 

 

②  1 か月以上の有期停学は原因行為が特に悪質な場合で，その結果に重大性が認め 

 られる場合に限るものとする。 

 

③  当該学生が処分の有無が決定されるまで，不安定な状態で長期間過ごすことが 

  無いように迅速な処分の有無の決定がなされなければならない。 

 

④  学生の交通事故に関するもののうち,「学生の交通事故に関する懲戒ガイドライ

ン（平成 15 年 11 月 28 日学長裁定）」に定めがあるものについては,当該懲戒ガイ

ドラインを適用する。この場合において，実際に刑事訴追がなされるかどうかを処

分決定の絶対的な基準とはしないものとする。また，大学内の調査で事実関係を充

分に把握できない事件・事故に関しては拙速な処分を控える。 

  

⑤  試験等における不正行為に関する取扱い 

   試験等に係る不正行為については，教養教育の考査に係る学生の不正行為の取 

   扱いに関する細則又は学部等が定めた試験等における不正行為に関する規程等に 

  よるものとする。 

 

⑥ 学部等の留学生に係る懲戒の手続きについては，学生支援部，留学生教育・支

援センター，関係学部等との協力のもと進めるものとする。 
 

⑦  懲戒は懲戒対象の行為，結果，影響を総合的に考慮し，教育的配慮を加えた上 

  で，学生に課される不利益は，懲戒目的を達成するために必要な限度に留めるも 

 のとする。 

  

⑧  懲戒処分に対する異議申し立てを懲戒処分の発効日の翌日から14日以内にする 

ことができない特別の事情が文書により明確に示された場合には，学生委員会の 

議を経て，懲戒処分の発効日の翌日から起算して 30 日以内を限度として異議申し 

立てを認めることができる。 

 

⑨  謹慎期間がある場合は，学生委員会における懲戒処分の審議の際に，謹慎期間 

の停学期間への算入の可否についても審議を行い，その結果を学長に報告する。 

また，学部等の長は，謹慎期間の停学期間への算入の有無及び日数も含めて懲 

戒処分案を作成し，学長に上申する。 

 

⑩  学生委員長名での注意喚起において，掲載事例とするかの可否及び内容等につ 

いては，個別の懲戒処分における各審議の都度，個人特定の恐れ，被害者への影 

響等を考慮して検討を行うものとする。 

― 110 ―



  
 

 

 

 

学学生生のの懲懲戒戒処処分分ににつついいてて 

通通常常のの懲懲戒戒処処分分手手続続のの流流れれ図図（（指指針針６６関関係係）） 

(1) 学生は事件・事故等を起こした場合，学生支援部 
  又は所属する学部等に届出。 

(2)  学部等の長は学生の懲戒相当行為の発生の場合， 
  学生委員長に報告。 

(3) 学生支援部は事実関係の調査及び関係する学部等 
 による当該学生からの事情聴取結果を基に，諸機関と 
 の連絡調整を図りながら学生委員長に報告。 
  未成年者については，必要と判断されれば，事実調 
 査の際に保護者同席の配慮。 

(4) 学生委員長から学長に内容報告。 

(5)  学長は懲戒について検討すべき事案が含まれてい 
 ると認めた場合，学生委員会に懲戒の要否，懲戒の 
 種類及び内容等について審議を求める。 

(6)  学生委員会は懲戒の要否，懲戒の種類及び内容等 
 について審議する。事前に当該学生に告知し，口頭等 
 による意見陳述又は文書による意見提出の機会を与 
 える。学生委員長は学生委員会の審議結果及び学生の 
 意見陳述等の結果を学長に報告。 

(7) 学長は学生委員会の審議結果を当該学生が所属す 
 る学部等の長に通知。 

(8) 学部等の長は学部教授会等で事実認定と懲戒の種 
 類及び内容について検討を行い，懲戒処分案を作成 
 し，学長に上申。 

(9) 学長は学部等の長からの上申に基づき，教育研究 
 評議会の議を経て，懲戒処分を決定。 

(10) 学部等の長は当該学生及び保証人に対して，文書 
 により懲戒処分の告知。 
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学学生生のの交交通通事事故故にに関関すするる懲懲戒戒ガガイイドドラライインン  

 
平成15年11月28日 

                                       学  長  裁  定 
                                     改正平成17年  1月13日 

                                       平成24年  1月26日 
１１．．目目      的的    

本懲戒ガイドラインは，長崎大学学則（以下，「学則」）第50条に基づいて行う学生の交通事件に関す 
  る懲戒処分の適正と公正を図るために必要な事項を定める。 
 
２２．．懲懲戒戒処処分分のの種種類類とと内内容容  
 （1）懲戒の種類 
   学則第50条第2項に従い，学生の懲戒は退学，停学及び訓告とする。 
 （2）退学 
   退学は，学生としての身分の剥奪である。 
 （3）停学 
   停学は確定期限を付す有期の停学と，確定期限を付さない無期の停学（以下，「無期停学」）からなる。 
  ① 停学の種類 

1.6 か月以上の停学を無期停学とし，確定期限を付さず，指導の状況及び生活態度等を勘案しながら解

除の時期を決定するものとする。 
   2.6か月未満の停学を有期の停学とし，確定期限を付すものとする。 
  ② 当該学生が所属する学部及び大学院研究科（以下，「学部等」）の長（以下，「学部長等」）は，無 
   期停学を受けた学生について，その反省の程度及び学習意欲等を総合的に判断し，その処分の解除が 
   適当であると考えられるときは，教授会の議を経て，学長に対し，その処分の解除を上申することが 
   できる。 
  ③ 無期停学の解除は，学部長等からの上申により，学長が長崎大学教育研究評議会（以下，「教育研 
   究評議会」）の議を経て，これを行う。 
  ④ 無期停学は，原則として6か月を経過した後でなければ，解除することはできない。 
  ⑤ 無期停学解除の告知は，学部長等により当該学生及び保証人に対して行われる。 
（4）訓告 

訓告は，処分としての大学の教育的意思表示である。 
 

３３．．懲懲戒戒のの対対象象ととななるる交交通通事事件件  
 （1）懲戒の基準 
  ① 事故の態様が悪質である交通死亡事故（交通事故による受傷を原因として被害者が事故後30日以内 
   に死亡した事故）に対する懲戒処分は，退学，又は無期停学とする。 
  ② 事故の態様が悪質である交通傷害事故に対する懲戒処分は，有期停学又は訓告とする。ただし， 
   情状によりその処分を減ずることができる。 
    また，1か月以上の有期停学は，態様が特に悪質で結果が重大な場合に限るものとする。 

③ 再犯の場合はより重い処分とすることができる。 
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（2）懲戒の対象とならないもの 
  単純な道路交通法違反や，交通事故の態様が悪質でないものについては,懲戒処分の対象とはしない。 
 ただし，重大な結果を惹起した交通事故に対しては，必要に応じて学部等の指導（学部長等による厳重 
 注意等）を行う。また懲戒の基準に該当しないものの事故の態様が悪質である交通事故に対しても同じ 
 く必要に応じて学部等の指導を行う。 
（3）悪質性の判断基準 
  交通事故に対する懲戒処分は，学則50条に定める「学生の本分に反する行為」として科せられるもの 
 であることに鑑み，態様が悪質な交通事故とは道路交通法に違反するような次の行為があった場合を指 
 すものとする。 
 ① 酒酔い運転 
 ② 麻薬等運転 
 ③ 共同危険行為等禁止違反 
 ④ 無免許運転 
 ⑤ 大型自動車等無資格運転 
 ⑥ 仮免許運転違反 
 ⑦ 酒気帯び（0.15以上）運転 
 ⑧ 過労運転等 
 ⑨ 大幅な速度超過運転 
 ⑩ 救護措置義務違反 
（4）上記①～⑩の用語の意味は，それぞれ次に定めるところによる。 
 ①「酒酔い運転」とは，道路交通法第65条第１項の規定に違反する行為のうち，酒に酔った状態（ア 
  ルコールの影響により正常な運転ができないおそれがある状態をいう）で運転する行為をいう。 
 ②「麻薬等運転」とは，道路交通法第66条の規定に違反して麻薬，大麻，あへん，覚せい剤又は毒 
  物及び劇物取締法施行令第32条の２に規定する物の影響により正常な運転ができないおそれがある 
  状態で運転する行為をいう。 
 ③「共同危険行為等禁止違反」とは道路交通法第68条の規定に違反する行為をいう。 
 ④「無免許運転」とは，道路交通法第64条の規定に違反する行為をいう。 
 ⑤「大型自動車等無資格運転」とは，道路交通法第117条の４第１号に該当する行為をいう。 
 ⑥「仮免許運転違反」とは，道路交通法第87条第２項後段の規定に違反する行為をいう。 
 ⑦「酒気帯び（0.15以上）運転」とは身体に血液１ミリリットルにつき0.3ミリグラム以上又は呼 
  気１リットルにつき0.15ミリグラム以上のアルコールを保有する状態で運転する場合をいう。 
 ⑧「過労運転等」とは，道路交通法第66条の規定に違反して過労，病気その他の理由により正常な 
  運転ができないおそれがある状態で運転する行為をいう。 
 ⑨「大幅な速度超過運転」とは，道路交通法第22条の規定に違反する行為のうち超過速度が高速道 
  路において50キロ以上，それ以外の道路において30キロ以上である場合をいう。 
 ⑩「救護措置義務違反」とは，道路交通法第72条第１項の規定に違反する行為をいう。 
（5）上記の悪質性の判断基準については，法令の改正及び社会的状況の変化に応じ，法律の専門家と相談 
 の上，適宜改正するものとする。 
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４４．．交交通通事事件件ににおおけけるる懲懲戒戒のの手手続続とと執執行行  
（1）交通事件の報告 

  ① 学生による交通事件は，学生支援部で一元的に対応する。 
  ② 学生による交通事件が発生した場合，各学部等及び大学関係者は察知した情報を速やかに学生支援 
   部へ通報する。 
  ③ 学生支援部は速やかに学生委員長に通報するとともに，事実関係の把握に努め，当該事件に係わる 
   学生が所属する学部等への連絡，関係諸機関との連絡調整を行い，その結果を逐次学生委員長に報告 
   し，同時に学部等へ通知する。 
  ④ 学生委員長は，学生による交通事件に関して学長に報告を行う。 
  ⑤ 当該事件に係わる学生が所属する部局は，通知された交通事件について，当該学生と連絡をとると 
   ともに指導に努め，必要に応じて学長への報告，学生委員長及び学生委員会への説明，学生支援部と 
   の連絡を行うものとする。 
 （2）事実関係の調査と当該事件に係わる学生への教育的指導 
  ① 学外での事実関係の調査は，学生支援部が担当する。また必要があれば当該事件に係わる学生の所 
   属する学部等の教員及び職員はそれを補佐することができる。 
  ② 学内での学部等による事実関係の調査は，原則として当該事件に係わる学生からの事情聴取を行う 
   ものとする。ただし，当該学生が事情聴取に応じない場合は，学部等はその旨を学長に報告するとと 

もに，学生委員長及び学生委員会に説明するものとする。また，学生が身心の故障，身柄の拘束，長 
   期旅行その他の事由により，当該学生に事情聴取できない場合は，事情聴取が可能になるまでの間， 
  学部等は調査及びその報告等を留保するものとする。 
（3）学生委員会による審査 
① 学長は学生委員長から報告のあった交通事件の中に，懲戒について検討すべき事案が含まれている 

   と認めた場合，学生委員会に対し当該事件に係わる学生への懲戒の要否，懲戒の種類及び内容等につ 
   いて審議を求めるものとする。 
  ② 学生委員長は，速やかに学生委員会内に調査小委員会を設置する。なお，大学においていたずらに 
   処分の是非の決定を長引かせることのないように，調査小委員会は定例の学生委員会開催以前に設置 
   することができ，学生委員長はその構成員を指名することができる。 
  ③ 調査小委員会の構成員は，加害者又は被害者と関係が無いか，その恐れの無いように選任され， 
   また被害者及びその関係者と接触の無いように管理されなければならない。 
  ④ 調査小委員会は，学生支援部及び学部等による事実関係の調査及び調査報告について，必要に応じ 
   て説明及び追調査を求めることができる。 
  ⑤ 学生委員会は調査小委員会の報告に基づき，当該事故に係わる学生への懲戒の要否，懲戒の種類及 
   び内容等について審査し，その結果を学長に報告するものとする。 
（4）審査結果の通知 

   学長は，学生委員会から報告のあった審議の結果を，当該学生が所属する学部長等に通知する。 
（5）懲戒の審議 

   学部長等は，学長からの通知に基づき，事実認定と懲戒の種類及び内容について教授会に付議の上， 
   速やかに学長に懲戒を上申するものとする。 
（6）懲戒の決定 

  ① 学長は，学部からの上申事項を教育研究評議会の議に付し，懲戒処分を決定する。 
  ② 学長は，教育研究評議会への付議に際し，懲戒の対象とされる学生に対して，口頭又は文書によ 
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   る意見陳述の機会を与えるものとする。 
（7）懲戒処分の告知と執行 

   懲戒処分の告知は，学部長等が，当該学生及び保証人に文書をもって行い，その内容を学内に公示す 
  る。なお，懲戒を実施した場合，学生の氏名，学生番号等，本人を特定できる情報は明らかにしないも 
  のとする。ただし学長が必要と認めた場合は，この限りではない。 
（8）懲戒処分に関する文書 

   懲戒処分に関する文書は，別途様式に定める。 
（9）懲戒に関する記録の保存と開示 

  ① 懲戒原因たる事実並びに決定された処分の内容及び理由を記載した文書は学生支援部で保存する。 
   文書管理の責任者は学生支援部長とする。 
  ② 学長は，被処分者から請求があった場合には，当該文書を開示しなければならない。 
 
５５．．学学生生にに対対すするる教教育育とと指指導導  
 （1）本ガイドラインの事前周知 
  ① 懲戒対象行為と懲戒処分の種類と内容に関しては，掲示ならびに各部等の学生便覧等により学生に 
   周知されなければならない。 
  ② 学生は人身事故を起こした場合は，遅滞無く学生支援部ないしは所属する学部等に届けなければな 
   らない。またこの届出義務は掲示ならびに各学部等の学生便覧等により学生に周知されなければなら 
   ない。  
（2）教育と指導 

   ① 事件後並びに処分後において，当該学生に反省を促し，また学習意欲を維持させるための指導は， 
    当該学生の所属学部等が担当するものとする。 
   ② 当該学生の精神的ケアについては所属学部等とともに学生支援部，保健・医療推進センター等，大

学も十分な協力を行わなければならない。 
（3）履修への配慮 

   停学期間中の期末試験又は履修手続期間については，停学の懲戒処分の申し渡しの期日によって，学 
   生の受ける不利益の不平等が無いようにしなければならない。 
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